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概要書 1 
概要書 
 
 
コーズ・リレイティッド・マーケティング（Cause Related Marketing、以下 CRM と表
記)は販売促進と企業の社会貢献手段の双方の目的で使われる。それが可能である理由は多
くの CRM が企業と社会、両方に利益をもたらすように設計されているからである。これ
まで、CRM は様々に定義付けられてきたが、世良（2004）によると、その定義は広義の
ものと狭義のものの二つの種類に分かれるとされている。 
サンフランシスコの芸術を促進するために、アメリカン・エキスプレスがはじめて CRM
を利用した。そのプログラムでは、アメリカン・エキスプレスのカードが買い物に使われ
るたびに、キャンペーン期間中に２セントが寄付された。さらに、自由の女神修繕キャン
ペーンが 1980 年代の初めに実施された。それが成功したことによって、CRM が米国およ
び全世界に広まった。 
本稿では、CRM キャンペーンに対する反応に影響を与える二つの重要な要因を検証す
る。それは事前のプロ・ソーシャル行動と、サイコグラフィックス、特に消費者の時間志
向である。サイコグラフィックスは、人の信念や態度に影響するとされる（Youn and Kim, 
2008）。時間的志向は人が過去か、現在か、将来かに焦点を置く傾向のことである。CRM
キャンペーンが成功するために、消費者にメッセージを正しく伝える必要がある。そのた
め、二つの実証研究を行って、CRM 先行研究で紹介された消費者のサイコグラフィック
スと広告フレーミングに関する理論を本稿で検証する。 
第一章では広義と狭義の二つの観点から CRM の概念を整理する。そして、日本や世界
における CRM の展開事例を紹介する。広義の定義では、売り上げの一部をコーズに寄付
するだけではなく、CRM とコーズとの関連付けの方法によって、様々な応用がある。企
業がコーズを支援するのだけではなく、両者がお互いの役割を理解し、両者の文化を統合
する。また、三輪と丸谷（2004）によると、コーズ・ブランディングは社会問題を改善す
るために、ブランドとコーズが長期的なリレーションシップで関連付けられることである。
広義の CRM の定義としては世良（2009）によるものがあげられる。それによると、CRM
は「コーズとの協力関係の下、企業がコーズ支援することにより、マーケティング全般の
目標達成を促進するための戦略」だとされる。CRM は CSR の延長上の概念であり、消費
者に対して企業の社会貢献を伝える役割を果たす。そのため、CRM はブランド拡張に重
要な役割を果たし、拡張に伴うリスクを低減するので、セーフティーネットのような働き
がある。 
狭義の定義では、企業が商品の売り上げの一部を特定のコーズに寄付するときだけを
CRM と呼ぶ。この定義では、CRM は企業にとってブランド・イメージや商品を売るため
の重要なマーケティング・ツールであることが分かる。そのため、CRM の成功 に影響を
概要書 2 
与えている要因を知ることが非常に大事である。Varadarajan and Mennon (1988)が CRM
の狭義の定義をしている。この定義によると、CRM は「消費者と企業で、それぞれの目
標を達成するための交換が行われた結果、消費者が企業に収入をもたらした場合に、その
企業が一定条件の金額を特定コーズに寄付するという提案によって特徴付けられるマー
ケティング活動を計画・実行するプロセスである」。 
また、三輪と丸谷（2004）によると、CRM は次のように発展してきた。まず法律を守
るコンプライアンスに焦点があてられ、次に、企業が社会貢献に取り組む。そして、最終
的に、企業と株主が同じ価値観を持って、会社と社会、両方に有益に働く方針をとる。ア
メリカン・エキスプレスの次に、CRM の概念を更に進化させたのはマクドナルドの「チ
ャリティ・ファンド」、ルクソティカ、リーボック、スザーヌ G コメンとエイボンの「乳
がんキャンペーン」、ダーヴの「Campaign for True Beauty」、IBM、P&G、などである。
日本において、CRM を普及に役立ったのは 2007 年から実施されたヴォルビックの「1 L for 
10L」プログラムであった。その後の試みとしては、三陽、アサヒビールの「うまい！を
明日へプロジェクト」、森永製菓の「1 チョコ for 1 スマイルプロジェクト」、王子ネピア、
アースノーマット、ライオン、ブリヂストン、などがあげられる。 
第二章では、本研究に関連がある先行研究のレビューを行っている。消費者のデモグラ
フィックス研究を始め、サイコグラフィックス、寄付のフレーム、関与度、コーズとブラ
ンドの適合度、なじみ度、解釈レベル理論や、時間的志向に関する研究を紹介する。 
Webb and Mohr (1998)によると、CRM は企業の慈善活動を伝える簡単な方法である。
しかし、CRM のメッセージを伝えるためのコミュニケーションチャネルに注意しなけれ
ばならない。例えば、広告は懐疑の対象になっているので、勧められないと主張している。
さらに、消費者を 4 つのタイプに分けることができると論じている。そのタイプは 懐疑
派、バランス派、特徴志向派、社会志向派である。次に、 Ross et al. (1992)は CRM にお
ける性別と地理的な距離の役割を検証する。その結果、近接感は CRM に大きな影響を与
えないが、女性は男性よりCRMを使う企業に対する態度が好意的であると分かった。Youn 
and Kim (2008)は CRM におけるサイコグラフィック変数の重要性を示した。民族尐数派
に関連するコーズの場合に公的自意識、自己責任と社会的責任は特に重要である。さらに、
個人間信頼、宗教、社会的ネットワーク、外的所在と広告に対する懐疑は社会問題に関連
があるコーズにプラスに影響を与えている。CRM 活動の支援には、事前のプロ・ソーシ
ャル行動である社会への参加度と寄付活動も影響を与えていると論じる。 
Berger et al. (1999) によれば CRM は関与度とブランド知覚に影響を与えるため、購買
意図に影響を与える。また、Cornwell and Coot (2005)は購買意図に影響を与える要因と
して、バイオ・データの重要性を示している。バイオ・データ、つまり、人の直接的およ
び間接的な経験がコーズに対する関与度に影響を与えていると言うことができる。 
次に、広告フレーミングや、コーズとブランドに対する態度、購買意図や、時間的志向
に関する研究を紹介する。Landreth-Grau and Garretson Folse (2007)は CRM 広告で提示
概要書 3 
された寄付の地理的な距離の違いによって、関与していない消費者のキャンペーンに対す
る態度や、参加意図への影響を検証した。その結果、寄付するコーズがローカルで、メッ
セージはポジティブに提示された場合に CRM キャンペーンがより効果的であることが明
らかになった。Lafferty et al. (2004) はコーズとブランドが提携することによって、消費
者の両方に対する態度がどのように変わるのかを検証した。結果は、もし提携に対する知
覚が好意的であるなら、コーズに対する態度も、ブランドに対する態度も、より好意的に
なることを示した。次に、Lafferty and Goldsmith (2005)は態度を媒介するなじみ度につ
いて研究を行っている。その目的は、提携することによってコーズに対する態度にもブラ
ンドに対する態度にも変化が現れるかどうかということを検証することである。もし提携
する前にブランドのなじみ度が高く、ブランドに対する態度が良い場合に、提携後にはブ
ランドに対する態度に影響が尐ないという結果が得られた。Lafferty and Edmonson 
(2009)は CRM 広告にブランドの写真を使う場合と、コーズの写真を使う場合に、提携に
対する態度や、提携後のブランドに対する態度、コーズに対する態度、企業に対する態度
と、購買意図にどのような影響を与えているかを検証した。その結果、広告にブランドの
写真を使うか、コーズの写真を使うかにもかかわらず、提携に対する態度が提携後のブラ
ンドや、コーズや、企業に対する態度に影響することが分かった。しかし、コーズの写真
を使う場合よりもブランドの写真を使う場合に購買意図に好影響を与える。 
次に、解釈レベル理論についての研究を紹介する。Liberman et al. (2007b) によると、
解釈レベル理論 (以下CLTと表記) では心理的な距離が人々の考え方や行動をどのように
影響するのかを説明する理論である。その心理的な距離は四つの側面がある。１つ目は時
間的距離、２つ目は地理的距離、３つ目は社会的距離、４つ目は確率的距離である。
Liberman et al. (2007a) は心理的な距離の側面はお互いにどのような影響を与えている
のかについては、今までに検証されてないと主張する。CLT に基づいて、距離の側面がお
互いに取り替えることができると推論することができるので、一つの側面は他の側面と組
み合わせすることによって、その側面の影響が小さくなると論じている。そして、まだ実
証検証されてないが、Carrillat and Legoux (2008)は CLT に基づく研究仮説を立てた。彼
らによれば、消費者の物事の解釈は消費者とその物事の間にある心理的な距離に影響を受
けるということである。 
CLT に関する先行研究を紹介するとともに、時間的志向についての研究のレビューを行
った。Brett et al. (2009) は時間的志向、時間解釈と商品特徴の重要性がどのように広告
の評価に影響するのかを検証した。その結果、将来志向の消費者が商品の主な属性情報と
将来のフレームを利用した広告に好印象を持っていることを示した。その一方、現在志向
の消費者が商品の二次属性情報と近い将来のフレームを利用した広告により良い印象を
持っていることを明らかにした。Kees et al. (2010) はメッセージのフレームと消費者の時
間的志向が知覚、態度と行動的意図にどのような影響があるのかを検証した。その結果、
目的追求戦略に当たって、消費者の時間的志向は広告フレーミングの影響を媒介すること
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が分かった。更に、目的追求戦略のフレーミングは消費者のリスク知覚によっても媒介さ
れ、消費者の広告に対する態度にも影響することがわかった。Heintz-Tangari et al. (2010) 
は二つの実験による CRM キャンペーンの種類と、CRM キャンペーン反応への消費者の時
間的志向の影響を検証した。その結果、CRM 広告では企業の行動が近点に描かれる場合
に、遠点に描かれる場合より、現在志向の消費者は購買意図が強いということが分かった。
しかし、将来志向の消費者の場合に、有意な差は見られなかった。更に、CRM 広告では
企業の行動が近点に描かれる場合に、遠点に描かれる場合より、現在志向の消費者はブラ
ンドに対する態度が好意的であるということが分かった。その場合にも、将来志向の消費
者の場合に、有意な差は見られなかった。 
第三章では、本稿の第一の実証研究としてサイコグラフック変数が日本人の社会的課題
支援参加意図に影響を与えることについて調査を行う。先行研究から 9 つの仮説を設定し
た。それは、若い消費者は環境に関するコーズを好むことで、女性や、外的所在がある人、
高いレベルの個人間信頼を持つ人、広告に対する懐疑心を持つ人、社会的責任感と公的自
意識、社会ネットワークを持つ人と、事前に社会活動を行った人がコーズを支援するより
高い意図を示しているということである。97 人の大学生の標本を使って、2 変量相関分析
を行った結果、支援したいコーズによって、人のサイコグラフィック特徴や社会的貢献の
特徴が違うことが明らかになった。実証研究の結果、仮説 8 だけが全てのコーズの場合に
支持された。つまり、人の社会ネットワークがコーズの支援意図にプラスの影響を与えて
いるとわかった。その他の仮説が部分的に支持された。つまり、コーズによって重要とな
るサイコグラフィック変数が違うことである。 
さらに、支援したいコーズごとに若い消費者をカテゴリー化した。子供を支援したい人
の場合には内的所在や、社会ネットワーク、自己自信と自己責任感が一番重要なサイコグ
ラフィック変数である。環境を支援したい人の場合、性別が重要なサイコグラフィック変
数で、女性の方が環境問題に関連があるコーズを支援する意図が大きいことが分かった。
社会ネットワーク、公的自意識、社会的責任と、広告への壊疑心が重要なサイコグラフィ
ック変数であることも分かった。社会福祉と医療に関連するコーズを支援したい場合に社
会ネットワーク、公的自己自意識、社会的責任と広告への壊疑心というサイコグラフィッ
ク変数が若い消費者の支援を予想している。事前のプロ・ソーシャル行動も重要である。
文化とスポーツ振興支援活動をしたい場合に社会ネットワーク、社会的責任と事前のプ
ロ・ソーシャル行動が重要なサイコグラフィック変数であることがわかった。このグルー
プに属する人の特徴はサークル活動を通じて友達や他人と遊ぶことが好きであることが
わかった。 
第四章では人の時間的志向と CRM 広告の種類が消費者の反応にどのような影響を与え
ているのかを第二の実証研究で検証した。時間的距離と地理的距離の組み合わせによって、
４種類の CRM 広告を作った。仮説１は、コーズとブランドの提携に対する消費者の態度
がブランドに対する態度と購買意図に直接な影響を与え、ブランドに対する態度も購買意
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図に直接な影響を与えることである。仮説２は、コーズとブランドの提携に対する態度、
ブランドに対する態度、購買意図が CRM 広告の種類によって、違うようになることであ
る。仮設３では、CRM 広告の種類によって、消費者の時間的志向がコーズとブランド提
携に対する態度に違う影響を与えていることを検証した。それぞれの仮説を包括するモデ
ルを作った。モデルを検証するために、434 人の大学生の標本を使った。そして、多母集
団分析から次の結果を得た。 
まず、消費者の時間志向と CRM 広告の時間的と地理的距離の組み合わせに関係なく、
消費者のコーズ・ブランド提携に対する態度がブランドに対する態度を影響しているがわ
かった。したがって、提携に対する態度が CRM キャンペーンの成功にはとても重要な変
数であるとはいえる。しかし、コーズ・ブランド提携に対する態度ではなく、ブランドに
対する態度が購買意図に直接に影響を与えているので、提携に対するポジティブな態度を
見せるだけでは、購買意図につながらないことが分かった。 
そして、CRM 広告の種類によって、同じ時間的志向を持っている人はコーズ・ブラン
ド提携の違う態度を持っていることが分かったため、ブランドに対する態度も、購買意図
も違うといえる。つまり、時間的距離と地理的距離が近いと設計された広告の場合に、現
在志向の消費者はコーズ・ブランド提携に対して、相対的に強いポジティブな態度を持っ
ている。一方で、将来志向の消費者の反応が統計的に有意ではなかった。時間的距離が近
く、地理的距離が遠いと設計された広告の場合に、現在志向と将来志向の消費者は両方の
場合にポジティブな態度を持っているが、統計的に有意ではない。時間的距離が遠く、地
理的距離が近いと設計された広告の場合に、有意ではないが、将来志向の消費者はポジテ
ィブな態度を持っていて、現在志向の消費者がネガティブな態度を示す。時間的距離と地
理的距離が遠いと設計された広告の場合に、将来志向の消費者はコーズ・ブランド提携に
対して、有意で、ポジティブな態度を持っているが、現在志向の消費者は有意ではなく、
ポジティブな態度を持っているということがわかった。そのため、CRM キャンペーンの
成功にはそれぞれの消費者タイプに適している広告の種類を使うことがとても大事であ
ると推論できる。 
上記の結果は先行研究に得られた結果を支持し、時間的志向研究にも、CRM 研究にも
新しい貢献をした。その理由は、CRM 広告に時間的志向を媒介変数として使って、消費
者の態度や購買意図に時間的側面と地理的側面の相互的な影響を確認したからである。そ
の二つの距離の側面が一致している場合に影響力が強くなるが、不一致である場合には影
響力が弱くなる傾向があるとわかった。 
終章では、両方の実証研究から得られた結論について述べ、今後の課題と研究の方向性
についても論じる。 
本稿の終わりに実証研究に使った参考資料や、今研究をより良く理解するための結果情
報を載せている。 
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1 
I. Introduction 
 
 
 
1. The Background and Purpose of This Study 
 
 
 Cause Related Marketing (CRM) is used both as a sales promotion mean and as a 
way for the companies to make social contributions. This is possible because CRM is 
designed to bring profits both for the company and for the society. But often times comes 
the question of whether CRM can really bring a plus to both companies and the society. 
 A percent of the sales of the company’s products or services is donated to a NPO 
involved in a certain cause, or directly to that cause, through CRM. Other ways of 
contributing to a cause are direct involvement, like for example, volunteer activities, and 
licensing, when companies use the name of the cause or of the NPO on their products, in 
order to promote them. These last two methods of contribution to society do not belong to 
CRM, but to the corporate social responsibility (CSR) field. 
 In recent years the interest in CRM has increased all over the world and many 
papers have been published on this topic. The themes they describe have evolved 
throughout the years from basic attributes of CRM, the detailed characteristic of their 
attributes, like donation and types of causes, their relationship with demographics, the 
alliance type, and different typology of consumers. 
Among them are studies about the effect of the cause on the brand, about what 
types of alliance between a cause and a brand are the most profitable, etc (Lafferty et al., 
2004). The study of CRM often interacts with theory from t he consumer behavior and 
psychology field. Despite the great number of research papers on the topic, there are still a 
lot of questions left answered (Varadarajan and Menon, 1998). 
CRM brings many benefits for the firm in the long term, like the improvement of 
corporate reputation, brand awareness, and customers’ loyalty. Increases in the time 
commitment to the cause enhances the likelihood of the campaign’s success. Long term 
dedication to a cause may suggest that the sponsor is truly committed to the social need 
rather than simply capitalizing on the ―need of the day‖ (Drumwright, 1996). On short 
term, it can promote and increase sales, etc.  
According to previous research, CRM can also be used as a competitive advantage. 
If the price and quality are the same, then the products of companies tied with a cause 
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tend to be preferred in the purchase decision (Barone and Miyazaki, 2000). A similar 
result was also found by Cone Company in a market research. It showed that if the price 
and the quality were the same, 84% of consumers were willing to switch brands in 2002, 
in favor of the company involved in CRM. Also, 40% of the employees felt proud to be 
working in a company involved in a CRM program and felt more attached to that 
company. 
When starting a CRM campaign, there are a few things companies should be 
careful of. The first one is the reason why they are supporting that certain cause. The 
message should be clear, so that consumers understand exactly what the company is 
supporting (Barone et al., 2000). Many studies have also established that the success of a 
CRM campaign is also influenced by the type of support the company offers: support 
offered in products involves the customers more than the support offered in money 
(Kamei and Rudy, 2009). But companies offering their support in products are more 
prone to be perceived as taking advantage of the cause they want to support. The length of 
the CRM campaign is important, too: a long term support is better than a short term one 
(Miwa and Marutani, 2009). 
Strahilevitz and Myers, (1998) research the effects of different types of CRMs on 
consumer responses and show that CRM benefits firms in terms of sales. Also, the product 
type has effect on consumer responses, in the sense that CRM is more effective in 
promoting frivolous products, than in promoting practical products. The reason is that a 
practical product is a necessary purchase, but a frivolous product signifies an unnecessary 
purchase for which consumers may feel guilt. Buying frivolous products involved in CRM 
can be one way to ease the guilt of buying an unnecessary product. 
Barone et al., (2000) investigated the effects of different types of CRMs on 
consumer responses and the result was that CRM activities can influence choice. More 
detailed, CRM’s influence on choice depends on the perceived motivation underlying the 
company’s CRM efforts. Second, CRM’s influence on choice depends on whether 
consumers must trade off company sponsorship of causes for lower performance or higher 
price. Third, CRM cues affect choice primarily through compensatory strategies involving 
trade-offs rather than through non-compensatory strategies. 
There are also many studies about the congruence between the cause and the 
company. At first it was thought that this is very important for the success of the CRM 
campaign, but many studies have proved that actually there are other important factors 
which influence the success of the alliance and the perceived fit between the brand and the 
cause (Lafferty et al., 2006).  
The present paper will try to look at two important factors influencing the success 
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of, and response to CRM campaigns: previous pro-social behaviors and psychographic 
characteristics, with an emphasis on the temporal orientation of consumers. 
In case of the psychographics, Yeoun and Kim (2008) define the psychographic 
factors as being long lasting and stable dispositions which influence behaviors and form 
attitudes. Examples of psychographic factors are self responsibility, self-consciousness, 
public responsibility, public self-consciousness, etc. It is thus logic to assume that these 
factors will influence consumers’ attitudes and responses to CRM campaigns. 
Yeoun and Kim (2008) also show in their paper that previous pro-social behavior, 
like participation in volunteer activities can positively influence consumers’ attitudes and 
purchase intentions for products supporting social causes. 
So far, there has been no study which tried to look at Japanese consumers’ 
psychographics in relation to their preferences for certain social causes. One study (Sera, 
2002), makes a comparison between what causes American consumers would like the 
companies to support, and what causes Japanese consumers would like the companies to 
support. For the Americans in 1998, 1st was the education, 2nd was the criminality, 3rd was 
the environment, and 4th was the poverty problem. For the Japanese, in 2001 1st was the 
environment, 2nd was the health, 3rd was the children, and 4th was the education problem. 
In a review written by Miwa it is shown that the most important issues for the 
Americans in 2008 were 1st the health, 2nd the education, 3rd the environment, and 4th the 
criminality problem. Thus, in 10 years, the importance American consumer place on 
different social causes has changed. If this is the case, it would be interesting to know 
whether Japanese consumers’ perceptions have also changed or not. 
In case of temporal orientation, a lot of literature has been written about its effect 
on behavior and attitudes. Temporal orientation could be defined simply as the inclination 
to focus the attention and respond differently to past, present and future events (Jones, 
u.m.). 
In the marketing research field, recent studies have tried to show a link between 
consumers’ temporal orientation and the success of advertising campaigns. Heintz Tangari 
et al. (2010) have shown that a proximal need affects both present and future oriented 
consumers in a similar degree, but future oriented consumers respond better to distal 
needs. Also, they have shown that the effects of temporal orientation can be also 
correlated to demographic factors.  
Kees et al. (2010) have shown that a fit between consumers’ chronic regulatory 
focus (i.e. the tendency to pay attention to positive aspect or negative aspect) and the 
temporal frame of the ad makes that ad to be more successful. Even more, this fit is 
moderated by consumers’ temporal orientation.   
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The relationship between temporal orientation and the temporal framing has 
given slightly different results in other studies. For example, Brett et al. (2009) have 
shown that present oriented consumers respond better to present frame ads, while future 
oriented consumers respond better to future framed ads. 
Most of the existing literature focuses on the relationship between temporal 
orientation and temporal framing, but there are no studies about the relationship between 
temporal orientation and spatial framing, or the combined effect of temporal and spatial 
framing with the temporal orientation. 
According to construal level theory, the distance dimensions are interchangeable. 
Because of this, Liberman et al. (2007a) predict that the impact of one dimension is 
reduced when combined with other dimensions. For example, temporal distance would 
have less impact on the advice given to another person than on one’s own decisions. In the 
same way, temporal distance has less impact on a geographical distal event than on a 
geographical proximal event. 
CLT also predicts that people are more satisfied and make better decisions when 
distance matches the type of decision problem. This is why a proximal temporal frame 
combined with a proximal spatial frame for a CRM ad should be more successful with 
present oriented consumers, while a distal temporal frame combined with a distal spatial 
frame for a CRM ad should be more successful for future oriented consumers. 
The question is whether this is true for Japanese consumers as well, and, what 
happens in case of a proximal temporal frame with a distal spatial frame combination, and 
a distal temporal frame with a proximal spatial frame combination.  
Given the importance of transmitting the right message to consumers for the 
success of the CRM campaign, the present paper proposes to test some of the conclusions 
about consumer psychographics and advertising framing, found in previous literature 
about CRM. This will be done with the help of two empirical studies conducted in Japan.  
 
 
2. The Background of Cause-Related Marketing 
 
 
2.1 Definitions of Cause Related Marketing 
 
Cause Related Marketing (CRM) is one of the eight important developments of 
marketing , next to the demographic change cause by aging, the explosive development of 
the leisure industry, the two way polarization of high income class and the low income 
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class, the improvement of convenience through the development of home shopping, the 
appearance of new media which will make possible to grasp consumers’ responses, the 
increase of brand importance, and the increase of quality, price and service importance 
(Kotler, 2000).  
The notion of CRM started from the notion of ―enlightened self-interest‖, which is 
the pursuit for indirect profit, by acting in the interest of others. But this concept is 
broader than the actual concept of CRM, because it states that direct profit mustn’t be 
expected from social contribution activities (Sera 2007). 
 In CRM, the cause isn’t just a concept, but it is a tangible activity or organization. 
According to the 2002 Macmillan dictionary, ―cause‖ is defined as being ―An organization, 
plan or activity that you are willing to support because it provides help or benefits to 
people who need it‖.  
A concept similar to CRM is philanthropy. This is defined as the social 
contribution activity out of which direct profit cannot be expected, but only indirect profit 
is acceptable. Simply put, the part of social contribution activities which overlaps with 
marketing is called CRM, and the part of social contribution activities outside the 
marketing field is called philanthropy. 
Although CRM was defined in many ways since its appearance as a marketing 
notion, according to Sera (2004), these definitions can be classified into two types: broad 
sense definitions of CRM, and narrow sense definitions of CRM. 
 
 
2.1.1 The Broad Definition of CRM 
 
In the broad sense, CRM is when the company is linked to a cause in a variety of 
ways, not only when it donates a certain percent of the proceeds obtained from the sale of 
its products to a certain cause. 
  Sera (2009), proposes a link between Corporate Social Responsibility (CSR) and 
Cause-Related Marketing (CRM), in the sense that corporate social contribution can be 
explained within the framework of managerial (classical) marketing, because it is related 
to CRM.   
 More specifically, CSR is made up of three layers. The core of it is corporate 
compliance. Surrounding it is corporate ethics. The last layer, surrounding both is 
corporate social contribution. CRM is the method through which corporate social 
contribution is communicated to consumers. In the same way, CRM could be used to 
communicate the other two layers of CSR to consumers and bring benefits to companies.  
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Figure 1 
 The Relationship between Corporate Social Responsibility and CRM 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Sera, 2009, pp. 251. 
  
In their research, Tatsuno et al. (2007), analyze the consumer behavior process in 
the context of telecommunication business, by measuring the influence of CSR activities 
on the price accepted by consumers and on their choice to switch the carrier brand. They 
prove that CSR has an effect on the level of the price willing to be paid by consumers and 
on their choice to switch brands. 
According to Sera (2009), CRM is a company’s strategy to achieve its general 
marketing goals by cooperating with, and supporting a certain cause. CRM is the exterior 
layer which communicates a company’s social contribution to consumers. 
When discussing about company profits related to CRM, there are three main 
aspects: sales increase, brand building, and promotional effect. With the help of CRM, a 
company can communicate its contribution to social causes, and thus achieve an increase 
in its sales because of it. A classical example is the American Express campaign to restore 
the Statue of Liberty. 
 Also, as shown in the paper of Sera (2001), CRM can complete the strength of 
brand attributes. A good example is the carbon off-set products. Even more, a brand’s 
weaknesses can be covered through CRM activities. In other words, a brand’s strength can 
be made even stronger, and a brand’s weakness can be covered with the help of CRM.  
 CRM plays an important role for brand extensions, as well, as it acts like a safety 
net and the decreases the risk associated with the extension. A good example is when 
Uniqlo entered the sportswear market in 2001 and in order to make its entrance smoother, 
it became the official partner of the Olympic Games. Before entering the sportswear 
market it managed to add to the Uniqlo brand the sports attribute by communicating it 
through CRM. 
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 Communicating a firm’s social contribution through CRM can also have a 
promotional effect for the company. An example for this is BMW’s $1 donation to breast 
cancer for every mile drove in test drives in the USA. 
 In the marketing field the question of where to place CRM was often raised: 
should it be placed in the managerial marketing field, i.e. the field of classical marketing 
pursuit for profits, or should it be placed in the social or societal marketing field? 
 First of all, social marketing is different from managerial marketing, as it shows a 
company’s contribution to society and its support for non-profit organizations. A firm’s 
contribution to society is also known as societal marketing. According to Kotler, societal 
marketing is CRM, because their organizational role is to identify correctly the target 
market’s needs, wants, and interests, maintain and increase the happiness of the clients 
and the society, and provide this with efficiency and effectiveness.  
According to Sera (2007), social marketing has two meanings. The first meaning 
is when a company actively gets involved in the solving of a social problem, outside the 
notion of managerial marketing which is profit oriented. This is called societal marketing. 
Thus, CRM stands in opposition with this concept. The second meaning is when a 
company actively gets involved in the solving of a social problem by supporting a 
governmental or non-profit organization.  
 In his paper (Sera, 2009), the author finds the need to differentiate between the 
two notions. Because it produces profit for the firm as well, a company’s social 
contribution through CRM activities has the purpose to maximize that firm’s profits. This 
is why social contributions through CRM activities belong to the classical marketing field. 
Also, CRM can be used as an advertising mean for the company (Bearden et al., 2006, 
from Sera, 2009), and as a way to strengthen public relations (Fill, 2006 from Sera, 2009). 
Sera (2009) also states that preventive ethics consist in communicating a company’s 
philosophy in order to prevent negative publicity.  
 The activities which link a company’s marketing with a social cause are called 
CRM. In the same way, the activities which link a company’s ethics with marketing could 
be called ethics related marketing (ERM). CRM integrates a company’s social contribution 
activities with its marketing activities, and ERM integrates a company’s ethics with 
marketing activities. CRM is done through activities contributing to society, and ERM is 
done by providing the company’s products and services. 
 Although a company’s compliance communication is compulsory, and it can’t be 
done for profit reasons, sometimes it can bring profits to the company. An example is the 
Panasonic’s oil heater case which was the cause of some unfortunate incidents in 2005. 
The company took a prompt attitude to communicate its philosophy to customers and to 
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withdraw the faulty product from the market. Thus, it not only prevented the negative 
image, but it actually created an even more favorable image for the company. 
By sincerely communicating a company’s compliance, a firm can link both social 
contribution activities and company’s ethics with its profits. This is especially important as 
it has been proved in previous research that a favorable attitude toward a commercial is 
strongly related to the purchase intentions for that product. 
Pringle and Thompson (1999) also use CRM in a broad sense: ―CRM is a 
commercial activity by which business and charities or causes form a partnership with 
each other to market an image, product or service for mutual benefit‖. Adkins (2005) 
defines CRM as ―a strategic positioning and marketing tool which links a company or a 
brand to a relevant social cause or issue for mutual benefit‖. Papasolomou ( 2007) defines 
CRM as being ―any activity that has been developed to market an image, product or service 
for mutual benefit of a charity/cause and a business‖. Fisher (2008), states that ―CRM is a 
marketing activity that involves a company forming a relationship with a particular cause 
or causes for mutual benefit‖.  
Kamei and Rudy (2009), also give a broad definition of CRM. According to them, 
CRM is a company’s marketing strategy which appeals to customers by offering 
cooperation and support to a specific social cause or a NPO dedicated to a certain cause, 
and thus linking the company’s brand to that cause. 
 
2.1.2 The Narrow Definition of CRM 
 
In the narrow sense, CRM is only when companies donate a certain percent of the 
proceeds obtained from the sale of their products to a certain cause.  
For Sera (2004b), the narrow definition of CRM poses two problems. First, it 
limits the field in which CRM can be applied to a mean of short term sales promotion. In 
fact, CRM should be used as more than just a promotion strategy, in all four marketing 
mix fields. Second, it subordinates the cause to the company, when instead it should be a 
partnership, with both parts equally involved. 
Despite the criticism, the present paper uses the narrow definition of CRM, 
because of the reasons stated below. The best known narrow definition of CRM is that 
given by Varadarajan and Menon in 1988. This definition states that ―CRM is the process 
of formulating and implementing marketing activities that are characterized by an offer 
from the firm to contribute a specified amount to a designated cause when customers 
engage in revenue providing exchanges that satisfy organizational and individual 
objectives.‖ 
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For Varadarajan and Menon (1998), CRM is a mix of perspectives from NPO 
marketing, the promotion mix, corporate philanthropy, CSR, fund-raising management, 
and public relations. It is also a new form of corporate philanthropy based on the rationale 
of profit-motivated giving. 
According to them contributions to charity come from the marketing budget that 
would have been normally used for advertising and sales promotion, not from the regular 
philanthropic foundation budget. Also, the firm’s contribution to a designated cause is 
linked to customers engaging in revenue-producing transactions with the firm, i.e. 
exchange of goods and services for the money. 
This is why CRM is a marketing activity which helps a company to ―do well by 
doing good‖. It is different from sales promotion, corporate philanthropy, corporate 
sponsorship, although many time it is a mix of these activities. CRM is basically ―a 
marketing program with a philanthropic linkage‖. 
Another narrow definition of CRM is given by Miwa and Marutani (2004). 
According to them, CRM is the set of activities done by a company to improve a certain 
social cause, based on that company’s principles. Thus, their definition of CRM is as 
follows: ―CRM is the marketing strategy through which a company enters an alliance with 
a non-profit organization and through it, it promotes the sale of its products and services 
and raises money for the non-profit organization depending on how much proceeds it has 
gained from the alliance. Through the alliance of a company with a NPO, the company 
involves itself in public benefit activities and uses the image thus created not only for its 
own profit, but also as a way to continuously raise funds for the NPO.‖Although CRM is 
easily mistaken with corporate philanthropy it is basically a marketing strategy and so, it 
should not be subject to receive any tax deductions. 
Figure 2:  
The Notion of Cause Related Marketing 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Miwa and Marutani, 2004, pp. 178. 
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Varadarajan and Menon (1998) suggest the following uses for CRM: to gain 
national visibility, to improve corporate image, to prevent negative publicity, to pacify 
customer groups, to generate incremental sales, to promote repeat purchases, multiple 
unit purchases and more varied usage, to increase brand awareness and brand recognition, 
to improve brand image and to reinforce it, to broaden the customer base, to reach new 
market segments and geographic markets, and to increase the level of merchandising 
activity at the retail level of the brand. 
They also give the following managerial dimensions of CRM. First there are 
firm-related objectives, like enhancing corporate and brand image, and increasing sales 
and profits. Second are cause-related objectives, like generating funds for the cause by 
stimulating revenue-producing exchange transactions between the firm and its customers, 
and promoting direct contributions by the general public to the cause. Third is the 
proximity between the cause and the firm. It could be a distant relationship, or a close one. 
Forth is the time frame of program: long term and medium term, which are desirable, and 
short term, which is mostly used. Fifth is the number of participants: single brand and 
single cause, or single brand and multiple causes, or multiple brands (intra-company) and 
multiple causes, or multiple brands (inter-company) and single cause, or multiple brands 
(inter-company) and multiple causes. Sixth is the level of association between the firm and 
the cause. It could be at the organizational level, where corporate name and flagship brand 
name are given importance. It could also be product line or divisional level, or brand level. 
According to Varadarajan and Menon (1998), the characteristics of the cause 
supported are that it should be consistent with the image of the product promoted, i.e. 
brand image and positioning, as well as with the characteristics of the product promoted 
and with the demographics of the target market served by the firm. This is why causes 
with high visibility attract the support of many companies because they have greater 
potential for media visibility and positive publicity. In order for the companies to 
differentiate themselves from other firms, they could tie in with less visible causes, have 
alliances on an exclusive basis, or initiate worthy causes on their own. The firms with 
multiple product lines should strive for better fit between the characteristics of their 
offerings and supported causes. The fund-raising patterns can be seasonal or continuous.  
The geographical scope of the program and geographic appeal of the cause could 
be national, regional, local, or global. CRM can be used as a strategic tool, i.e. to market an 
entire line of products built around the concept of CRM. In this case the top management 
is involved in key decisions about the program, and the company takes a long term 
commitment to the program and makes substantial investment of resources. CRM can 
also be a semi-strategic tool, i.e. used as part of a broader promotion strategy for a 
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particular brand, have a coordinated and integrated use of the advertising, personal selling, 
sales promotion, and publicity components of the promotion mix. Finally CRM can be 
used as a tactical tool, i.e. used as a mean for enhancing the effectiveness of a firm’s sales 
promotion efforts by differentiating them from those of its competitors. In this case, the 
top management involvement is limited, there is a lack of strategic perspective, and a risk 
of becoming just a leveraging mechanism. 
The evaluation of CRM programs can be done during the implementation phase, 
by checking the congruence between the beneficiary and the sponsor, as well as the 
proposed program. It can also be done in the post-implementation phase, by checking if 
the contributed funds were used efficiently by the beneficiary, and the effectiveness of 
program, i.e. the marketing effectiveness in realizing the specific communication and sales 
outcomes, and the social benefits effectiveness. 
Furthermore, Varadarajan and Menon (1998) also present the following trends in 
CRM programs: professionalizing the contributions function and adopting a bottom-line 
approach to philanthropy, i.e. checking how much it contributes to a company’s 
competitive edge, and viewing it as an investment. 
When evaluating a CRM program, it should be considered from whose 
perspective the effectiveness is being assessed, on what domain of activity the assessment 
is focused, what level of analysis is being used, what is the purpose of assessing 
effectiveness, what time frame is being employed, what type of data is being used for 
assessment, and what is the referent against which effectiveness is judged. 
The evaluative criteria are: the effects of the program on profitability, the unit 
and yen sales volume, the market share, the average purchase quantity and purchase 
frequency, brand switching, trial and repeat purchase behavior, retail distribution 
intensity, retail merchandising activity, the extent of media coverage of events tied, the pre 
and post program awareness studies, and the effect on corporate image, recognition, etc. 
The criticism brought to CRM programs is that corporations often spend more 
money on advertising their contributions and their association with causes than on the 
actual contributions, and that these CRM programs are just an excuse for corporations to 
get the government to subsidize their marketing programs, and the fact that contributions 
and the promotional expenditures are tax deductible. 
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2.2 The Start and Development of Cause-Related Marketing 
 
 
The notion of CRM was used for the first time by American Express in a campaign 
for promoting arts in San Francisco. During this campaign, 2 cents were donated to the 
cause with every use of the credit card. Their next campaign for the restoration of the 
Statue of Liberty in the beginning of 1980s brought the concept of CRM in the whole USA. 
 In this campaign, with every purchase made with the American Express card, 
1cent was donated to the restoration of the Statue of Liberty. It succeeded in increasing the 
number of new card holders with 45%, and the amount of money used with this card with 
28%.  Because of the success of this campaign, American Express started a new 
campaign called ―Charge against Hunger‖, from 1993 to 1996, during the Christmas 
season, by donating food to poor people with every use of the card. 
 Thus, American Express succeeded in uniting social contributions with business. 
This program managed to support the business by answering problems in the cultural field, 
economic independence and community service. The company also managed to improve 
its image in the eyes of the consumers, and to increase the morale of its employees. 
 The paper written by Miwa and Marutani (2004) presents the developments of 
CRM in time. It states that although social marketing was a generally used notion since 
1960s, CRM spread as a marketing strategy only in the beginning of 1980s. For consumers 
as well, buying the products of companies engaged in CRM became an easy way to make a 
social contribution. 
The business purpose in classical CRM is to increase the profit by increasing the 
purchase. According to this, CRM is a market strategy to increase profits by providing 
funds to the non-profit organization with which the company cooperates. This makes the 
NPO dependent on the company, and it can be easily interpreted as it is used by that 
company. 
But in recent years, the notion of CRM is developing to broader applications. The 
best example of this is the partnership of Timberland and City Year. Timberland is a global 
shoes maker, and City Year is an American youth volunteer organization. Timberland 
donated 85% of the money necessary for the creation of the Youth Leadership 
Development Program through which it offered $10 million funds and a few thousands of 
the company’s products for young people between 17 and 24 years old, coming from 
different backgrounds. After this, Timberland become even more involved in this action, 
and offered 40 hours of paid leave, or 3 months of leave for employees who offered as 
volunteers. It also offered them shoes, the trade-mark red jackets and khaki pants. 
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Because in this partnership, leaders from both parts were equally involved in the youth 
education program, this marks one step in the evolution of CRM. 
Furthermore, CRM didn’t mean just the company helping the NPO, but it also 
meant for both parties to understand each other’s role and unifying their cultures. This is 
why according to Miwa and Marutani (2004) Cause Branding means linking the brand 
with the social activity by involving it in a long term relationship for the improvement of 
that social problem. According to the CEO of Cone Company, Carol Cone, CRM evolved 
from a short-term strategy, to the full involvement of the organization, by using the brand 
and enforcing its image, and having an impact on the local companies. 
Since 1990s, the purchase reasons of consumers have changed, as well as their 
awareness toward CRM. Starting with the year 2000, the interest in firms’ public welfare 
rose and CRM campaigns weren’t just a one-time program, but long-term programs which 
intentionally involved their brands. By choosing social causes which interest consumers 
most, the companies succeeded in creating a strong cause-branding and increasing the 
value of their brands. According to Cone et al. (2002), the attitudes and behaviors of 
Americans, as well as their interest in specific social causes shifted as follows: 
Figure 3 
The Social Problems in Order of Importance for the Americans 
Date of 
Research 
July 2002 October 2001 March 2001 
1st place Education National Disasters Crime 
2nd place Medical Research Medical Research Medical Research 
3rd place Poverty Education Hunger/Poverty 
4th place Environment Military Support Drugs/Alcohol 
5th place University Scholarships Homeless Environment 
Source: Miwa and Marutani, 2004, pp. 183. 
Figure 4 
The Attitude and Behavior of Americans toward Companies involved in CRM 
Date of Research July 
2002 
October 
2001 
March 
2001 
Companies involved in their communities 84% 80% 58% 
That company as a working place 77% 78% 48% 
Recommending that company’s products to a third party 75% 72% … 
Participation in investments and mutual funds 66% 63% 40% 
Source: Miwa and Marutani, 2004, pp. 182. 
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Miwa and Marutani (2004) also state that CRM evolved with the following steps: 
first, respecting the law and being compliant, then, involving the company in social 
contribution activities, and lastly, the company and the stake holders trying to have the 
same values and employing policies that benefit both. In 2009, Miwa wrote an in-depth 
study about the present situation of CRM in the USA. According to it, American CRM 
evolved from ―it is good to do it‖ to ―it must be done‖. In other words, the first stage was 
just the compliance CSR.  
The second stage was the short term CRM, when social contributions made by 
firms spread to a global level, and the focus was put on consumers. The best example is 
that of American Express’ restoration of the Statue of Liberty. The third stage was called 
compliance branding. Here, the companies and the non-profit organization create a 
partnership in order to bring a common value for both the business and for the society and 
have a long term perspective. Examples of campaigns characteristic of this stage are 
Avon’s campaign against breast cancer, and Unilever Dove’s Campaign for Real Beauty , 
which was meant to bring self-esteem to women of various ages, styles and sizes. 
The fourth stage of CRM is called SABI (Socially Aligned Business Initiatives). In 
this stage a variety of companies from different industries and sectors show interest in and 
cooperate in the solving of global problems, placing a diverse focus. The most 
representative is IBM’s problem integration in the company’s core business by providing 
not only support through its products, but also through its employees and technology. 
Often, CRM campaigns uniting more companies under the same cause make use 
of colors. But the same color is many times used as the symbol of several different causes. 
Thus, there is the Pink Ribbon Campaign for breast cancer prevention; there is the Yellow 
Band campaign which donates money for cancer research, the White Ribbon Campaigns, 
signifying support for pregnant women in developing countries, or the prevention of 
domestic violence, war opposition, etc. There are also the Red Ribbon Campaigns which 
gather funds globally to prevent AIDS, tuberculosis, and malaria, or for the prevention of 
heart diseases. 
After American Express’ Statue of Liberty Restoration Project, in 1984 Mc 
Donald’s started the Roland McDonald House Charities. This introduced a new type of 
fund raising by setting up a foundation to which 1 cent (in Japan 1yen) would be donated 
for each Happy Meal bought. Next came in 1988 the Give the Gift of Sight, by Luxottica 
Group, a world maker of glasses in cooperation with LensCrafters, a big glass retailer. In 
1988, as well, Reebok Human Rights Awards were created in order to support young 
activists and the Amnesty International Tours. 
In 1990 the Susan G Komen For the Cure program started. It was the first 
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program branded by a company and it became the basis for the present Pink Ribbon 
campaign after it expanded at national level. At present, there are over 25 companies 
involved in this project. Starting with 1993, cause-brand spread largely due to Avon’s 
breast cancer prevention campaign. 
In 1994, MAC Cosmetics through Viva Glam started a fund to help HIV infected 
men, women and children all over the world. In 2001 it extended its field of activity after 
allying with the Elton John AIDS Fund. In 1996 The Box Tops for Education started as a 
simple way to contribute to society by General Mills. Through it parents and children 
could get involved in supporting schools all over the world. Afterwards, it also made 
possible to gather funds on-line. In 1997 Target started the program Take Charge of 
Education. It is an integrated marketing strategy which continues even now. Through the 
use of publicity, a product purchase point system, and a Target credit card, it donated 1% 
of each person’s purchases to their desired school. 
In 2003 the Go Red for Women marked the example of a NPO cause-branding 
marketing. The American Heart Association was at the center of it and it tried to draw the 
attention to the fact that the first cause of deaths among women was heart diseases. 
In 2004 Unilever Dove started the Campaign for Real Beauty, targeted to a niche 
market. It was meant to bring self esteem to women of all ages, styles and sizes, by 
showing their true beauty. It also created a self-esteem fund named ―uniquely Me!‖  
which had as a purpose to educate young girls about self esteem. They year 2005 marked 
the Global Corporate Citizenship Campaign through IBM’s social problem integration in 
its core business model. 
In 2006, Product Red program united various companies under a single cause: 
the global prevention of AIDS, tuberculosis and malaria. Celebrities like BONO from the 
rock band U2 got also involved. In 2008, P&G Pampers and UNICEF formed a 
partnership to improve people’s lives around the world. For each pack of Pampers bought, 
a vaccine was donated to people in need. They also started a program to ensure safe 
drinking water for children around the world.   
According to Varadarajan and Menon (1998), the goals of most firms when 
using CRM can be categorized into four types. Type 1 is about profit maximization, where 
social goals are only incidental. Type 2 is about profit growth, and social goals also 
important. Type 3 is about social goals, and for those companies it is enough to at least 
break even the money. Type 4 is about social goals and money losses are acceptable. Most 
large American, Western European, and Japanese companies seem to be near the 2nd 
category. 
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2.3 Cause-Related Marketing in Japan 
 
 
For a company to fulfill its social responsibilities it is necessary that the 
ownership and the management are separate. In a paper written by Sera (2004a) in Japan, 
in 1996, 29.31% of the companies were managed by their owners, and 90.1% of the big 
companies were not yet listed on the stock exchange. Even more, 99.7% of the companies 
in Japan in 1999 were small businesses. Because of this, in Japan there wasn’t much 
progress to reduce the paradigm created by the pursue to maximize profits and the wish to 
contribute to society. 
Because CRM is one way in which both targets can be achieved. Because of this, in 
2003 the interest for CRM rose rapidly in Japan (Sera, 2004a). Many companies started 
to introduce it and the topic was more often presented in different articles. This is why 
probably 2003 can be called ―the starting year of CRM in Japan‖. 
The real start was marked by Danone Volvic’s ―1 Liter for 10 Liters‖ campaign, in 
2007. It meant that a bottle of 1 liter bought in Japan would make to a contribution of 10 
liters of water in Mali, Africa. In the first year of the campaign, sales increased with 31% 
and in the second year they increased with 11%. Up to now, the program provided more 
than 451 million liters of clean water. In August 2010, the program ended. 
Sanyo Electronics, as well, cooperated with Volvic from June to September 2008 
by providing 5000 l of clean water in Africa with each washing machine purchased. This 
resulted in the surpassing of their expected sales of 200,000 washing machines and 
donation of ¥6 million. 
Following, Asahi Breweries donated money for the cleaning of an important river 
in Shikoku, Kochi Prefecture in Japan. It also involved the consumers, with the message 
―Your bottle creates tomorrow’s rich rivers and forests of Kochi‖. In 2009, spring and 
autumn, it started a new CRM project with its Asahi Super Dry brand. For each bottle 
purchased it donated 1 yen to all prefectures in Japan for the preservation of the culture 
and the environment. This is the first example of a Japanese company expanding a CRM 
program in the entire country. In the first year, it raised ¥600 million. In 2010 as well it 
conducted the campaign in spring and raised ¥400 million.  
According to the declarations of the person in charge with this project in Asahi 
Beer, the CRM program started as a desire to give back to the community. Until recent 
years, Japanese consumers had negative attitudes to this kind of social contributions, but 
their attitude toward CRM started to change. Because of the use of a local cause, 
consumers accepted the program more easily. Their expectation from this program was to 
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reinforce the Asahi Super Dry brand, and the loyalty of their core users, and to appeal 
more to young people and to women. The results were that the employees’ motivation 
increased and the image of Asahi Super Dry quality also increased. 
Still, the project has left some question marks. For example, it is not clear 
whether CRM was more effective in increasing the sales as compared to using price 
discounts. The project was designed for a period of three years, but now the company is 
thinking whether to continue it more than that, and if it will continue, whether to change 
or not the focus of their support. The program wasn’t as successful as expect in involving 
women and young people so this still remains a problem to be solved. 
In 2008, Oji Nepia started the ―1000 Toilets‖ project. For four months, between 
July to October, it donated a part of its toilet paper sales to UNICEF, in order to provide 
clean toilets in East Timor schools and houses. As a result, new toilets were installed in 
1200 houses and 15 schools. The company continued the project again in 2009, between 
September to December and installed other 600 toilets in six regions of the country. 
During campaign time the small and big retailers also got actively involved in the project 
by posting flyers and other in-store advertising. In 2010, the program was again 
conducted from September to December. 
Morinaga started the project ―1 Choco for 1 Smile‖ in 2008. Every year, during 
two periods of time it would donate 1 yen for each chocolate sold, to the international NGO 
Plan Japan for improving education in cocoa producing countries. In 2008 it raised ¥14.77 
million and in 2009 April ¥2 million. So far, it has provided money to Philippines, 
Cameroon, Ghana, and Ecuador and up to April 2010, it has raised more than ¥40 million. 
Although the projects in each country started in different years, they didn’t finish once a 
new project started, but they still continue as long as it is necessary. From December 2010 
it has also started collaboration with the singer Utada Hikaru: each time her song is 
downloaded from the Morinaga web-site, 1 yen is donated for children’s education in 
cocoa producing countries. 
Hunting World Japan, in 2008 donated 1% of its products sales to the 
preservation of Borneo. The project still continues in 2010, and proceedings obtained 
from the sale of charity goods are donated to the Borneo Preservation Fund. 
Earth Chemical used the 25 year anniversary of its product, Earth No Mat, by 
donating 5 yen for each purchased product from April to August 2008 to Japan Red Cross, 
for the prevention of malaria. It succeeded to raise its sales with 4.7%, when the rest of the 
competitor in this industry saw their sales fall by 1%. In 2009 the company continued this 
program from April to August and donated ¥10 million to the ―Stop Mosquito Project‖. 
Between April to June 2008, Lion donated a part of the proceeds from its 
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detergent TOP to the cleaning of rivers and the support of 23 environmental protection 
organizations. In 2009 it started the same campaign from June to August, and in 2010 the 
program was held from July to November, for the cleaning of different rivers across the 
country. 
Morinaga Milk donated a part of the proceeds (¥10 million) obtained from the 
sales of its ice-cream MOW during June - December 2009, to the WWF. 
Bridgestone also started two CRM programs in February 2010. The first one 
would donate sandals made of used tires to children in developing countries. Their first 
donation country was Indonesia, in Sumatra. The second program entitled ―ECOPIA 
Forest‖ has the purpose to solve the problems of Japanese forests. A part of the 
proceedings obtained from the sales of ECOPIA tires are donated to activities directed to 
forest maintenance. This project has its origins in 2005, when the company sustained a 
program called ―B Forest Nasu Shiohara‖, after the name of the region it contributed to. 
This year, the company donated money to Yamaguchi prefecture forests, to Kurume City 
in Kyushu, and to Yamanashi prefecture, for the water quality maintenance of Yokohama 
city. 
One case study of a company employing CRM in Japan at a local level is that of 
the Lucky Pierrot, a hamburger chain restaurant in Hokkaido. According to Sera (2007), 
in the beginning, the restaurant would give back a certain amount of cash to customers 
who would bring their own chop-sticks and plates, but after sometime it stopped this 
policy, and in turn, it started to directly donate that cash to the planting of beech trees.  
This way, it evolved into a CRM activity by linking marketing with a social contribution 
activity. In case of Lucky Pierrot, the supported cause was local, and was congruent with 
its brand attributes, this is why according to Sera (2007) it was positively perceived and 
was effective. 
Behind the success of CRM in Japan are the changes in consumers’ attitudes. In a 
poll conducted by the Cabinet Office of Japan in 2009, almost 70% of the respondents 
thought of helping the society in some way. This signified an increase of 8% compared to 
2006. 
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II. Literature Review 
 
 
CRM not only improves organizational image, but it also makes consumers have 
better attitudes toward the companies involved in CRM programs. This happens because 
consumers feel that CRM is a good way to support a worthy cause (Ross et al., 1992). Also, 
a CRM component in an advertisement creates more favorable attitudes toward the 
company compared to an advertisement without a CRM component (Nan and Heo, 2007). 
 There have been many studies researching the key factors for the success of CRM 
advertisements. The main directions of research are donation type and the way it is 
communicated to consumers, the characteristics of the fit between the brand and the 
cause, the role played by the cause and brand familiarity, the role of consumer 
involvement with the cause, the effect of psychographics, demographics, and the construal 
level of the advertisement, on consumers’ attitudes toward the cause-brand alliance, the 
attitudes toward the brand and purchase intentions. 
 
 
1. Research on Consumer Demographics 
 
 
Webb and Mohr (1998) make a qualitative in-depth study based on the answers 
from 44 in-depth interviews. They find six variables of CRM: knowledge of CRM, attitude 
toward firms, attitude toward NPOs, firm’s motives, NPO motives, and influence of CRM. 
Also, they categorize consumers into 6 groups based on their attitudes toward the CRM 
programs. 
Generally interviewees knew about CRM. Skepticism was an important aspect of 
the attitude toward firms, specifically regarding the amount of money donated to the NPO, 
the firm’s motives, and the fact that the money are donated only to noncontroversial 
causes. The attitude toward NPOs was generally more positive than that toward firms 
engaging in CRM campaigns, but here also concerns about how the money would be used 
and the fact that money received from companies might compromise the objectivity of the 
NPO’s work were expressed.  
Half of the consumers regarded the CRM as an attempt to create a win-win 
situation for both the firm and the NPO, but the other half believed that the firm engaged 
in CRM only to achieve gains for itself. Many believed that what the NPO are seeking from 
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a CRM campaign is to gain more money, publicity and help in meeting its goals. The NPOs’ 
motives were believed to be mostly self-interested and although the motives might be fine, 
the means to achieve them are questionable. Other reasons were believed to be the fact 
that their needs were greater than in previous years and the amount of charity received 
declined. Overall, the NPOs motives were viewed in a positive manner and regarded as 
altruistic. Only one quarters of the responders said that their purchase intentions was 
influenced by CRM campaigns, and the others said it has no influence.  
Then, the study looks at consumers’ attitudes toward CRM programs and 
categorizes them into four typologies: skeptics, balancers, attribution-oriented, and 
socially concerned.  
The skeptics questioned the fairness of the program, more specifically the fact 
that the company would actually donate as promised, or the fact that the amount donated 
was very small, or that the amount donated was too small as compared to the firm’s gains. 
Also, they were afraid of being taken advantage of, and this fear was mostly based on 
advertisement skepticism. As a response, they try to ignore the CRM program. 
The balancers were positive toward firms supporting social causes through CRM 
programs, but they would use traditional criteria like price, quality and convenience to 
actual purchase products. They perceived the amount donated by the firm as fair, but they 
were not highly involved in the CRM issue. This is why they would use simple heuristics to 
respond to CRM, like for example a positive firm image would translate into purchase 
behavior change. This group was mostly made up of women and were more politically and 
socially conservative. 
Attribution-oriented consumers considered the motives of the firm’s involvement 
as very important, as compared to other groups. They were more involved and made a 
bigger cognitive effort to differentiate companies based on their motives. They would also 
question the fairness of the campaign but were more willing to accept that the company 
had some selfish motives to get involved in CRM. For many of the consumers belonging to 
this group, the firm’s contribution to the society over the years was an important element 
in order to come to their attributions. However positive attributions didn’t influence 
purchase behavior in the short run, but in the long run it might have an influence. This 
group was mostly comprised of men, more socially liberal, perceived mixed motives of the 
company’s involvement and considered themselves to have a qualified view on the topic. 
Socially concerned consumers had positive attitudes toward CRM programs 
because they had strong desire to help cause about which they care. They also took a lot of 
time to make informed CRM decisions and expressed agreement to CRM activities. Even 
though they thought that companies make CRM campaigns for selfish reasons, they 
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supported CRM programs actively. This group had the most knowledge about CRM based 
their purchase decisions on CRM programs. They were also the most highly educated 
group. Because they had strong formed opinions they would actually boycott companies 
which support causes that conflict with their personal values. 
In conclusion, most consumers were aware of CRM programs, but half of them 
are skeptical to company’s reasons. A third of the respondents considered that CRM 
programs have some impact on their purchase decisions. As a general trend, the NPO was 
viewed more favorably that the firm. People skeptical of CRM programs formed only a 
small group, and most of the people focused on the hoped for positive results. Less 
involved consumers appreciated firms involved in CRM programs in a simple way, but 
highly involved consumers differentiated between companies based on their attributed 
motives and previous social contributions. 
Even though responsive consumers think companies have also selfish reasons to 
engage in CRM programs, for them it is important to be able to believe that the campaigns 
were honest and non-exploitive. Companies who demonstrate a long-term commitment to 
social causes were more likely to gain consumers’ support. CRM is an easy way to 
communicate to consumers the firm’s philanthropic actions, but it should take into 
account the channels of communication. Advertising is one of the least recommended, 
because it is subject to consumers’ skepticism. Lastly, in order to avoid damaging the 
company’s and NPO’s image, thus losing consumers’ trust, all the efforts should focus on 
making sure that CRM programs are helping the cause and not exploiting it. 
 
 
Ross et al. (1992) examined the role of gender and proximity in CRM and 
concludes that proximity has no significant effect on CRM, but women have more 
favorable attitudes toward firms that employ CRM. The hypotheses are summarized in the 
following table: 
 
 Hypotheses Results  
H1a Respondents will have a significantly more positive attitude toward 
the firm that sponsors a local cause compared to the firm that 
sponsors a national cause 
Not 
Supported 
H1b Respondents will have a significantly more positive attitude toward a 
local cause compared to a national cause 
Not 
Supported 
H2a Women will have a significantly more positive attitude toward the firm 
that uses CRM than will man 
Supported 
22 
H2b Women will have a significantly more positive attitude toward the 
cause that uses CRM than will man 
Supported 
  
The results show that purchase intentions and attitude toward the alliance has 
increased, but although local framed ads resulted in more positive responses, the 
difference was not significant. Also, purchase intentions increased significantly for people 
who have children, compared with those how don’t. These findings are partially consistent 
with research on pro-social behavior, according to which proximity positively influences 
helping behavior. As for gender differences, men had less favorable attitudes toward CRM, 
than women, they were more concerned that the firm might be exploiting the cause, and 
they were less willing to support the cause in a traditional manner, as compared to 
women. 
 
 
2. Research on Consumer Psychographics 
 
 
According to Murry, Lastovicka, and Austin (1997), psychographic factors are 
long-lasting and stable dispositions which guide behaviors and motivate consumers to 
form attitudes. They are considered to be traces of past experiences and impact the beliefs 
and attitudes of individuals (Ajzen and Fishbein, 1980). 
An important study about consumer psychographics and demographics is that of 
Youn and Kim (2008). This study shows the importance of psychographics in CRM. Public 
self-consciousness and personal and social responsibility are especially important for 
social causes which relate to minorities. In addition, interpersonal trust, religious beliefs, 
social networks, external locus of control and advertising skepticism positively influence 
the support of charitable causes. Cause related marketing activities are also influenced by 
previous pro-social behavior, such as charitable contributions and civic engagement. 
 While demographics provide useful information regarding consumers’ attitudes 
toward cause-related marketing, they don’t fully explain why consumers prefer some 
cause-brand partnerships. This why this study takes a motivational approach by using 
psychographic factors in order to explain why consumers choose brands that support 
social causes. The independent variables researched in this paper are comprised of nine 
psychographic factors, two behavioral factors, and four demographic factors.  
The first psychographic factor is the locus of control, defined as the belief of 
whether or not one’s own actions can lead to predictable outcomes. People who have 
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internal locus of control believe that they can control their own lives and environments 
through their actions. For people with external locus of control the opposite is true. The 
other psychographic factors are self-confidence, public self-consciousness, advertising 
skepticism, interpersonal trust, personal and social responsibility, religiosity, and social 
networks. 
The two behavioral factors are previous charitable contributions and civic 
engagement. The demographic factors are gender, age, education level, and income. The 
following table summarizes the hypotheses tested for charitable causes: 
 
 Hypotheses Results 
H1 People with internal locus of control are more likely to show positive 
attitudes toward cause-related marketing than people with external 
locus of control 
Supported 
H2 Consumers with high self-confidence will be more likely to support 
corporate cause-related marketing activities 
Not 
Supported 
H3 Consumers high in public self-consciousness will be more likely to 
make efforts to buy products tied to causes 
Supported 
H4 Consumers with high interpersonal trust will be more likely to support 
corporate cause-related marketing activities 
Supported 
H5 Consumers with a high level of advertising skepticism will show less 
support for corporate cause-related marketing activities 
Supported 
H6 Consumers with a sense of personal and social responsibility will show 
more support for corporate cause-marketing activities 
Supported 
H7 Religious consumers will show more support for cause-related 
marketing practices 
Supported 
H8 Consumers with stronger social networks will tend to buy products or 
services associated with charitable causes 
Supported 
H9 Consumers who have been engaging in pro-social behaviors (e.g. 
charitable contributions, and civic engagement) would be more likely 
to support corporate cause-related marketing programs 
Supported 
H10 Women will show more support for cause-related marketing than men Not 
Supported 
H11 Younger consumers are more likely to support cause-related marketing Not 
Supported 
H12 More educated consumers will be more likely to support cause-related 
marketing 
Not 
Supported 
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H13 Higher-income groups will show more support for cause related 
marketing than lower income groups 
Not 
Supported 
  
Secondary data from a previous survey on 3021 subjects was used to test the 
above hypotheses. The dependent variables were consumers’ perceived effort to buy from 
companies which support minority related causes and charitable causes. The above 
hypotheses were also tested for minority related causes, but only hypotheses H3, H6, H9 
partially, and H13 were supported. In other words, in case of demographic factors, only 
the income was a good predictor, with lower income people showing greater support for 
minority related causes. For psychographic factors, public self-consciousness, social, and 
personal responsibility positively influence the attitude toward CRM. For pro-social 
behaviors, only charitable contributions had an effect on CRM attitudes.  
 In case of charitable causes, the results show that for demographic factors, age 
was a good predictor, younger people showing bigger support for CRM. For psychographic 
factors, people with external locus of control have more positive attitudes toward CRM. 
Also, people who are skeptic about advertisements showed a greater support for CRM. 
Previous pro-social behaviors were also good predictors. 
 In conclusion, public self-consciousness and the sense of responsibility are the 
best predictors of consumer attitudes toward CRM. This is why consumer public 
self-consciousness and a sense of responsibility in one’s life are very influential in 
consumers’ evaluations of CRM campaigns. Contrary to expectations, external and not 
internal locus of control leads to more positive attitudes toward CRM. The reason might 
be that the purchase of products related to a social cause requires only minimal effort to 
help others. Also, corporate support of social causes appeals more to advertising skeptics 
and to younger consumers. In general, demographic factors were not good predictors, but 
psychographics and consumers’ lifestyles were. 
Based on these findings, the following implications have been drawn: products 
that promote responsible life-styles are better suited for CRM campaigns. CRM is a good 
way to maintain relations with those high in interpersonal trust. Communities, 
word-of-mouth and other such informal places are good ways to communicate the CRM 
messages. This study’s limitations are the fact that it uses secondary data, and only 
explores purchase intentions, but not actual behaviors. Although this study only shows the 
importance of psychographics in explaining consumers’ attitudes toward CRM programs, 
the impact of psychographics on purchase behaviors would be also interesting to be 
researched.   
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 Bigné-Alcañiz et al. (2009) wrote a quantitative study which analyzes the 
moderating effect of consumer altruistic values on two aspects of brand credibility in CRM. 
These aspects are cause-brand fit and consumers’ attribution of altruistic brand 
motivations. The results show that in CRM messages altruistic consumers use the 
altruistic attributions to form their image about brand credibility, and non-altruistic 
consumers use the cause-brand fit. The following table summarizes the hypotheses tested: 
 
 Hypotheses Results 
H1 In a CRM campaign, cause-brand fit has a direct positive impact on 
consumer attribution of brand altruistic motivations 
Supported 
H2 In a CRM campaign, cause-brand fit has a direct positive impact on 
brand credibility 
Supported 
H3 In a CRM campaign, consumer attribution of altruistic brand 
motivations has a direct positive impact on brand credibility 
Supported 
H4a In a CRM campaign the impact of the attribution of altruistic 
motivations on brand credibility will be stronger in altruists than in 
non-altruists 
Supported 
H4b In a CRM campaign the influence of cause-brand fit on brand 
credibility will be weaker in altruists than in non-altruists 
Supported 
 
Figure 5 
Antecedents of Brand Credibility in CRM, and the Moderating Effect of 
Altruistic Values 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Bigné-Alcañiz et al. (2009), pp. 440. 
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The altruistic values measured in the survey were benevolence and universalism. 
Benevolence means the preservation and enhancement of welfare of people with whom 
one is in frequent personal contact. Universalism means the appreciation, tolerance, and 
protection for the welfare of all the people and for the nature. These measurement values 
were taken from Schwartz’s Value Survey Scale (2003) which reflects 10 types of consumer 
values: hedonism, achievement, power, security, conformity, tradition, benevolence, 
universalism, self-direction and stimulation. They are structured on a dual axis: openness 
to change – conservation, self-enhancement – self-transcendence. 
The results were as follows. Cause-brand fit has a positive influence on altruistic 
attribution, and so better cause-brand fit would produce low cognitive production which 
would favor the generation of altruistic attributions to the brand. Cause-brand fit has a big 
positive impact on brand credibility, because it works like and indicator of trustworthiness 
and expertise, by inhibiting the appearance of egoistic judgments in consumers’ minds 
and so, improving the perception of brand sincerity. 
Altruistic attributions are the most important for brand credibility in CRM, 
because consumers perceive that the brand is trying to appear socially responsible. When 
their attributions are congruent with the brand’s image, they would more easily accept the 
underlying reasons of the brand, and the likelihood of consumers feeling deceived or 
manipulated is reduced. Altruists use more the altruistic attributions than non-altruists. 
Non-altruists form their judgments on the compatibility between social cause and the 
brand, and not on brand honesty and expertise. 
The following can be said as a conclusion. Cause-brand fit facilitates 
low-cognitive elaborations in consumers because they do not need to think in depth about 
the reasons why the brand supports a certain cause, so this encourages the appearance of 
altruistic attributions and improvement of brand-credibility. In the same time, altruistic 
attribution becomes the main element for brand credibility. Consumers’ value structure 
moderates brand credibility in CRM, because altruists mainly use altruistic attribution to 
form their judgments, while non-altruists use cause-brand fit. Cause-brand fit is 
comprised of functional fit and image fit, both being important in forming consumers’ 
brand credibility.  
Although it needs future research, it can be implied that altruistic values do not 
only moderate the formation of brand credibility, but also consumers’ attitudes and 
behaviors in CRM. Another possible future study would be the effect of conservation and 
openness to change on the elements of brand credibility. From previous research, it can be 
expected that more conservative people will tend to be more suspicious of CRM campaigns 
and perceive the brand in a more negative manner. 
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3. Research on Consumer Skepticism 
 
 
Singh et al. (2009) look at the influence skepticism has on CRM. Their study 
investigated weather consumers’ skepticism toward CRM campaigns can be reduced by 
increasing familiarity with the CRM program through repetition of the claims, and also 
whether skepticism toward advertising, in general, moderates the relationship between 
familiarity and CRM skepticism. The findings were that skepticism toward CRM can be 
overcome by repeating claims. This also reduces the negative effects of advertising 
skepticism. The following table summarizes the created hypotheses:  
 
 Hypotheses Results 
H1 More exposures to a CRM advertisement will result in increasing 
familiarity 
Partially 
Supported 
H2 Increased familiarity with an organization’s CRM advertisement will 
reduce consumer skepticism toward the CRM claim 
Supported 
H3 Ad skepticism negatively moderates the effect of familiarity on 
skepticism toward the CRM campaign 
Supported 
 
Figure 6 
The Effect of Claim Repetition on Consumer Skepticism 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Singh et al. (2009), pp. 317. 
 
Four variables have been tested on 100 people: claim repetition, familiarity, 
skepticism toward the CRM claim and ad skepticism. All three hypotheses were supported, 
although H1 was available only for big difference (one claim repetition compared to four 
claim repetitions). 
The results show that the repetition of cause claim helps reducing the skepticism 
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related to it, but the process takes place in two steps. The first repetition has the role of 
accustoming the consumers with the claim, while further repetitions make the claim be 
internalized, and so feel natural to consumers. In 0ther works, the higher the familiarity 
with the CRM claim, the less negative effect has the advertising skepticism on claim 
credibility.  
This study has the merit of showing that CRM claim repetition is a good predictor 
of CRM claim familiarity. Increased familiarity leads the company or the product to be 
more easily remembered and evoked by consumers and thus, less susceptible to 
skepticism. Attitudes toward CRM campaigns are positive when the message is consistent 
and the consumers are familiar with the arguments. This is especially true in the 
beginning of a CRM campaign when consumers need to be familiarized with it. It should 
also be noted that claim repetition should be careful designed when addressed to skeptic 
consumers, otherwise the effect might be only strengthening the negative feelings they 
already hold. One way to facilitate acceptance of the claim is repeating it in different 
channels, because information coming from a variety of sources tends to be more credible. 
 
 
Kim and Lee (2009) made a study about what variables influence consumer 
skepticism. They discuss how consumer skepticism can be minimized by modifying the 
level of perceived corporate social responsibility and the level of claimed donation size. 
The results show that consumers disbelieve more ad claims of companies perceived to be 
socially irresponsible, than of those perceive to be responsible, and ad claims in which 
donation size is stated subjectively, than objectively. 
 Consumer skepticism was categorized by Forehand and Grier (2003) into two 
types: predispositional skepticism, which is a tendency to suspect marketers’ motives in 
general; and situational skepticism, which appears when knowledge about marketing 
tactics increases. This is why consumers are less skeptical about new marketing practices 
because they don’t identify the persuasive intent, but they are likely to become skeptical as 
they see get familiar with it and see the marketing goal behind it. Predispositional 
marketing can’t be controlled by marketers, but up to some extent, situational market, 
can. 
 In CRM, corporate social responsibility (CSR) is an important element because, in 
case of a low CSR firm consumers might be inclined to question the firms’ real motives 
and so disbelief the ad claim, while for a high CSR company consumers usually are less 
defensive and find a better fit between a socially responsible company and its support for a 
social cause. Donation claim objectivity is also important in CRM because claims who are 
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hard to verify (―a portion of proceeds will be donated…‖) are less credible. The 
independent variables were CSR and claim objectivity, and the dependent researched 
variables were skepticism toward the CRM ad and perceived credibility of the 
advertisement. The following table summarizes the hypotheses proposed: 
 
 Hypotheses Results 
H1 A firm with a high CSR will induce lower skepticism toward its CRM ad 
than a firm with low CSR among consumers 
Not 
Supported 
H2 A CRM ad with an objective claim will lead to lower skepticism among 
consumers than a CRM ad with a subjective claim among consumers 
Partially  
Supported 
H3 A CRM ad from a high CSR firm will lead to higher perceived credibility 
than that from a low CSR firm among consumers 
Partially 
Supported 
H4 A CRM ad with an objective claim will have higher perceived credibility 
than a CRM ad using a subjective claim among consumers 
Supported 
  
The results show that claim objectivity affects the skepticism level toward, and 
perceived credibility of a CRM. Objective claims induce less skepticism than subjective 
claims, so from this it could be implied that in CRM campaigns donation amounts should 
be presented in a verifiable manner. The firm’s CSR reputation affects as well the success 
of the CRM program because consumers evaluate better programs of companies perceived 
to be socially responsible. The way the CRM program is communicated influences the 
effectiveness of CRM as a marketing tool. 
 
 
4. Research on Donation Framing 
 
 
Landreth -Grau et al. (2007) made an exploratory study about how donation 
quantification, donation size relative to product price, donation caps and deadlines, and 
the level of promotion used for the campaign affect consumers’ perception of the 
campaign. The results show that all these elements affect consumers perceptions. 
 Four structural elements that affect consumers’ perception and participation in 
CRM campaigns have been found. These are the donation amount, the donated amount 
relative to the price of the product, the donation caps and deadline, and the promotion 
methods used by companies during that campaign. The research questions are 
summarized in the following table: 
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 Research Questions 
R1a Which category of donation quantifiers maximizes consumer trust? 
R1b Which category of donation quantifiers leads to the most positive consumer 
evaluation of the company’s CRM effort? 
R2 Does the amount of the CRM donation per product relative to the price of the 
product play a role in consumer evaluations of the appropriateness of the amount 
donated to the cause? 
R3 How do consumers perceive campaign deadlines? 
R4 How do consumers perceive campaign donation caps? 
R5a What is the best way for companies to disclose CRM campaign benefits to 
maximize consumer benefit and minimize consumer skepticism? 
R5b How do consumers perceive the disclosure of the results of a company’s 
cause-related marketing campaign? 
 
 R1a and R1b: Donation quantifiers were ―a portion of sales‖ as the abstract 
quantifier, ―5% of profit‖ as the estimable one, ―5% of price‖ as the calculable one, ―10 cent 
donation‖ as the exact one. 75% of the respondents preferred exact estimation, which was 
also considered the most trusted, as well as the most preferred one. Next favored was the 
estimable measure (5% of the profit), but the calculable measure (5% of the price) was 
actually more trusted and preferred than the estimable one. The abstract measure was the 
least trusted, preferred or favored. From these findings it can be concluded that tangible 
information makes consumers feel that the donations can actually make a significant 
difference. 
 R2: 65% of the respondents answered that donation relative to the price of the 
product mattered to them. From this it can be concluded that price influences perceptions 
of CRM campaigns, and that most respondents expect the company to make a meaningful 
contribution to the cause as compared to the price of their products.  R3: 60% of the 
respondents think that having a campaign deadline is reasonable. R4: 68% of the 
respondents think that campaign caps are fair and reasonable. It can be concluded from 
these results that as long as deadlines and caps are disclosed and reasonable in terms of 
time, generally they are not viewed as something negative. They are also viewed as they 
were designed to protect the company from unbudgeted expenditures. Also, respondents 
think that the more effort is required from the customer, the more flexible caps and 
deadlines should be. 
 R5: Most of the consumers preferred the disclosure via campaign websites and 
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the reason was the concern that other ways of disclosure might lead the company to spend 
more on promotion of the campaign than on the actual donation to the cause. Another 
reason is that finding information on the internet is considered to be less invasive that 
receiving information via direct mail or TV ads. In other words, the way of disclosing is 
important for the companies’ image. 
 As a final conclusion, companies can gain consumers trust in CRM campaigns by 
providing detailed information about the donated amounts, the duration of the campaign 
and about the maximum contribution it will make. However, too much marketing is also 
not desirable, as it may lead consumers to think that the company only tries to achieve 
gains for itself. 
 
 
Pracejus et al. (2004) wrote a research comprised of a three studies about the 
possible confusion caused by the way donation is quantified in CRM advertisements. The 
first study classifies existing internet CRM ads according to the way donation is presented. 
The results were that 69.9% were abstract, 25.6% were estimable, and 4.5% were 
calculable. The second study examines the effect of specific words describing donation 
amounts and the donation estimates understood by consumers. The third study tests the 
effect of donation estimates on consumer choice. The findings are that small variations in 
the words used to quantify donation in CRM ads leads to big differences in the way 
consumers estimate the donated amount. Also, the way consumers estimate donation 
levels can impact consumer choice. 
 For the first study, search engine Google was used to find sites with CRM ads, in 
June 2002. The search words used were ―donated to‖, ―charity, charities‖, etc. The results 
were classified into three categories: companies liking the CRM to their products, NPOs 
linking the CRM to their cause, and news articles about that CRM. In total 3414 web sites 
were analyzed and three CRM categories were found: calculable formats (4%), estimable 
formats (26%), and abstract formats (70%). The most common abstract form of donation 
quantification was ―a portion of the proceeds‖, but words like ―substantial‖ (31%), 
―significant‖ (24%), ―large‖ (23%), ―major‖ (20%), and ―sizable‖ (2%) were also used.  
 Because the most common way to describe CRM donations is through abstract 
formats, the words used to quantify the amount of donation are furthered researched in 
Study 2. The sample was comprised of 424 students, and the results were that participants 
expected a bigger amount to be donated when the phrase ―a substantial portion‖ is used, 
rather than when ―a portion‖ was used.  
When they had to express their estimate in dollars, for the phrase ―a portion‖, a 
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$2.66 donation was expected, but when the phrase ―a substantial portion‖ was used, then 
a $3.44 donation was expected in case of a $49.98 product. In case of a $499.98 product, 
the estimated donation amount changed from $21.08 to $36.71. The price of the product is 
an important factor in estimating the donation amount because for a $49.98 product, an 
average of $4.36 donation was expected, while for a $499.98 product, an average of 
$28.97 donation was expected. The proceeds versus net proceeds, and the percent versus 
dollar estimates were not significant.  
When respondents were asked to quantify the donation in percentage, for a 
$49.98 product with the donation described as ―a portion‖, a 5.3% donation was expected. 
When the donation was described as ―a substantial portion‖, a 12.2% donation was 
expected. For a $499.98 product with the donation described as ―a portion‖, a 4.2% 
donation was expected. When the donation was described as ―a substantial portion‖, a 
7.3% donation was expected. As a result, for low price products donation estimates tend to 
be higher than for high price products. The impact of abstract word estimates is also 
higher for low price products. 
Although a company’s estimate of what is ―substantial‖ might be relative to 
industry standards or previous giving, consumers do take into account wording when they 
consider purchase options. The higher the purchase price, the higher the estimated 
amount donated, but the lower the percent it represents from the purchase price. Also the 
estimated donation amount varies greatly between individuals. It might be that firms 
which donate higher amounts are more willing to use calculable formats, while firms 
which donate lower amounts use abstract formats. 
In Study 3 it is examined whether the amount donated can influence consumer 
decision making. Thirty three students were used in this experiment. The results were that 
the perceived amount donation has an impact on choice. Because consumer estimations 
influence purchase behavior, and because abstract formats are mostly used in CRM ads, 
there is reason for both the advertisers and regulators to be concerned about this practice. 
Because these estimates vary greatly between individuals, advertisers should make sure 
their campaigns meet, or exceed, consumers’ expectations, by researching individuals in 
target markets.  
In most cases CRM is a win-win situation for both the company and the charity, 
but it also involves the consumer in it, as the third party. This study suggests that in order 
keep consumers’ confidence, CRM ads should be regulated to express donations as 
monetary value per unit, or as a percent of the sales price, whenever possible. 
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 Olsen et al. (2003) discuss about potential consumer confusion associated with 
the use of ―percentage of profit‖ when describing donation amounts in CRM ads. The 
findings are that expressing the amount donated as being ―a percentage of profit‖ leads to 
general overestimation of that amount and confusion, even for consumers with accounting 
knowledge. Increased participant motivation doesn’t improve the exactness of estimations. 
In general people have higher attitudes toward the company and higher purchase 
intentions in regard to the percentage value, but not in regard to whether it is a percentage 
of the price or profits. Because for many people profit equals price, the profit is difficult to 
estimate and often overestimated, and because it is not clear whether the CRM ad refers to 
gross profit or net profit, this study proposes to analyze in four studies the biases that can 
occur when the donation amount is stated as a ―percentage of profit‖. 
 The first study uses 62 students to show that expressing the donation as a percent 
of price leads to acceptable understanding of the amount donated. It also showed that 
although most of the participants correctly understood the concept of profit, they greatly 
overestimated the amount donated when expressed as a percent of profit. This is why it 
can be said that few respondents use profit estimates when calculating donation amount. 
 In order to test whether consumers mistake profit for price, Study 2 was 
conducted on 81 students. The results show that most participants mistakenly calculated a 
percentage of the price instead of profit. In order to test whether consumers wrong 
estimation of donation is due to lack of motivation to do so correctly, Study 3 was 
conducted. Here, 29 students were told that if they would answers the questions correctly 
they would receive 5 dollars. Although the great majority answered correctly to all other 
questions, almost no one estimated correctly the amount donated, because they calculated 
it as a percent of price and not profit. 
 So far it wasn’t know whether the format used to present the donated amount 
(percent of price or profit) has any impact on attitudes toward the ad, toward the brand or 
on purchase intentions. This is the reason why Study 4 was conducted. The study was 
comprised of 133 students and showed that attitudes and intentions are affected only by 
high/low donation percentages and not by distinctions between price or profit. Still, 
stating donation amount as 10% percent of profit can give more positive consumer 
responses, as compared to stating it as a 1% percent of price. 
 The authors hypothesize that not estimating the profits clearly leads to confusion, 
thus misleading consumers. This is why in Study 5 it is researched how overestimation of 
donation level could be reduced, more specifically, whether affirmative disclosures can 
reduce miscomprehension. A sample of 137 students was used and three criteria are used 
to measure the effectiveness of affirmative disclosures: definition of the term profit, i.e. 
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the ability of the affirmative disclosure to increase the correct recall of the donation 
statement, profit stated in percent terms, i.e. the ability to reduce the number of people 
who use price instead of profit for calculating the donation amount, and profit stated in 
absolute terms, i.e. the ability to increase the correct calculation of the estimate. The 
results show that all three criteria are effective in reducing estimation biases, but their 
relative effectiveness varies. The definition criteria is the least effective, and profit 
disclosed as a percentage is more effective than when disclosed in absolute amount. 
 In conclusion, this article focuses on the confusion existing between the terms 
―price‖ and ―profit‖, and it shows that consumers’ estimates of the donated amount are 
biased when the donation is expressed as a function of profit, because most people don’t 
realize that profit is a part of price. Additional ambiguity is added because consumers 
don’t know the actual amount of profit. Although previous research has suggested that 
percentage-of-profit format might decrease consumers’ attitudes and intentions because it 
is ambiguous, this paper has not found such a result. It has found that consumers don’t 
make a distinction between price and profit in an advertising context, and they tend to use 
price when developing their donation estimates. These facts are available even for people 
capable and motivated to make correct estimations. 
 
 
5. Research on Involvement 
 
 
When consumers know that a company is supporting a cause which they don’t care 
about, then this influences negatively their preference for the company’s products. As a 
result, this brings economical disadvantages for the company (Sera, 2004a). 
Sera (2007) states that in Japan, the importance of taking into account consumers’ 
preferences for supporting a cause, is relatively not so well known. In order to research 
this, an empirical study on 151 Japanese students was conducted. They were asked to say 
whether they had a favorable impression about a company’s product after they had 
watched an usual commercial for that product, and after they had watched an commercial 
presenting that product as supporting a local cause. The results showed that the 
relationship of the supported cause with the consumers mediated the effect of the 
commercials.  
It was further researched the case when the relationship had a minus effect. The 
results proved that consumers weakly related to the cause shown in the commercial had 
unfavorable attitudes toward the product. This signifies that companies should work on 
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building strong relations between the causes they support and the consumers. In another 
empirical research using Japanese students, it was proved that CRM has a positive effect 
in promoting test drives. Furthermore, the stronger the relationship of consumers with the 
cause, the bigger their willingness to take a test drive was. In conclusion, when a company 
supports a cause, it should carefully consider the relationship of its customers with that 
cause. Also, cause-branding is an important future task for companies and a unified CRM 
activity is vital for them. 
 
 
Berger et al. (1999) wrote a paper consisting of two experiments which, based on 
information processing theory tries to establish how consumers process CRM 
advertisements. The results show that CRM has a strong influence on consumers’ 
purchase intentions regardless of their level of involvement. It also shows that CRM 
influences purchase intentions by affecting the involvement and brand perceptions. The 
hypotheses have been summarized in the following table: 
 
 Hypotheses Results 
H1 Females will have more positive attitudes and higher purchase 
intentions for brands that use cause-related advertising than will men 
Supported 
H2 Causes act as peripheral cues or heuristic cues when viewers experience 
low levels of product involvement 
Supported 
H3 Causes act as executional cues which enhance a viewer’s level of 
involvement in an advertisement and thereby increase information 
processing and persuasion 
Supported 
H4 Cause-related advertising will create more positive brand attitudes than 
similar advertising which is not cause-related 
Not 
Supported 
 
Three independent variables were used: involvement, case strength, and 
argument quality. Cause-strength was defined by the following elements: relevance of the 
cause for the subject, credibility of the charitable organization, the size and impact of 
donation. The dependent variables were brand attitude and purchase intent. The 
independent variables were cause attitude, perceived argument quality, and perceived 
involvement. Further tests showed that educational and environmental themes were 
important for students. The cause claims were viewed as stronger when the donated 
amount was specified exactly. In general, women viewed all cases more favorably. The 
argument quality was either strong (specific) or ambiguous. 
36 
Figure 7 
The Role of Involvement in CRM 
  
 
 
 
 
 
(Source) Berger et al. (1999), pp. 494. 
It was also found that CRM messages bias argument quality and increase brand 
attitudes and purchase intentions. This paper further shows that involvement should be 
thought of as a dynamic and not static construct. 
 
 
Cornwell and Coot (2005) researched whether purchase intentions of CRM 
products are related to the consumers’ identification with the NPO cause. The conditions 
for cause identification are the prestige of the NPO, the affiliation with that NPO, and the 
motivation to support the cause. Based on the social identity theory, the results show a 
positive relationship between consumers’ identification with the NPO and their purchase 
intentions and that the identification with the NPO has a mediating role of the 
relationship between purchase intentions and the conditions for NPO identification. 
 
Figure 8 
The Role of Organizational Identification in Sponsorship-Linked Purchase Intent 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Cornwell and Coot (2005), pp. 269. 
Biodata (Direct or Indirect 
Breast Cancer Experience) 
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 The hypotheses are summarized in the following table: 
 Hypotheses Results 
H1 Participants perception of organizational prestige will be positively 
related to their identification with the organization 
Supported 
H2 Participants’ years of participation in the event will be positively 
related to their identification with the organization 
Supported 
H3 The number of events (races of similar events) in which the participant 
participates annually will be negatively related to their identification 
with the organization 
Not 
Supported 
H4 When the individual’s primary motivation for participation is the same 
as the organization’s primary mission, there will be a positive 
relationship between motivation and organizational identification 
Supported 
H5 Participants’ level of organizational identification will be positively 
related to their sponsorship-linked purchase intent 
Supported 
H6a The negative relationship between events participated in annually and 
organizational identification will be weaker for breast cancer survivors 
than for general participants 
Supported 
H6b The negative relationship between events participated in annually and 
organizational identification will be weaker for those who have 
experienced breast cancer indirectly than for general participants 
Not 
Supported 
H7a The positive relationship between primary motivation for participation 
and organizational identification will be weaker for breast cancer 
survivors than for general participants 
Not 
Supported 
H7b The positive relationship between primary motivation for participation 
and organizational identification will be weaker for those who have 
experienced breast cancer indirectly than for general participants 
Not 
Supported 
  
In conclusion, this paper offers a mechanism which helps explain how consumer 
behavior is influenced by cause-brand alliances. Also, it shows the importance of bio-data 
in influencing purchase intentions, particularly the fact that direct experiences influence 
the relationship between event involvement and cause-organization identification. 
Furthermore, it shows that a cause-brand alliance has a positive effect on purchase 
intentions. This is why using bio-data helps identifying the right messages for the target 
customers. The relationships found in this paper suggest a long-term commitment to the 
NPO, thus being recommended for companies to offer long-term support for the same 
NPO.  
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Vaidyanathan and Aggarwal (2005) wrote a paper comprised of two studies 
which examine the effect of commitment to a certain cause on the preference for an 
advertised product which supports that cause. In line with the commitment consistency 
theory, the findings show that persuading consumers to make an active commitment to a 
cause is an essential element for behavioral consistency, i.e. for the willingness to buy a 
product. The paper also proves that self perception theory is the mechanism which 
triggers the effectiveness of behavioral consistency.  
The cost necessary for supporting the cause is also an important factor which 
influences the behavioral consistency. The costs related to supporting environmental 
causes are lower quality (e.g. buying recycled paper), extra money (e.g. buying organic 
food), or extra effort (e.g. recycling bottles). This is why in many cases even if consumers 
declare they support certain causes, they do not act accordingly. 
 This paper tries to answer some questions about what are the boundaries of 
commitment-consistency theory and what is the process leading to its effectiveness. 
Specifically, it examines how product evaluations can be enhanced by making consumers 
to commit to the support of a cause which is in alliance with a certain product.  
 Study 1 looks at whether a small initial commitment to an environmental cause 
can influence the willingness to buy a product which supports that cause, thus trying to 
prove the effectiveness of commitment-consistency theory in a marketing context. It also 
explores the boundaries of this theory, buy testing whether cash discounts are preferable 
to donations to a cause. The following table summarizes the proposed hypotheses:  
 
 Hypotheses Results 
H1 Making a small, active commitment to an environmental cause results 
in a greater willingness to buy a product that advertises a donation to 
that cause 
Supported 
H2 Making an active commitment to a cause will not result in an increased 
willingness to buy a product that promotes itself as supporting some 
other unrelated cause 
Supported 
H3 Making an active commitment to an environmental cause results in a 
greater willingness to buy a product that donates to such a cause only if 
the donation does not entail an additional cost to the consumer 
Supported 
 
 The results indicate that self-perception theory forms the base of the 
commitment-consistency theory. Also, it shows that subjects who made a commitment to 
a different cause than that supported by the product which they bought behaved in the 
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same way as the subjects who made no commitment at all. Because the first study showed 
that although consumers commit to a cause, they would still prefer the cash discount 
rather the donation, the second study was conducted.  
 The second study showed that consumers who made a commitment to a cause 
and were asked to pay a premium price for the product which supports the cause were 
slightly less willing to buy that product, as compared to consumers who didn’t make that 
commitment. The reason might be that they felt as being taken advantage of. It might also 
be that reactions could be different for hedonic products and for utilitarian products. 
 As general conclusions, it could be suggested that using small-commitments to 
engages consumers in CRM campaigns might be more effective in real world settings, 
because the time span between the request of making the commitment and the request of 
actually buying the product which supports that cause is large enough to prevent the 
consumers from feeling that they are being taken advantage. Ways of convincing 
consumers to make small commitments could be the organization of prize-winning 
contests. Some consumers are already committed to a cause. In this case, companies could 
participate in events organized especially for that cause and make their name and 
campaigns know there. However, even if consumers are committed to certain causes, 
when they are put in a situation to choose between saving money, or supporting that cause, 
in most cases they would choose the first option. 
 
 
Cifuentes-Pérez and Tamayo-Londoño (2008) researched the external factors 
that influence consumer behavior in CRM campaigns, as well as the role played by the type 
of message and means of transmission. The purpose was to determine the impact of the 
message’s role, the impact of the media use as a communication mean, and the impact of 
the brand on consumers’ empathy and intention to help.Two hypotheses are formulated 
based on previous research: 
 Hypotheses Results 
H1 Rational messages executed in printed media concerning brands that 
compete in the same category and that are related with social causes 
generate greater intention to help than emotional messages of the same 
brands executed in printed media 
Supported 
H2 Rational messages executed in printed media concerning brands that 
compete in the same category and that are related with social causes 
generate greater empathy than emotional messages of the same brands 
executed in printed media 
Supported 
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In order to find the most relevant social causes and the feelings associated with 
them, to identify the most remembered campaigns and the causes associated with them, 
and to choose the brands and product categories that fit best with social causes, a pilot 
study was conducted. As a result, infant ill-treatment was chosen as a social cause, and 
related to those were found two diaper brands. An additional fictive brand was added. 
Dependent measures were empathy and intention to help. For empathy two 
dimensions were found: empathy toward causes of others (low involvement), and empathy 
towards the consumer’s own cause (high involvement). The results showed that rational 
messages more than emotional messages produced higher empathy toward high 
involvement causes. Also, rational messages produced higher intentions to help. Even 
more, rational messages affect empathy for high involvement causes but do not affect 
empathy for low involvement causes. The type of brand has no effect on the intentions to 
help or on empathy. 
 
 
Landreth-Grau and Garretson Folse (2007) made a study with the focus on the 
role of donation proximity and message framing on campaign attitudes and participation 
intentions of less involved consumers. The findings are that CRM gives good results when 
the donations are local and the message is positively framed.  
Because of their numbers, less-involved consumers are important for the success 
of CRM campaigns. This is why this paper tries to find the cues which help favorable CRM 
evaluations for less cause-involved consumers. In the first study the relationship between 
involvement and donation proximity on attitudes and participation intentions was studied. 
For study 1, the hypotheses are summarized in the following table: 
 
 Hypotheses Result 
H1 Campaign attitudes and participation intentions will be greater for 
those more involved with the cause compared with those less 
involved with the cause 
Partially 
Supported 
H2 Campaign attitudes and participation intentions will be greater 
when the donation is target locally rather than nationally 
Partially 
Supported 
H3 Campaign attitudes and participation intentions will be greater for 
those less involved with the cause when the donation is target 
locally rather than nationally. For those more involved with the 
cause, no such differences are expected 
Supported 
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Consumers’ attitudes toward the campaign were improved by local donations, but 
didn’t lead to higher participation intentions. Also, more involved consumers tend to be 
more interested in participating to help the cause. Local, more than national donations 
give more favorable attitudes, especially for less involved consumers. There is no 
difference in the attitude toward the campaign between less-involved consumers and 
those more involved. The study confirms the pro-social behavior theory according to 
which local actions appeal to local consumers. This can be a good way to attract the less 
involved consumers and doesn’t distance those more involved. 
The second study explored two elements that might increase campaign 
perceptions for the less-involved consumers. These elements were: the role of perceived 
social responsibility and message framing. The message framing effects are tested based 
on the prospect theory. This theory states that different outcomes come from presenting 
messages in a positive or negative manner. Involvement theory is also taken into account. 
According to it, issue-relevant messages are processed in detail and negative framing is 
more persuasive. On the contrary, positive framing is more effective for less-involved 
consumers, because of the way they process information, i.e. in simple inferences derived 
from peripheral cues. This is why CRM campaign framing should consider the 
involvement degree of the targeted group.  
 Also, social responsibility of a firm mediates the effects of cause involvement and 
how firms frame the CRM campaigns on campaign attitudes. The framing will also 
highlight the impact the firm is making on the cause and produce favorable perceptions 
which eventually influence campaign attitudes. The hypotheses in Study 2 are summarized 
in the following table: 
 
 Hypotheses Result 
H4 Campaign attitudes and participation intentions will be greater 
for those less (more) involved when exposed to risk information 
presented in a positive (negative) rather than negative (positive) 
frame 
Supported 
H5 The effects in H4 will be mediated by firm social responsibility  Supported 
 
Study 2 showed that specific campaign messages generate more favorable 
attitudes, i.e. positive framing rather than negative one produces more favorable attitudes. 
Also, the firm’s perceived social responsibility mediates the effects of framing. In 
conclusion, less-involved consumers are influenced by messages targeted locally, and 
positive framing of CRM messages generates more favorable responses.  
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From the above conclusions it can also be said that CRM campaign outcomes 
could be improved if national causes are presented in local terms. Also, when targeting 
more involved consumers firms should use negatively framed messages, and for less 
involved consumers firms should use positively framed messages. Positive framing affects 
the attitude toward the campaign of less involved consumers, but has little effect on their 
behavior intentions. Among other factors that might affect campaign evaluations are 
consumers’ participation effort and donation quantifiers. 
Future research directions could be the effect of consumer traits on CRM 
attitudes, and campaign structural elements. Among consumers’ traits are self- interest, i.e. 
personal risk and perceived compatibility with consumers’ political and religious 
inclinations, centrally held beliefs. Campaign elements are how the donation amount is 
quantified, the size of the donation relative to the price of the product, donation deadlines 
and donation caps, etc. 
 
 
Hajjat (2003) examines the role of involvement and donation in influencing the 
effect of ordinary, as well as cause related marketing on consumer attitudes and purchase 
intentions. There are two types of involvement: low involvement, for which peripheral 
cues are more important in the formation of attitudes and purchase intentions; and high 
involvement, for which veridical information is more important. The level of donation may 
be perceived as being an important element of the message, or a peripheral one. 
 The premise in this study is that when the levels of involvement and donation 
importance are congruent, then CRM has a more positive effect on attitudes and purchase 
intentions than ordinary marketing. When the levels of involvement and donation 
importance don’t match than ordinary marketing is more effective in creating positive 
attitudes and purchase intentions. It is presumed that CRM is more effective than 
ordinary marketing in creating positive brand attitudes and purchase intentions, this is 
why the use of CRM is more and more popular. Informative advertising is effective only 
for highly involved individuals, because message elaboration occurs only in case of high 
involvement.  The hypotheses in are summarized in the following table: 
 
 
 Hypotheses Result 
H1 Under conditions of high cause involvement and high donation, 
CRM produces higher attitudes and purchase intentions than 
ordinary marketing 
Supported 
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H2 Under conditions of high cause involvement and low donation, 
CRM produces lower attitudes and purchase intentions than 
ordinary marketing 
Supported 
H3 Under conditions of low cause involvement and high donation, 
CRM produces lower attitudes and purchase intentions than 
ordinary marketing 
Supported 
H4 Under conditions of low cause involvement and low donation, CRM 
produces higher attitudes and purchase intentions than ordinary 
marketing 
Supported 
 
 The sample consisted of 240 students. The independent variables were cause 
involvement, type of marketing, and donation level. The dependent variables were attitude 
toward the ad, attitude toward the brand and purchase intentions.  
 The conclusions of this paper are that respondents understand and support CRM 
and that the level of involvement and donation influences consumer attitudes and 
purchase intentions. When cause involvement and donation level are high, and when 
cause involvement and donation level are low, CRM is more effective than ordinary 
marketing. Ordinary marketing is more effective in case of incongruent levels of 
involvement and donation. 
 As a general trend, in case of high donation levels, CRM showed better responses 
than ordinary marketing. In case of low donation levels, ordinary marketing was more 
effective. When involvement level was low, the donation level was the most important 
peripheral cue used by respondents. Thus, in the case of low involvement - low donation 
levels, CRM was more effective, and in the case of low involvement - high donation levels, 
ordinary marketing was more effective. 
 From this it can be concluded that it is important to donate a substantial amount 
if CRM is employed, or else use ordinary marketing. Communicating the exact amount 
donated and the results, as the campaign progresses, is also very important to increase 
consumers trust. It should also be noted that involvement with the cause was more 
important in creating positive consumer attitudes than involvement with the product. This 
is why CRM is effective for products regardless they are involving or not. 
This research has the following merits: it shows some of the reasons different 
CRM effects were found in previous papers, it shows when CRM is more effective than 
ordinary marketing and the other way around, and, it is consistent with the theory that 
involvement moderates the effect of marketing stimuli on behavior. 
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Van den Brink et al. (2006) researched the extent to which strategic and tactical 
marketing affect consumers’ brand loyalty, and the moderating role of involvement on the 
relationship between CRM and brand loyalty. The findings show that brand loyalty 
increases when strategic CRM is used in a long-term commitment, for a low involvement 
product. Tactical marketing increases brand loyalty regardless it is a low or a high 
involvement product. 
  
Figure 12 
Schematic Representation of Strategic and Tactical CRM 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Van den Brink et al. (2006), pp. 16. 
  
 
The following table summarizes the hypotheses: 
 Hypotheses Results 
H1 Strategic CRM creates higher brand loyalty than tactical CRM Supported 
H2 The congruency between the cause and a company’s core competencies 
in a CRM campaign is positively related to brand loyalty 
Not 
Supported 
H3 The duration of a CRM campaign is positively related to brand loyalty Supported 
H4 The amount of resources invested in a CRM campaign is positively 
related to brand loyalty 
Not 
Supported 
H5 The degree of senior management involvement in a CRM campaign is 
positively related to brand loyalty 
Not 
Supported 
H6 High (low) consumer involvement with a product strengthens 
(attenuates) the relationship between CRM and brand loyalty 
Supported 
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 There was no significant difference in brand loyalty between high involvement 
groups, but there was a significant difference for the low involvement groups. Also, there 
was no significant difference between the control group and the tactical CRM group, but 
there was a significant difference between the strategic CRM group, the control group and 
the tactical CRM group.  
 In case of high product involvement there was no difference in brand loyalty for 
neither of the three groups, but for low product involvement there was a significant 
difference in brand loyalty between strategic CRM and both tactical CRM and the control 
group. This is why it can be concluded that for both levels of product involvement tactical 
CRM doesn’t create any significantly higher brand loyalty scores. 
 In conclusion, this study proves that CRM can enhance consumer’s brand loyalty, 
but this is true only for long-term campaigns and for low involvement products. This 
might be true because high involvement products outperform de effects of CRM. It also 
proves that tactical CRM does not improve brand loyalty, but strategic CRM does. 
However, only the duration of the campaign is important in increasing brand loyalty.  
 
 
6. Research on the Fit between the Cause and the Brand 
 
 
 Zdravkovic et al. (2010) wrote a paper with the purpose of researching the 
characteristics of fit between social causes and consumer brands and its effect on 
consumers’ attitudes. 
In order to achieve this, one qualitative research and one quantitative research 
have been conducted. After the qualitative research, the possible sub-dimensions of fit 
have been determined. The qualitative research examined which of the sub-dimensions 
impact the most the attitudes toward the cause-marketing relationship, and how the 
sub-dimensions can be grouped together. There are three main perspectives about the 
brand-cause fit: 
1. Consumers’ purchase intent could be decreased if the fit between the brand and 
the cause is perceived as poor (Becker-Olsen, Cudmore and Hill, 2006; Simmons 
and Becker-Olsen, 2006); 
2. Consumers could become skeptic about company motives if the fit between the 
brand and the cause is too good and may respond more positively to non-fitting 
relationships (Ellen et al., 2000). 
3. The fit has no effect on the attitudes or purchase intentions (Lafferty, 2007). 
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According to the results of this research, the fit can be decomposed into two 
macro sub-dimensions and ten micro sub-dimensions. The macro sub-dimensions are: 
prominence and marketing strategy. The micro sub-dimensions are: visibility of the 
relationship, explicitness of the relationship, slogan compatibility, mission agreement, 
color or visual compatibility, common target market, promotional activities compatibility, 
geographic compatibility, local attributes, and active involvement. 
The results also indicate that fit sub-dimensions are significantly related to the 
attitude toward the sponsorship and the brand. Also, the attitude toward sponsorship 
mediates the relationship between fit and the attitude toward the brand. Even more, when 
measuring the attitudes toward the sponsorship and the brand, familiarity with the cause 
interacts with fit. The more familiar a person is with a cause, the less the fit matters. 
 
 
Ellen et al. ( 2000) analyze the factors which can induce positive evaluations of 
CRM programs, based on the attribution theory. Four factors have been found: disaster 
situation, the fit between the company’s core business and the cause it supports, the effort 
made by the firm, and the commitment of the firm to the cause. The results were that 
causes calling for immediate action (e.g. disasters) and donations involving greater effort 
resulted in more positive evaluations of the CRM campaign. Although more involved firms 
donate more money to the cause, the firm’s involvement degree has no effect on 
consumers’ evaluations. 
Donation type affects consumer responses to CRM programs. Some consumers 
appear to respond more favorable toward campaigns emphasizing immediate needs versus 
ongoing needs. The reason is that consumers may perceive the response to disasters to be 
more altruistic, while the response to an ongoing cause may produce more skepticism and 
thoughts of self-interest.  
CRM efforts directed at more immediate, emergency situations can be more effective, 
although not always. For example, when the retailer’s commitment is high (versus low), 
the CRM effort is not perceived to be more effective by consumers. 
 The fit between the cause and the firm produced different results depending on 
the type of products the firm was selling, i.e. for grocery stores there was no difference, but 
for building supply business the incongruent donation was rated more positively. The 
researched hypotheses are presented in the following table: 
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 Hypotheses Result 
H1 Consumers will evaluate a cause marketing offer more positively 
if it supports a disaster rather than an ongoing cause 
Supported 
H2 Consumers will evaluate a cause marketing offer more positively 
if the donation is incongruent, rather than congruent, with the 
company’s core business 
Partially 
Supported 
H3 Consumers will evaluate a cause-marketing offer more positively 
when the company is perceived as expanding more, rather than 
less, effort in its implementation 
Supported 
H4 Consumers will evaluate a cause-marketing offer more positively 
if the company is seen as more, rather than less, committed to 
the cause 
Weakly 
Supported 
   
Respondents rated CRM campaigns positively, meaning that they have low levels 
of skepticism. The possible reasons for these results might be that in 2000, CRM was still 
a new concept on the market, or that the sample used, which was comprised of students, is 
more open to business practices than usual consumers. Also, evaluations were 
significantly higher for emergency related causes than for on-going causes. Donations 
made in products were more positively evaluated than donations made in cash.  
 Another finding was that company-cause fit had different effect on consumers, 
depending on the type of business. One reason why fit had no influence on consumer 
evaluation in case of grocery stores might be that grocery stores are more familiar and are 
perceived to donate more than other types of business. Building supply stores are less 
familiar, and thus consumers may have thought more about the reasons behind the 
alliance. Consequently, incongruent donations could have been perceived as more 
altruistic. This is why incongruency can be a better option for companies who are not so 
know to the public. One reason why company’s commitment to the cause had no effect on 
consumers’ evaluation might be the presence of a ceiling effect in the way the 
questionnaire was built. 
 
 
Lafferty et al. (2004) wrote a paper with the purpose to see the impact of 
cause-brand alliances on subsequent attitudes toward both partners. The researched 
hypotheses are presented in the following table: 
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 Hypotheses Results 
H1a Prior attitudes toward a cause are related positively to 
post-exposure attitudes toward the same cause 
Supported 
H1b Prior attitudes toward a brand are related positively to 
post-exposure attitudes toward the same brand 
Supported 
H2a Prior attitudes toward the cause are related positively to 
attitudes toward the cause-brand alliance 
Supported 
H2b Prior attitudes toward the brand are related positively to 
attitudes toward the cause-brand alliance 
Supported 
H3 Perceptions of brand-name fit are related positively to attitudes 
toward the cause-brand alliance 
Supported 
H4 Perceptions of  product-category fit are related positively to 
attitudes toward the cause-brand alliance 
Not Supported 
H5a Attitudes toward the cause-brand alliance are related positively 
to post-exposure attitudes toward the cause 
Supported 
H5b Attitudes toward the cause-brand alliance are related positively 
to post-exposure attitudes toward the brand 
Supported 
H6a For higher (lower) levels of cause familiarity, the effect of the 
cause-brand alliance on post-attitudes toward the cause will be 
larger (smaller) 
Supported 
H6b For higher (lower) levels of cause familiarity, the effect of 
pre-attitudes toward the cause on post-attitudes toward the 
cause will be larger (smaller) 
Not Supported 
H6c For higher (lower) levels of cause familiarity, the effect of 
pre-attitudes toward the cause on the cause-brand alliance will 
be larger (smaller) 
Supported 
H6d For higher (lower) levels of cause familiarity, the effect of the 
cause-brand alliance on post-attitudes toward the brand will be 
larger (smaller) 
Supported 
 
The results show that attitudes toward both the cause and the brand can be can 
be enhanced as a consequence of the alliance if perceptions of the alliance are favorable. 
The cause seems to benefit more from the alliance than the brand, the fit between the 
partners plays a pivotal role in consumer acceptance, and familiarity with the cause 
moderates the effectiveness of the alliance. 
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In 2009 Lafferty researched the importance and fit as selection criteria for the 
cause partner, in order to show the relative importance of a cause on attitudes and 
purchase intent for a familiar versus an unfamiliar brand, and the importance of the fit. 
The results show that the importance of the cause has a an effect on attitudes and 
purchase intention for an unfamiliar brand but not for a familiar brand, and the 
perceptions of a logical fit between the cause and the brand does not have an effect for 
either the familiar or unfamiliar brand. The hypotheses are as follows: 
 
 Hypotheses Results 
H1 The difference between attitude toward the brand for the 
familiar brand and attitude toward the brand for the unfamiliar 
brand decreases as the importance of the cause increases in a 
cause-brand alliance 
Supported 
H2 The difference between attitude toward the company for the 
familiar brand and attitude toward the company for the 
unfamiliar brand decreases as the importance of the cause 
increases in a cause-brand alliance 
Supported 
H3 The difference between purchase intentions for the familiar 
brand and purchase intentions  for the brand for the unfamiliar 
brand decreases as the importance of the cause increases in a 
cause-brand alliance 
Supported 
H4 Attitude toward the brand will be more positive for the 
unfamiliar brand as cause importance increases 
Not Supported 
H5 Attitude toward the company will be more positive for the 
unfamiliar brand as cause importance increases 
Partially 
Supported 
H6 Purchase intentions will be more positive for the unfamiliar 
brand as cause importance increases 
Not Supported 
H7 The fit between the cause and the brand will affect attitudes 
toward the brand significantly for a familiar brand but not for an 
unfamiliar brand 
Partially 
Supported 
H8 The fit between the cause and the brand will affect attitudes 
toward the company significantly for a familiar brand but not for 
an unfamiliar brand 
Partially 
Supported 
H9 The fit between the cause and the brand will affect purchase 
intentions significantly for a familiar brand but not for an 
unfamiliar brand 
Partially 
Supported 
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 In conclusion, research has shown that the fit between the cause and the brand is 
important, but not essential, because there are other factors which influence more 
consumers’ attitudes and intentions. 
 
 
7. Research on Familiarity 
 
 
Lafferty et al. (2004) wrote about the role of familiarity in CRM campaigns. Their 
results show that a high-familiar brand enhanced perceptions of both the high and low 
familiar causes in an alliance, and the effect of the attitude toward the alliance on 
post-attitudes toward the brand. A highly familiar cause prior to the partnership has a 
more positive effect on the attitude toward the alliance compared to a less familiar cause.  
 
 
Following, Lafferty and Goldsmith (2005) wrote a paper about familiarity as a 
cause moderator for attitudes with the purpose to see the changes in attitude for both the 
cause and the brand as a consequence of the CBA. The researched hypotheses are 
summarized in the following table: 
 
 Hypotheses Results 
H1 Attitude toward the cause will be higher after exposure to the 
alliance than before exposure to the alliance  
Supported 
H2 Attitude toward the cause will be higher after exposure to the 
alliance than before exposure to the alliance 
Supported 
H3a Attitudes toward the low familiar cause will be greater after the 
alliance than before 
Supported 
H3b Attitudes toward the high familiar cause will be unchanged after 
the alliance 
Supported 
H4 Attitudes toward the brand will be greater after the alliance for 
both the high and low familiar cause 
Supported 
 
The results were that allying a cause with a familiar brand improves attitude 
toward the cause when the cause is familiar but has less impact on the familiar cause. The 
effect of the alliance on brand attitudes was found to be positive regardless of the degree of 
familiarity. Both partners benefit from a good CBA, although differentially. The effect of 
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CBA on brand attitudes appears to be less relevant if the brand is high in familiarity and 
has positive attitudes before the alliance. Regardless of cause familiarity, when the brand 
is familiar and is thought of positively, the CBA is successful. Brand managers shouldn’t be 
constrained by the familiarity of the cause, but they should check if the attitudes toward 
the cause are positive. The cause should try to align itself with a well-known brand, 
particularly if it is not familiar to consumers. They should also check the existing attitudes 
toward the brand before selecting it as a partner.  
  The use of students limits the extension of the results to other populations. The 
high familiar cause (ARC) had a very high mean attitude score which might have produced 
a ceiling effect that suppressed the attitude scores of ARC. The use of only a high familiar 
brand didn’t permit the assessment of the effect cause familiarity would have if the brand 
were unknown. Although this study was done on a narrow sample of population (students), 
brands (only four) and causes (two), its validation of the four hypotheses are a good 
guidance and reassurance for managers when taking such strategic decisions as CBA. 
 
 
Lafferty and Edmonson (2009) wrote a study about the influence of the brand 
photo and cause photo in CRM campaign ads on attitude toward the alliance and post 
attitudes toward the brand, cause, company, and purchase intentions. A real ad, 
previously used in a CRM campaign and which depicts the cause instead of the brand, is 
used. For comparison, it was used the same ad, but with the picture of the brand. Based on 
this, it was examined the effect that brand familiarity, cause familiarity, and cause 
importance have on attitudes toward the alliance, the post-attitude toward the brand, 
post-attitude toward the cause, post-attitude toward the company and purchase 
intentions.  
 The results are that in a CRM campaign ad the purchase intentions for the brand 
are greater when the brand photo, rather than the cause photo is shown. It also shows that 
the familiarity of the brand influences the attitude toward the cause-brand alliance. Until 
now, the research of visuals in advertisements focused on differences between verbal only, 
visual only, or verbal plus visual. There are only a few researches about differences 
between pictures in ads. This type of research is important for CRM ads, where both the 
cause and the brand are discussed in the text, thus both can be used as the visual for the 
advertisement. The researched hypotheses are summarized in the following table: 
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 Hypotheses Results 
H1 The degree of brand familiarity is related positively to attitude 
toward the alliance when the brand is portrayed as the focal 
visual in the ad and when the cause is portrayed as the focal 
visual. People who are more familiar with the brand will tend to 
feel more positively toward the alliance than those who are less 
familiar regardless of the photo 
Supported 
H2 The degree of cause familiarity is related positively to attitude 
toward the alliance when the brand is portrayed as the focal 
visual in the ad and when the cause is portrayed as the focal 
visual. People who are more familiar with the cause will tend to 
feel more positively toward the alliance than those who are less 
familiar regardless of the photo 
Not Supported 
H3 The degree of cause importance is related positively to attitude 
toward the alliance when the brand is portrayed as the focal 
visual in the ad and when the cause is portrayed as the focal 
visual. People who feel the cause is important will tend to feel 
more positively toward the alliance than those who do not feel 
the cause is important regardless of the photo 
Not Supported 
H4 Attitude toward the alliance will have a positive direct effect on 
post-attitude toward the brand when the brand is portrayed as 
the focal visual in the ad and when the cause is portrayed as the 
focal visual 
Supported 
H5 Attitude toward the alliance will have a positive direct effect on 
post-attitude toward the cause when the brand is portrayed as 
the focal visual in the ad and when the cause is portrayed as the 
focal visual 
Supported 
H6 Attitude toward the alliance will have a positive direct effect on 
post-attitude toward the company when the brand is portrayed 
as the focal visual in the ad and when the cause is portrayed as 
the focal visual 
Supported 
H7 Attitude toward the alliance will have a positive direct effect on 
purchase intentions when the brand is portrayed as the focal 
visual in the ad but not when the cause is portrayed as the focal 
visual 
 
Supported 
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H8 Post-attitude toward the brand will have a positive direct effect 
on purchase intentions when the brand is portrayed as the focal 
visual in the ad and when the cause is portrayed as the focal 
visual 
Supported 
H9 Post-attitude toward the cause will have a positive direct effect 
on purchase intentions when the cause is portrayed as the focal 
visual in the ad but not when the brand is portrayed as the focal 
visual 
Supported 
H10 Post-attitude toward the company will have a positive direct 
effect on purchase intentions when the brand is portrayed as the 
focal visual in the ad and when the cause is portrayed as the focal 
visual 
Not Supported 
  
Figure 13 
Final Model for the Cause Photo (C), and the Brand Photo (B) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Lafferty and Edmonson (2009), pp. 136. 
  
In conclusion, the attitude toward the alliance influences the post-attitudes 
toward the brand, the cause, and the company regardless whether the brand or the cause 
is portrayed in the advertisement. But purchase intentions were positively influenced 
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when the brand, instead of the cause, was portrayed in the advertisement. Even more, the 
attitudes toward the cause were improved when the cause photo was used. 
 A high familiar brand and a low familiar – low importance cause were used for 
this study, supporting the fact that brand familiarity has an effect on the attitudes toward 
the cause-brand alliance. Probably, a high familiar cause would have also made that the 
cause photo to have a stronger impact on attitudes. This why, it can be said that it is 
preferable to select either a high-familiar cause or a high-importance cause. Because the 
brand photo has a stronger impact on purchase intentions, it is preferable to use it in a 
CRM ad, compared to using a cause photo, especially in the case of unfamiliar or 
low-importance causes. 
 Also, if the brand is familiar, attitude toward the alliance influences positively the 
post-attitudes toward the brand and the cause, regardless of the photo, but it influences 
purchase intentions only when the brand photo is used. This is why it is important to 
consider what kind of photo would be used in a CRM ad, depending on the purpose of that 
CRM campaign: higher purchase intentions, or only higher attitudes toward the alliance. 
 
 
8. Research on Construal Level Theory 
 
 
8.1 Definition of Construal Level Theory 
 
 
Liberman et al. (2007b) define the Construal Level Theory (CLT) as being the 
theory which explains how psychological distance influences individual’s thoughts and 
behavior. According to it, people mentally construe psychological near objects in low level 
terms, which are detailed and contextualized. Psychologically far objects are construed in 
high-level terms, which are abstract and stable characteristics. Therefore, the greater the 
distance from an event, the more distant it is perceived and the more abstractly it would 
be represented. Also, an event is considered to be distant when it is removed from direct 
experience. 
 The first distance is time. It has been proven that distant future representations 
have a simpler underlying structure than the near future ones, thus fewer dimension are 
necessary to explain the same level of variation in case of distant future preferences. As the 
temporal distance increases, people tend to describe behavior in terms of dispositional 
terms and think less of the situational constraints. It has been also found that participants’ 
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performance increases when they imagine they are working on a distant future task, 
compared to a near future, suggesting that temporal distance facilitates abstract 
processing. 
 The second dimension is space. In an experiment involving spatial distance it was 
proven that people use more abstract words to describe a spatially distant event, than 
when they describe a spatially near event. 
 The third dimension is social distance. According to it, the less similar someone is 
to oneself, the more socially distant they seem. Therefore, it could be said that the 
behavior of people dissimilar to someone is represented at a higher level of construal than 
the behavior performed by similar others. A form of social distance is power. Greater 
power increases the social distance, thus, people with greater decision power tend to think 
more abstract than people with less power. 
 The fourth dimension of distance is hypotheticality, or the probability for a 
certain thing to happen. A lower probability event is perceived as more distant. In 
experiments involving CLT it was proved that people in the high probability group give 
more detailed description than people in the low probability group. Also, people in the low 
probability group perform better a task, as they picture better the overall task. But for this 
group it is harder to recognize the missing individual elements in a task, than for the 
people in high probability groups. 
 According to Liberman et al. (2007a), future temporal distance involves saving, 
investing in durable goods, buying things for future use, taking actions for future goals, etc. 
Past temporal distance involves the feeling of regret. For distal spatial distance, internet 
shopping is a good example. Social distance involves advising others, deciding for others, 
buying presents, etc. Hypotheticality involves things with uncertain outcomes, like 
gambling. Even more, temporal distance increases the weight of desirability relative to 
feasibility, and enhances positivity, i.e. people are more positive about distant future 
events. Social distance, on the other hand, reduces positivity, i.e. people from the same 
group are perceived better than people from outer-groups. 
 People search for information differently, depending on weather it is near of 
future. Distant future searches are made within dimensions, but near future searches are 
made within alternatives. This is why proximity can increase sensitivity to context. 
Distance encourages the consideration of alternatives in a top-down manner, from most 
abstract to most concrete, and reduces the consideration of alternatives generated by their 
context. For example, for distant events, people use more abstract words to describe them 
than for near events. 
 Also, distance can increase the range of the alternatives considered, because they 
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are generated on a given dimension, i.e. if the dimension of the alternative is high, then 
distance would enhance the generation of alternatives. For example, depending on the 
construal, reading a book could be replaced with conducting a research (a different way to 
broaden one’s horizons), or with reading a magazine (another way to get entertained). 
Alternatives are real, but attributes are abstracted from alternatives, this is why people’s 
way of search (based on attributes or alternatives) depends on their temporal distance 
from the decision. Thus, distance enhances the tendency to search within attributes and 
reduces the tendency to search within alternatives. 
 
 
8.2 Implications of Construal Level Theory  
 
 
Liberman et al. (2007b) point out the following implications which result from 
CLT. First of all, it could be said that words are abstract, while pictures are concrete. 
Therefore, pictures are better processed when they are psychologically near, and words are 
better processed when they are psychologically distant. Processing is most efficient when 
there is a congruency between the portrayed distance and the presentation medium. 
 As an event’s distance influences the way that event is perceived, so the 
manipulation of construal affects the perception of distance. In other words, psychological 
distance and construal level influence one another. As psychological distance increases, 
construal level becomes more abstract, and as the level of abstraction increases, the 
perception of the psychological distance also increases. Distance influences also the 
evaluation of products. For example, participants thinking to purchase in the distant 
future were more satisfied when the primary, central feature was good and the secondary, 
peripheral one was poor, but there was no difference for near future purchase intentions. 
 As psychological distance increases, desirability concerns become more important 
than feasibility concerns. In other words, attractiveness increases over time for objects 
desirable, but hard to obtain, and decreases over time for objects less desirable and easy to 
obtain. For low probability events also, participants prefer the high desirability/low 
feasibility option over the low desirability/high feasibility option. This is why feasibility 
related information has a big influence only for near future purchase intentions and 
highlighting temporally appropriate aspects of an event at the time consumers make their 
decisions results in a greater value associated with consumers’ choice. In this case, 
consumers are also willing to pay more for the product. 
 Prediction is also influenced by distance, in the sense that predictions about 
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distant future events are based more on theory than near future events’ predictions. 
According to CLT, trends represent a high-level abstract rule, and the deviations from 
trends represent low-level concrete exceptions. Thus, in a distant spatial condition people 
base their predictions on general trends. 
 Arguments against an action are subordinate to arguments for an action. 
Therefore, pros become more important as temporal distance from the action increases, 
and cons are more important when temporal distance from the action decreases. This way, 
consumers find it more difficult to generate cons for a distant future issue, and have more 
favorable attitudes for an action occurring in the future. 
 Similarly, a distant perspective encourages idealistic values, while a proximal 
time perspective encourages pragmatic concerns. Therefore, for distant future purchase 
intentions product evaluations increased when the messages included a value related 
argument. For near future purchase intentions value-related features had no effect. 
 Alignable attributes have different levels but are common in all alternatives. 
Non-alignable attributes do not have a corresponding attribute in other alternatives. 
Temporal distance shifts evaluations and choice toward non-alignable better options over 
the alignable better option. This means that people rely on non-alignable attributes when 
making decisions with future consequences. 
 Following the CLT predictions, behavior is based more and more on high-level 
construal aspects as psychological distant increases. Because values and other general 
attitudes are high-level construals, they are applied in psychological distant situation more 
than in psychological near situations. In other words, people’s general attitudes are better 
predictors of behavioral intentions for distant future opportunities, more than for near 
future opportunities. Also, when different values are relevant for a psychological distant 
situation, the value closest to the person’s central values will be chosen. For psychological 
near situations no such difference has been noticed. 
 Consumers’ impatience is defined as the preference by consumers for smaller, 
sooner benefits over larger, later ones. According to CLT predictions, the longer the time 
span is, the more the impatience decreases. In other words, for distant events individuals 
use high level construals to form their predictions, evaluations and behavioral intentions, 
but for near events individuals use low-level construals to make their decisions. An 
implication is that distance dimensions should be interrelated. It should be also taken into 
account that when these dimensions are congruent in terms of psychological distance, 
then people perform tasks easier. 
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 Liberman et al. (2007a) state that so far it hasn’t been researched how the 
different distance dimensions interact. Based on CLT, distance dimensions are 
interchangeable, so it could be said that the impact of one dimension is reduced when 
combined with other dimensions. For example, temporal distance would have less impact 
on the advice given to another person than on one’s own decisions. In the same way, 
temporal distance has less impact on a geographical distal event than on a geographical 
proximal event. 
  CLT predicts that people are more satisfied and make better decisions when 
distance matches the type of decision problem. An example is making feasibility-related 
decisions for near future, and desirability-related decisions for distant future. According to 
CLT, messages about distal entities like future times, other places, other people, 
hypothetical events, etc. are more persuasive when they emphasize higher level aspects 
and de-emphasize lower level aspects. CLT states that distant past and distant future 
generate high-level perspectives, while recent past and recent future generate low-level 
perspectives. This is why people are inclined to try to achieve a sub-goal as commitment to 
a higher goal, when that sub-goal is temporally distant than near. 
 
 
Liberman and Förster (2009a) examine in their paper the CLT prediction 
according to which high perceptual construal enhances the perceived egocentric 
psychological distance. The results prove that thinking at a global level made participants 
feel bigger distances in time, space, social distance and probability. Thinking at a local 
level had the opposite effect. Egocentric distances are the distances emerged from the 
experienced self in the here and now.  
 The research looks in turns at the effect of perceptual level of construal on 
temporal distance, on spatial distance, on social distance, and on probability. Time is 
unidimensional, i.e. it can be represented on a single line from past to future. This is why 
the distance between two points is determined by their distance to a third point. Because 
space has two dimensions, not considering the height dimension, this distance can be 
calculated by knowing the distance between the two points, and the distance between 
them and a third point. It is more complicated to calculate social distance because it is not 
objective, i.e. the social distance one person feels for another may be different from the 
distance the second person feels for the first person. This is why participants were asked to 
estimate the distance between them and another person, as well as the distance between 
two other people. Hypotheticality was defined as being greater, the less likely was an event 
to happen. 
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The results show that there was no effect for temporal distances not from now, 
spatial distances not from here, social distances not from the self, and hypothetical 
distances that don’t involve an experienced reality.  In other words, this paper 
demonstrates that showing the global picture, and not its details, makes people perceive 
bigger egocentric distances, but has no effect on how they perceive non-egocentric 
distances. An event is psychologically distant when it is not part of one’s direct experience. 
The findings in this paper support the idea that psychological distance is 
egocentric. Based on this, the following research directions are presented. First, the effect 
of level of construal on distance estimates may be moderated by mentally shifting the 
reference point. Second, the effect of involvement on estimated distance is mediated by 
the global versus local processing. Third, mental travel can be affected differently by the 
local versus global processing. Fourth, the differences in the structure of the four distances 
might have different effects on the level of construal. Fifth, the variables which have been 
related to global and local thinking could be also used for psychological distance. 
 
 
In their second paper, Liberman and Förster (2009b) examine the effect of 
psychological distance on the level of perceptual construal at a semantical level. The first 
study is about temporal distance, the second is about spatial distance, and the third is 
about social relations distance. The results show that distant construals facilitate the 
perception of global letters, while proximal construals facilitate the perception of local 
letters. 
Study 1 showed that a distant temporal perspective increases the focus on the 
global picture. Study 2 confirmed that spatial distance encourages global perceptual 
processing and discourages local perceptual processing, and focusing on spatial proximity 
has the opposite effect. Study 3 also proved that the use of distant social relations 
increased the focus on global perspective, and the use of close social relations reduced it. 
These studies show that thinking of temporally, spatially and socially distant 
events made the participants respond faster to global letters and slower to local letters. 
Thinking of proximal events produced the opposite effects. This is why this paper proves 
that psychological distance and the level of construal are associated both semantically and 
perceptually. 
 
 
 Most of the literature on CLT looks at the degree of overlap between one’s self and 
other person, place or point in time, but in their paper, Williams and Bargh (2008) study 
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how people’s thoughts are influenced by perceptual and motor representations of physical 
distance, without any reference to their self. The results obtained from four studies show 
that compared to the close spatial distance frame, the far spatial distance frame led to 
more enjoyment of media depicting embarrassment, less emotional distress from 
watching violent media, a lower estimation of the calorie numbers in unhealthy food, and 
less emotional attachment to family and hometowns. 
 This study also proved that people’s experience can be influenced by perceptual 
and motor representations of spatial distance, without direct self-reference. The framing 
of spatial distance influenced the emotional impact of the message, the affective 
judgments of people regarding unhealthy food (but not healthy food), as well as the 
strength of their emotional attachments. Spatial distance influences the cognitive 
processes related to evaluation and affect, and its effects are greater than CLT can explain. 
This is because the perceived distance can moderate the emotional intensity of stimuli, 
and can be activated by physical cues which are not related to one ’s self. Thus, distance 
cues are very important in the physical environment because they can form people’s 
judgments and affective experiences. This study also shows that physical environment can 
influence the perceived distance without one’s awareness. 
 
 
 Although not empirically tested, Carrillat and Legoux (2008) propose a series of 
research hypotheses based on the theoretical predictions of Construal Level Theory (CLT), 
according to which consumers’ event representations are significantly altered by the 
psychological distance between the consumer and that event. They also propose a 
conceptual framework for understanding the effectiveness of sponsorship in improving 
attitudinal and behavioral responses in case of temporal, geographical, and cultural 
dimensions of psychological distance. 
 According to them, temporal, geographical and cultural distances influence the 
traditional view in sponsorship research in the sense that a congruent event-sponsor 
association is positive for the sponsor, but an incongruent association is negative. So far, 
the written literature investigated mostly the temporal dimension of psychological 
distance. This is why this study proposes the investigation of the joint effect of temporal 
and geographical distances on consumers’ responses to sponsorship programs.  
 Based on previous literature, psychological distance and articulation of the 
event/sponsor association are proposed to be moderators of the relationship between the 
degree of event-sponsor congruence/incongruence and attitudes toward the sponsorship, 
attitude toward the sponsor, as well as purchase intention of the sponsor’s products.  
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Cornwell (2006) defines articulation as the explanation of the link existing 
between the event and its sponsor to develop meaning in consumers’ mind. The following 
research propositions have been presented: 
 
 Propositions 
P1a In the case of an incongruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less negative when the event will take place in the 
distant future than when it will take place in the near future 
 
P1b In the case of an incongruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less negative when the event will take place in a 
distant location than when it will take place in a near location 
 
P2a In the case of a congruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less positive when the event will take place in the 
distant future than when it will take place in the near future 
 
P2b In the case of a congruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less positive when the event will take place in a 
distant location than when it will take place in a near location 
 
P3a In the case of an incongruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less negative when the event will take place in the 
distant future and in a distant location than when it will take place in the near 
future and a near location 
 
P3b In the case of a congruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less positive when the event will take place in the 
distant future and in a distant location than when it will take place in the near 
future and a near location 
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P4a In the case of an incongruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less negative when the event will be culturally 
distant from the audience than when it will be culturally proximal to the 
audience 
 
P4b In the case of a congruent event-sponsor association, consumers’ attitudes 
toward the sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the 
sponsor’s products will be less positive when the event will be culturally distant 
from the audience than when it will be culturally proximal to the audience 
 
P5a The moderating effect of articulation on the relationships between an 
incongruent event-association and consumers’ attitudes toward the 
sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the sponsor’s 
products will be negative when the event will take place in the distant future 
whereas it will be positive whereas it will be positive when the event will take 
place in the near future 
 
P5b The moderating effect of articulation on the relationships between an 
incongruent event-association and consumers’ attitudes toward the 
sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the sponsor’s 
products will be negative when the event will take place in a distant location 
whereas it will be positive whereas it will be positive when the event will take 
place in a near location 
 
P5c The moderating effect of articulation on the relationships between an 
incongruent event-association and consumers’ attitudes toward the 
sponsorship, toward the sponsor, and intentions to purchase the sponsor’s 
products will be negative when the event will be culturally distant from the 
audience whereas it will be positive whereas it will be positive when the event 
will be culturally proximal to the audience 
RQ1 In the case of an incongruent event-sponsor association in the distant future 
and a near location or in a distant location and in the near future, what will 
consumers’ attitudes toward the sponsorship, toward the sponsor, and 
intentions to purchase the sponsor’s products be across articulation 
conditions? 
63 
Figure 14  
A Conceptual Model of the Role of the Level of Psychological Construal 
 in Sponsorship Effectiveness 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Source) Carrillat and Legoux (2008), pp. 44. 
 
 At the time this paper was published, no study has explored the impact of 
psychological distance on the influence the fit between the sponsor and the event has on 
consumers’ responses to sponsorship programs. Therefore, this paper proposes that 
psychological distance diminishes the role of event-sponsor congruence. 
 
 
9. Research on Temporal Orientation 
 
 
9.1 Definition of Temporal Orientation 
 
 
Temporal orientation theory states that people have individual differences in how 
they perceive their world depending on past, present or future. Thus, people are classified 
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as future-oriented, present-oriented, and past-oriented. Holman and Silver (1998) said 
that temporal orientation represents a chronic tendency to focus on the past, present, or 
future. 
The literature has found key differences between the future-oriented and 
present-oriented consumers in regard to their behavior, but not so clear differences for 
past-oriented consumers, this is why most of the papers researching the effect of temporal 
orientation on advertisements success focus only on present and future temporal 
orientation. Bergadaa (1990) found that present oriented consumers adopt a more 
reactive approach to life and future oriented consumers plan and feel responsible for their 
own future. Walsh (1995) found that present oriented consumers are susceptible to 
impulse buying and seek to satisfy immediate wants. Future oriented consumers have a 
more considerate approach to consumption. They plan and think how spending behavior 
affects those plans. Zimbardo and Boyd (1999) found that temporal orientation can 
influence the encoding and retrieving of information from memory, the use of goals, and 
the forming of expectations. 
 
 
9.2 Temporal Orientation and the Construal Level Theory 
 
 
Brett et al. (2009), look at how temporal orientation, temporal construct and 
product attribute importance influence the evaluation of advertisements. The first study 
shows that future oriented consumers prefer ads which highlight primary product 
attributes and show products to be released in the distant future. Present-oriented 
consumers react better to ads which highlight secondary product attributes and show 
products to be released in the near future. The second study shows that the perceived 
usefulness of the attribute information mediates consumer attitudes. The researched 
hypotheses have been summarized in the following table:  
 
 Hypotheses Results 
H1a For future-oriented participants, an advertisement featuring a 
distant-future temporal construal with primary attributes will 
result in more favorable attitudes toward the ad, brand attitudes, 
and purchase intentions than ads featuring other temporal 
construal-attribute type combinations 
 
Supported 
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H1b For present-oriented participants, an advertisement featuring a 
near-future temporal construal with secondary attributes will result 
in more favorable attitudes toward the ad, brand attitudes, and 
purchase intentions than ads featuring other temporal 
construal-attribute type combinations 
Supported 
H2a Future-oriented participants will generate more attribute thoughts 
when exposed to a distant-future advertisement than when exposed 
to a near-future advertisement 
Supported 
H2b Present-oriented participants will generate more attribute thoughts 
when exposed to a near-future advertisement than when exposed to 
a distant-future advertisement 
Supported 
H2c Future-oriented consumers will generate more favorable attribute 
thoughts when exposed to a distant-future advertisement featuring 
primary attributes than when exposed to ads featuring other 
temporal construal-attribute type combinations 
Supported 
H2d Present-oriented consumers will generate more favorable attribute 
thoughts when exposed to a near-future advertisement featuring 
secondary attributes than when exposed to ads featuring other 
temporal construal-attribute type combinations 
Supported 
H3 Diagnosticity mediates the effects of temporal orientation, temporal 
construal and attribute importance on attitude toward the ad, 
brand attitudes, and purchase intentions 
Supported 
 
Diagnosticity means consumers’ subjective assessment of the level to which 
information is perceived as useful in making the judgment. The sample was comprised of 
348 students. The measured independent variables were temporal construal, attribute 
importance, and temporal orientation. The dependent variables were the attitude toward 
the brand, attitude toward the ad, purchase intentions, cognitive responses, i.e. specific 
attribute-related thoughts, ad or brand-related thoughts, and irrelevant thoughts. Ad 
involvement and product knowledge were also measured. 
 The results show that future oriented consumers are more favorable to 
distant-future ads with primary attribute information. They also have more positive 
thoughts about attributes when viewing primary attributes in distant future. 
Present-oriented consumers respond better to near-future ads with secondary attribute 
information. They have more positive thoughts when viewing secondary attributes in the 
near future. 
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 Study 2 confirms the generalizability of the results found in Study 1, except for 
hypotheses H1a and H3, which were only partially sustained. In other words, the results 
suggest that the temporal congruency between consumers’ temporal orientation and the 
temporal distance presented in the ad amplifies the effects predicted by the temporal 
construal theory. Also, evaluations of the ad types are mediated by the perceptions of the 
diagnosticity, when there is temporal congruency. 
 In conclusion, distant future ads are useful when targeting future oriented 
consumers and near future ads should target present oriented consumers. This is why ads 
should specify clearly the dates, in order to facilitate the appropriate temporal 
representation in consumers’ minds. Also, for future oriented consumers should be used 
channels which discuss investments and retirement, because they tend to think and plan 
the future. For present oriented consumers ads should be placed in environments which 
discuss leisure activities.  A limitation of this study is that high and medium involvement 
products (mobile phone and MP3 player) were used for the research. For low-involvement 
products, the results found here might not apply.  
 
 
Agerström and Bjorklund (2009) show that greater temporal distance of an event 
results in greater moral concern. With the help of three experiments it has been found that 
people tend to judge more other’s distant-future moral behavior than near-future moral 
behavior. Also, people tend to attribute distant future behavior to abstract dispositional, 
and near future behavior to concrete situational causes. This attribution bias has been 
found to be partially responsible for the effect o temporal distance on moral judgments. 
 This study extends the literature about construal level theory to the field of 
morality. It looks at how temporal distance changes the moral judgments people make 
about others and their intentions to act socially responsible. The first experiment 
examines the impact of temporal distance on moral judgment of other people. The results 
supported the hypothesis that people have more negative attitudes to others’ morally 
questionable behaviors when these take place in distant future as compared to near future. 
Specifically, they make harsher evaluations of individuals who don’t behave altruistically 
in a temporally distant situation. 
 The second experiment was done in order to examine whether people tend to 
behave more altruistic in distant-future events than in near-future events. As hypothesized, 
people have more altruistic behavior intentions for distant-future versus near-future 
events.  The third experiment shows that the effect of temporal distance on moral 
judgment is mediated by the extent to which morally questionable behavior is perceived as 
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being dispositionally caused, and not situationally caused. As hypothesized, due to 
temporal distance influence on moral judgment, people attribute distant-future behavior 
to abstract dispositional causes, and near-future behavior to situational causes. 
 This paper complements the paper of Eyal, Liberman and Trope (2008), which 
shows that taboo behavior is perceived more wrong as the temporal and social distance 
increases. In additions it shows that temporal distance also increases behavioral 
intentions to act pro-socially. 
 It also examines affective reactions, showing that they increase with temporal 
distance. This is contrary to the common assumption that affective experiences decrease 
with temporal distance. One reason could be that the emotion measured here is 
empathetic anger, which could be a high level construal because it requires going beyond 
one’s own experience, as compared to low-level emotions, like hunger, which is related to 
one’s own immediate. 
 Furthermore, the findings in this research support the assumption that people 
tend to attribute distant-future behavior to abstract, global dispositions, and near-future 
behavior to concrete situational factors. It is also in agreement with the results found by 
Kivetz and Tyler (2007), who found that the ideal self where intrinsic values and 
principles are influential is activated by distal time perspective, and the pragmatic self, 
characterized by practical considerations and rewards is activated by a proximal time 
perspective. In conclusion, the effects of temporal distance could be used to positively 
influence behavior intentions by framing messages in distant future, although in order to 
prove it, this requires further research. 
 
 
 Kees et al. (2010) look at the effects of message framing and consumer temporal 
orientation on perceptions, attitudes and behavioral intentions. It is comprised of two 
studies which examine goal pursuit strategies framed in advertisements, chronic 
regulatory focus, and individual differences in consideration of future consequences 
(temporal orientation), in the context of health advertising. 
The chronic regulatory focus means a stable individual difference variable. From 
this point of view, for a message to be persuasive it can be framed in either eager means 
(the frame focus is on achieving success) or in vigilant means (the frame focus is on 
preventing failure). According to Aaker and Lee (2006), regulatory fit means the 
―increased motivational intensity that results when there is a match between the manner 
in which a person pursues a goal (the goal pursuit strategy) and his or her goal 
orientation‖. Promotion-focused consumers are influenced by the presence or absence of 
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positive outcomes, and prevention-focused consumers are influenced by the presence or 
absence of negative outcomes (Lee and Aaker, 2004). For Study 1 the hypotheses were 
summarized in the following table:  
 Hypotheses Results 
H1 Attitude toward the advertisement will be more positive when the 
goal pursuit strategy in the ad is framed in eager means rather 
than in vigilant means 
Supported 
H2 Consumers with a high consideration for future consequences will 
report (a) more positive attitudes toward the advertisement, and 
(b) higher perceptions of risk than consumers with low 
consideration for future consequences 
Not 
Supported 
H3a Temporal orientation (i.e. consideration of future consequences) 
will moderate goal pursuit strategies effects. When the ad message 
is framed to focus on eager rather than vigilant means to achieve a 
goal, consumers with a low consideration for future consequences 
will report (a) more positive attitudes toward the ad. In contrast, 
consumers with a high level of consideration for future 
consequences will be less sensitive to the goal pursuit strategies 
manipulation in the ad message and will report similar risk 
perceptions and attitudes toward the ad across the goal pursuit 
strategy condition 
Supported 
H3b Temporal orientation (i.e. consideration of future consequences) 
will moderate goal pursuit strategies effects. When the ad message 
is framed to focus on eager rather than vigilant means to achieve a 
goal, consumers with a low consideration for future consequences 
will report (b) higher levels of perceived risk toward the ad. In 
contrast, consumers with a high level of consideration for future 
consequences will be less sensitive to the goal pursuit strategies 
manipulation in the ad message and will report similar risk 
perceptions and attitudes toward the ad across the goal pursuit 
strategy condition 
Supported 
H4 High levels of perceived risk will result in more positive 
evaluations of the advertisement (i.e. a higher attitude toward the 
advertisement) 
Supported 
H5a Perceived risk will mediate the effect of (a) consideration for future 
consequences on consumers’ attitude toward the advertisement 
Not 
Supported 
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H5b Perceived risk will mediate the effect of (b) the moderating effect 
of consideration for future consequences on consumers’ attitude 
toward the advertisement 
Supported 
 
The findings show that the ad-framing effect on goal pursuit strategies is 
moderated by consumers’ temporal orientation. Also, the framing of the goal pursuit 
strategies affects consumers’ attitudes toward the ad, and is moderated by consumers’ 
temporal orientation and consumer risk perception. It was also found that the fit between 
the framing of goal pursuit strategies and consumers’ chronic regulatory focus increases 
the effectiveness of the advertisement, but this fit is moderated by consumers’ temporal 
orientation.  
 In other words, for the promotion focused sample, the ads emphasizing on eager 
goal pursuit strategies were better evaluated that the ads framed as vigilant goal pursuit 
strategies. Furthermore, the effects of goal pursuit strategies on ad evaluation depends on 
the degree to which individuals are influenced by their behavior’s potential future 
consequence and their perceived level of risk related to the topic described in the 
advertisement. Consumers with a high consideration of future consequences were less 
affected by the framing of goal pursuit strategies and the interaction effect on attitude 
toward the ad was mediated by the perceived level of risk. Consumers with low 
consideration of future consequences rely more on heuristics, such as message framing, to 
evaluate the ad message. 
In order to generalize the findings of Study 1, Study 2 was conducted on a sample 
of non-students. The respondents in the eager means condition perceived that the ad was 
focused more on achieving goals, and respondents in the vigilant mean condition 
perceived that the ad focused more on preventing risks. The following table summarizes 
the hypotheses: 
 
 Hypotheses Results 
H6 Chronic regulatory focus will moderate goal pursuit strategy 
effects. Chronically promotion-focused consumers will report 
higher (a) attitude toward the ad, (b) perceived persuasiveness, 
and (c) behavioral intentions when the ad message utilizes eager 
means (versus vigilant means). In contrast, chronically 
prevention-focused consumers will evaluated the ad more 
positively when the ad message utilizes vigilant means (versus 
eager means) 
Supported 
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H7 Temporal orientation (i.e. consideration of future consequences) 
will interact with chronic regulatory focus and goal pursuit 
strategies. Consumers with low consideration of future 
consequences will report higher levels of (a) attitude toward the 
ad, (b) perceived persuasiveness, and (c) behavioral intentions 
when there is a fit between chronic regulatory focus and the goal 
pursuit strategies used in the advertisement. This effect will be 
reduced or eliminated for consumers with high consideration of 
future consequences 
Partially 
Supported 
 
 In other words, consumers with low consideration for future consequences had 
higher behavioral intentions when there was a fit between the goal pursuit strategies of the 
ad and their chronic regulatory focus. This result didn’t apply for consumers with high 
consideration for future consequences. 
 In summary, this paper examined what types of message framing techniques are 
most effective in health advertising context and the possible mediators and moderators of 
these effects. Consumers’ evaluations were tested using ads framed in eager and vigilant 
goal pursuit means. The findings show that the effectiveness of these framing techniques 
depends on consumers’ temporal orientation, the perceived level of risk related to the ad 
topic, and their chronic regulatory focus: consumers with a chronic promotion focus favor 
eager means messages, and consumers with a chronic prevention focus prefer vigilant 
means messages.  
The attitude toward the ad and the behavioral intentions are positively influenced 
when there is a fit between consumers’ chronic regulatory focus and the goal pursuit 
strategy of the advertisement. This is why it could be said that in a purchasing situation, as 
the temporal distance from the purchase increases, ads emphasizing the product benefits 
are more effective than ads featuring a prevention focus. Also the fit effects depend on 
consumers’ temporal orientation, as it can influence the behavior intentions of present 
oriented consumers but has no effect on the behavior intentions of future-oriented 
consumers. The finding that temporal orientation can influence message framing effects is 
important for advertisers because it has been found that it also correlates with some 
demographic variables such as education level and income. 
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Heintz Tangari et al. (2010) wrote a paper composed of two experiments in order 
to study the influence of consumers’ temporal orientation on the framing of needs and 
responses in CRM campaigns. The following results have been obtained: consumers’ 
present and future temporal orientation moderates the influence of the proximal and 
distal temporal framing within the ad for a CRM campaign on attitudes and purchase 
intentions. Even more, a three way interaction between the attitude toward the CRM 
campaign, the brand attitude and purchase intentions was discovered, with the CRM 
campaign mediating the effect of this interaction. 
In Study 1 it is discussed the interaction of the advertisement’s temporal framing 
and consumers’ temporal orientation with attitudes toward the cause-brand alliance, the 
brand and intentions to buy the advertised products. Thus, it is hypothesized that the 
temporal framing of CRM will be dependent on the individual’s temporal orientation and, 
for future oriented consumers, a more rapid response from the company will be perceived 
in the same way as a long-term response. The hypotheses are summarized in the following 
table: 
 
 Hypotheses Results 
H1 The effects of the temporal frame of a corporate response on 
purchase intentions and brand attitude will be moderated by 
consumers’ temporal orientation 
Supported 
H1a Consumers that are present oriented will have higher intentions and 
brand attitudes when the ad is framed in terms of a proximal (rather 
than distal) corporate response 
Supported 
H1b For consumers that are future oriented, there will be no difference in 
purchase intentions and brand attitudes across the temporal 
framing conditions 
Supported 
  
 Next, two versions of an advertisement for a product were designed: one with a 
proximal corporate response, and one with a distal corporate response. This 
advertisement described that the money gathered from the sale of the product would be 
donated to the American Heart Association. 
 The temporal orientation of the participants was measured with a scale made of 
15 items and proposed by Lasane and Jones (1999). The items were grouped into three 
factors (past, present and future oriented) and were measured on a 7 point scale. 
Participants were categorized to the factor to which they had the highest mean score. The 
survey sample was comprised of 179 participants geographically dispersed who entered 
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into a prize drawing in exchange for their participation. Their age ranged from 27 to 79, 
the median household income was between $40,000 and $60,000, while 65% of them 
were female. The dependent variables were the attitude toward the brand and the 
intention to purchase the product advertised. In order to measure the attitude toward the 
brand, a three-item, seven-point scale was used, which asked: ―My attitude toward the 
brand is…‖ (negative/positive, unfavorable/favorable, bad/good). The purchase intentions 
were measured on a seven-point scale, which asked: ―I would consider purchasing this 
brand in order to provide help to the cause‖ with ―strongly agree/strongly disagree‖ 
answers. 
 The results after the t-test was performed were that the framing of corporate 
response influences the attitude toward the brand and the purchase intentions. 
Participants’ age was significantly negatively correlated with the attitude toward the brand 
and to the purchase intentions, but was not correlated with the temporal orientation of 
respondents. One reason why older consumers had less positive attitudes toward the 
brand and purchase intentions, might be that they are more skeptical about the motives of 
the company.  
 Following, MANCOVA was performed and ANOVA to test the simple effects. The 
result was that present-oriented consumers have a more positive purchase intention when 
the CRM ad includes proximal corporate responses, compared to distal corporate 
responses. For future oriented consumers there was no significant difference. Also, 
present oriented consumers have more positive brand attitudes when the CRM ad 
presents the corporate response in proximal terms, compared to when it is presented in 
distal terms. Again, there was no significant difference for future oriented consumers. The 
questions unanswered in this study were that the social need presented in CRM messages, 
as well as the corporate response, can vary. Also, consumers’ attitudes toward the 
campaign can influence their purchase intentions. 
 In Study 2 consumers’ temporal orientation was considered in relation with the 
temporal framing of both the societal need and the corporate response. Also, it was 
researched mediating role of the attitude toward the campaign between the framing effects 
and brand attitude and purchase intentions. In accordance with construal level theory, 
present oriented consumers tend to place less value on the benefits of responses to 
long-term problems, thus, it can be said that consumer’s temporal orientation has a 
moderating effect. 
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 Hypotheses Results 
H2 A societal need framed in distal terms coupled with a corporate 
response framed in distal terms leads to more favorable (a) 
attitudes toward the campaign, (b) brand attitude, and (c) 
purchase intentions for consumers with a future orientation 
compared with consumers with a present orientation 
a) Supported 
b) Supported 
c) Supported 
H3 A societal need framed in distal terms coupled with a corporate 
response framed in proximal terms leads to more favorable (a) 
attitudes toward the campaign, (b) brand attitude, (c) purchase 
intentions for consumers with a present orientation compared 
with those with a future orientation 
a) Supported 
b) Not 
Supported 
c) Supported 
H4 Attitude toward the CRM mediates the moderating influence of 
consumers’ temporal orientation on (a) purchase intentions and 
(b) brand attitude 
d) Supported 
e) Supported 
 
 The dependent variables were the attitude toward the campaign, the attitude 
toward the brand, and purchase intentions of the brand. Using MANOVA, there was found 
a significant three-way interaction between the attitude toward the campaign, brand 
attitude, and purchase intentions. Also, future oriented consumers had a more positive 
attitude toward the campaign and higher purchase intentions than present oriented 
consumers, when the ad was framed with a distal social need and a distal corporate 
response. Present-oriented consumers appreciate more immediate action, even though the 
societal need is not immediate. 
 When the ad was framed using a proximal social need and a distal corporate 
response, there was no significant difference between future oriented consumers and 
present oriented consumers regarding brand-cause alliance and brand attitude, and 
purchase intentions. Although it isn’t entirely statistically significant, Study 2 has also 
shown that for present oriented consumers an incongruent combination of temporal 
proximal response with temporal distal need and temporal distal response with temporal 
proximal need has a positive effect on attitudes toward the CRM campaign and on the 
purchase intentions. For future oriented consumers the opposite is true, i.e. a congruent 
combination of temporal proximal response with temporal proximal need and temporal 
distal response with temporal distal need has a positive effect on attitudes toward the 
CRM campaign and on the purchase intentions. 
The findings of this paper suggest that a proximal need affects both present and 
future oriented consumers in a similar degree. Also, consumers might differ in their 
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temporal orientation depending on their age, education level, and other demographic 
variables. Thus, framing messages according to the target would be a good idea in order to 
maximize the attitude toward the campaign and brand. Still, associating a well-recognized 
cause with the brand is important. 
Directions for future research would be the relationship between age and 
responses to CRM campaigns; the examination of what time periods constitute proximal 
and distal perceptions; whether the perceived importance of the need and the impact of 
the corporate response in correlation with consumers’ temporal orientation can change 
attitudes and purchase intentions for the CRM campaign; and how consumers’ temporal 
orientation affects information processing.   
 
 
The paper of Ledgerwood et al. (2010) looks at both temporal and spatial distance, 
more specifically, at when evaluations would be more or less consistent, or 
context-dependent, based on CLT. They show that the evaluations of a proximal object are 
flexible in the sense that they include other people’s views as well. The evaluation of more 
abstract objects reflect s that person’s ideological values, and are less likely to include 
other social influences. 
 Because the level of construal is influenced by psychological distance, it could also 
be said that distance influences evaluative responses as well. Evaluative flexibility is 
shaped by distance, because of its impact on the mental representations of object attitudes. 
Consequently, the distance dimensions are not the moderators of attitude flexibility, but 
the variables which influence the level at which object attitude is mentally represented. 
 The studies conducted found that the attitudes for near objects are influenced by 
local information from the current social context, but attitudes for distant objects are 
influenced by a global view which is less context-dependent. In other words, people tend 
to incorporate their partner’s opinions more for a near-future, versus a distant-future 
policy, and a concrete thinking frame can align more the attitudes of the partners.  
Temporal distance and abstraction do not simply diminish the relationship 
between evaluation and predictors, but they actually mediate this relationship, depending 
on whether the predictor is contextual or central for the attitude object. In other words, 
distance changes the level at which an attitude object is mentally represented, thus 
influencing the evaluation of that object by determining the extent to which evaluations 
fluctuate when the contextual details are changing. This result leads also to the conclusion 
that individuals’ attitudes can’t be predicted when the attitude object is distant, because 
they would not care anymore about the attitude object. Even more, temporal distance 
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decreases the extent to which a contextual, and not a central, factor predicts the evaluation 
of an attitude object. 
The studies conducted proved that distance doesn’t make people have weaker 
attitudes toward the object, but makes them evaluate that object in a different way when it 
is distant as compared to when it is proximal. Thus, it could be said that local evaluations 
are useful for creating a shared view for the present setting, and global evaluations are 
useful for creating a shared view for ongoing and important social relationships. 
Furthermore, global evaluations may change when an important long-term partner, or 
inner-group move from one relationship to another. In conclusion, because many times it 
is useful to focus on the present situation when acting in the ―here and now‖, but not when 
acting in the ―there and then‖, distance cues tend to influence the extent to which an 
evaluation summarizes local or global information. 
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III. Study 1: The Effect of Psychographics 
on Japanese Consumers’ Support for 
Social Causes 
 
 
1.  Hypotheses Development 
 
 
The present study proposes to show the importance of psychographics in CRM, 
on Japanese consumers, using empirical data. The basis of this study is the research of 
Youn and Kim (2008), which shows the importance of psychographics in CRM on 
American consumers, by using secondary data.   
 
 
1.1 Demographic Factors 
 
 
According to the study conducted by Ross et al. (1992), men had less favorable 
attitudes toward CRM, than women. They were more concerned that the firm might be 
exploiting the cause, and they were less willing to support the cause in a traditional 
manner, as compared to women. Webb and Mohr (1998) write that mostly women are 
positive toward firms supporting social causes through CRM programs, but they would 
use traditional criteria like price, quality and convenience to actual purchase products. In 
other words, they are not highly involved in the CRM issue. Berger et al. (1999) find that 
women have more positive attitudes and higher purchase intentions for brands that use 
cause-related advertising than have men. Therefore, hypothesis H1 is formulated as 
follows: 
 
H1: Women will have more positive intentions to support social causes than will men. 
 
Youn and Kim (2008) state that younger people show bigger support for CRM. 
Also, Berger et al. (1999) find that educational and environmental themes are important 
for students. Therefore, hypothesis H2 is formulated as follows: 
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H2: Young consumers will have more positive intentions to support environmental and 
cultural/sports themes, than to support children and social welfare themes. 
 
 
1.2 Psychographic Factors 
 
 
Youn and Kim (2008) find that people with external locus of control have more 
positive attitudes toward CRM. Locus of control is defined as being people’s belief that 
their actions can lead to predictable outcomes (Youn and Kim, 2008). People with 
external locus of control believe that they cannot control their lives, and that luck of fate 
play an important role in everything that happens to them. 
 
H3: People with external locus of control will have more positive intentions to support 
social causes than will people with internal locus of control. 
 
 Also, previous research has shown that interpersonal trust is positively associated 
with altruistic behaviors (Youn and Kim, 2008). Bigné-Alcañiz et al. (2009) find that 
altruistic attributions are the most important for brand credibility in CRM, because 
consumers perceive that the brand is trying to appear socially responsible. Altruists use 
more the altruistic attributions than non-altruists. Non-altruists form their judgments on 
the compatibility between the social cause and the brand. 
 
H4: People with high interpersonal trust will have more positive intentions to support 
social causes than will people with low interpersonal trust. 
 
Webb and Mohr (1998) state that skeptics try to ignore the CRM programs, but 10 
years later, Youn and Kim (2008) find that people who are skeptic about advertisements 
show a greater support for CRM. Singh et al. (2009) show that the higher the familiarity 
with the CRM claim, the less negative effect has the advertising skepticism on claim 
credibility. 
 
H5: People with high advertising skepticism will have more positive intentions to support 
social causes than will people with low advertising skepticism. 
 
Webb and Mohr (1998) found that socially concerned consumers have positive 
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attitudes toward CRM programs and support CRM programs actively. They are highly 
educated people. Because they have strongly formed opinions they actually boycott 
companies which support causes that conflict with their personal values. 
 
H6: People with high social responsibility will have more positive intentions to support 
social causes than will people with low social responsibility. 
 
 Youn and Kim (2008) also show that public self-consciousness and the sense of 
self-responsibility are the best predictors of consumer attitudes toward CRM. This is why 
they are very influential in consumers’ evaluations of CRM campaigns. 
 
H7: People with high public self-consciousness and self-responsibility will have more 
positive intentions to support social causes than will people with low 
self-consciousness and low self-responsibility. 
 
Youn and Kim (2008) find that social networks positively influence the support of 
charitable causes. 
 
H8: People with social networks will have more positive intentions to support social 
causes than will people without social networks. 
 
Cornwell and Coot (2005) find a positive relationship between consumers’ 
identification with the NPO and their purchase intentions. Vaidyanathan and Aggarwal 
(2005) find that persuading consumers to make an active commitment to a cause is an 
essential element for behavioral consistency, i.e. for the willingness to buy a product. Also, 
people who made a commitment to a different cause than that supported by the product 
which they bought behaved in the same way as the people who made no commitment at all.     
Youn and Kim (2008) also show that previous pro-social behaviors such as charitable 
contributions and civic engagement are good predictors of positive attitude toward CRM. 
 
H9: People engaged in pro-social behaviors will have more positive intentions to support 
social causes than will people who were never engaged in pro-social behaviors. 
 
Based on the findings of this research, for each type of cause the specific typology 
of young consumers will try to be formulated. 
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2. Method 
 
 
2.1 Data 
 
 A sample of 103 students enrolled in an undergraduate marketing course was 
used for this study. The research was conducted in November 2009 in a large Japanese 
university in Tokyo. Because this study focuses only on the Japanese consumer typologies, 
the questionnaires completed by foreign students were removed from the sample, so in the 
end the data analysis was done only on 97 questionnaires. The sample was comprised of 
37 (38.1%) female, and 60 male (61.9%) students. 
 
 
2.2    The Research Design 
 
 The questionnaire consisted of two pages. On the first page, after a brief 
explanation of the purpose of the survey, came three questions which measured the 
demographic variables: the gender of the respondent, the region in which the respondent 
graduated the high-school, and whether the respondent lives alone or with her/his 
parents. 
 The graduated high-school region was asked in order to decided whether the 
respondent will be considered to be a Japanese or not. The question whether the 
respondent lives alone or with her/his parents was asked with the purpose to check if 
students living alone show more personal and social responsibility as compared to 
students living with their parents .  
 Following was the question measuring the dependent variables. It asked about 
how willing were the respondents to support each of the four social causes presented: 
child support activities, environmental problems support activities, social welfare and 
health support activities (like aged people, disease prevention, etc), and culture and sports 
related activities. They were measured on a five-point scale: 1=―I don’t want to support it‖ 
to 5=‖I want to support it‖. 
 The four types of social causes were chosen based on the information found on 
the Japanese web-site called e-kokoro. It is a portal which gathers Japanese companies 
wanting to support a social cause, NPOs and NGOs present in Japan, and consumers 
wanting to make social contributions. Based on the information found here, the above four 
social problems were formulated.  Next was asked what causes from those stated in the 
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previous question, if any, did the respondents support until now. 
 On the second page the independent variables were measured in 23 questions. 
These variables were used to determine the psychographic profiles of people who want to 
support social causes. The variables were ―external locus of control‖, ―self confidence‖, 
―public self-consciousness‖, ―interpersonal trust‖, ―advertising skepticism‖, ―personal 
responsibility‖, ―social responsibility‖, and ―social networks‖ (Youn and Kim, 2008). Each 
construct was measured using two or three items, except for ―interpersonal trust‖, which 
was measured with only one item (see Appendix). Each item was measured on a five-point 
Likert scale ranging from 1=‖I disagree‖ to 5=‖I agree‖. Pro-social behaviors were also 
measured here, in the same way. All the items were translated into Japanese and some 
adapted to better fit Japanese realities. 
 
 
2.3 Data Analysis 
 
 At first were calculated the total scores for each item, in order to see which causes 
are most likely to be supported and what are the general psychographics of the analyzed 
sample. The total score for each item was calculated by dividing the score obtained by each 
item with the total possible score. The total possible score is 485 , obtained by multiplying 
the 5 items with 97 respondents. Due to the way it was calculated, a score exceeding 60% 
signifies a positive answer, and a score under 40% signifies a negative answer. After this, 
correlations were performed in order to examine the bivariate relationships between the 
constructs and the intentions to support social causes. 
 
 
3. Results 
 
3.1   Descriptive Statistics 
 
Most of the young people who ever supported a cause were involved in supporting 
environmental causes (32 people), followed by children causes (21 people), social welfare 
and health related causes (19 people), and culture and sports related causes (14 people). 
But the children related causes got the highest score (82.9%) among the causes which 
people would like to support. Environment related causes got a score of 79.4%, welfare 
and health related causes got a score of 74.6%, and culture and sports related causes got a 
score of 74%. Therefore, hypothesis H2 was disconfirmed. 
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Figure 9 
Causes Willing to be Supported 
 
Figure 10 
Supported Causes  
 
Figure 11 
Consumer Psychographics 
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 This suggests that the sample of respondents is generally characterized as being 
engaged in civic activities (81.9%), having social networks (75%), having an external locus 
of control (75.7%), and not being skeptical to advertising. 
 
 
3.2 Young Consumer Typologies  
 
 
Correlation analyses were performed in order to find relationships among 
variables, in six different cases. First, there were analyzed the correlations for the whole 
sample, second, the correlations for those who have never supported a social cause, then 
for those who have supported children, environment, health and cultural causes. 
 
 
3.2.1 General Young Consumer Typologies 
 
After the correlation analysis, only bivariate relationships which corresponded to 
the 5% level of significance were taken into account when creating consumer typologies for 
young people (see Appendix). Therefore, the following typologies are proposed: 
 Young people willing to support children related causes are also willing to support 
welfare & health (p=0.005), and culture & sports (p=0.020) related causes. They have 
internal locus of control, are self confident, have social networks and self responsibility. In 
details, they don’t feel stressed by the world around (p=0.022), they know what they want 
from life (p=0.003), they don’t like to spend much time at home (p=0.019), they like to 
have fun (p=0.023), and they make sure to take fibers in their diet (p=0.042). 
 Young people willing to support environment related causes are also willing to 
support welfare & health (p=0.000), and culture & sports (p=0.016) related causes. They 
have social networks, public self-consciousness, social responsibility, and they are 
advertising skeptics. In details, they like to spend time with their friends (p=0.048), they 
try to look young (p=0.009), they save resources (p=0.016) and recycle (p=0.000), they 
dislike violence on TV (p=0.011) and commercials for alcohol (p=0.026). Also, this 
category is mostly comprised of women (p=0.007). 
 Young people willing to support welfare & health related causes are also willing to 
support children (p=0.005), environment (p=0.000), and culture & sports (p=0.005) 
related causes. They have social networks, public self-consciousness, and social 
responsibility, they are advertising skeptics, and are involved in civic activities. In details, 
83 
they like to spend time with friends (p=0.003), they try to look young (p=0.011), they save 
resources (p=0.007), they dislike commercials for alcohol (p=0.045), and they were 
involved in volunteer activities (p=0.020). 
 Young people willing to support culture & sports related causes are also willing to 
support children (p=0.020), environment (p=0.016), and welfare & health (p=0.005) 
related causes. They have social networks, social responsibility, and are involved in civic 
activities. In details, they like to spend time with friends (p=0.027), they like to have fun 
(p=0.038), they recycle (p=0.026), and they take part in circle activities (p=0.004). 
 Women have higher intentions to support a cause than men only when it comes 
to environment related social causes (p=0.007). For the other types of social support no 
significant difference between men and women could be seen. Therefore, hypothesis H1 is 
only partially supported. 
 
 
3.2.2 Young Consumer Typologies for People Who Have Never Supported Any Type of 
Cause 
 
The following things can be said about young consumers who have never 
supported any type of social cause: 
Young people willing to support children related causes are also willing to support 
welfare & health (p=0.035) related causes. They have public self-consciousness and are 
self confident. In details, they know what they want from life (p=0.009), and they try to 
look young (p=0.013) and different from others (p=0.047). 
Young people willing to support environment related causes are also willing to 
support welfare & health (p=0.017) related causes. They have social networks, public 
self-consciousness, social and self responsibility, and they are advertising skeptics. In 
details, they like to spend time with their friends (p=0.018), they try to look young 
(p=0.003), they save resources (p=0.001) and recycle (p=0.004), they dislike violence on 
TV (p=0.022), and they take care of their wait (p=0.004) and make sure they have the 
right amount of fibers in their diet (p=0.002). 
 Young people willing to support welfare & health related causes are also willing to 
support children (p=0.035), and environment (p=0.017) related causes. They have social 
networks, public self-consciousness, and social responsibility, they are self-confident and 
are involved in civic activities. In details, they like to spend time with friends (p=0.007), 
they try to look young (p=0.013), they save resources (p=0.008), they know what they 
want from life (p=0.021), and they were involved in volunteer activities (p=0.034). 
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 Young people willing to support culture & sports related causes have an internal 
locus of control, as they don’t feel stressed about daily life (p=0.047) and they don’t worry 
about the future (p=0.013). 
 
 
3.2.3 Young Consumer Typologies for People Who Have Supported Children Related 
Causes 
 
The following things can be said about young consumers who have supported 
children related social cause. Those who are willing to support children related causes in 
the future, as well, do not save resources (p=0.036). The young consumers who showed 
the intent to support environment related causes don’t have a clear plan in life (p=0.029), 
but they recycle (p=0.008). Also, they are also willing to support welfare & health 
(p=0.012) and culture & sports (p=0.009) related causes. Those who showed the intent to 
support welfare & health related causes like to spend time with friends (p=0.001) and 
have fun (p=0.007). They also stated their intent to support environment (p=0.012), and 
culture & sports (p=0.005) related causes. 
 
3.2.4 Young Consumer Typologies for People Who Have Supported Environment 
Related Causes 
 
Young consumers who have supported environment related issues showed 
willingness to support culture & sports (p=0.004) related causes. They also don’t like to 
spend much time in the house (0.021), and enjoy being with friends (p=0.004). They 
recycle (0.002) and participate in different circle activities (0.008). Therefore, they have 
social responsibility, social networks, and are engaged in civic activities. 
 
3.2.5 Young Consumer Typologies for People Who Have Supported Welfare and Health 
Related Causes 
 
The following things can be said about young consumers who have supported 
welfare & health related social causes. Those willing to continue their support for this type 
of cause like to spend time with friends (p=0.018) and take care not eat high-cholesterol 
food (p=o.033).  
Also, those willing to support children related causes take care to take fibers in 
their diet (p=0.009), but those willing to support culture & sports related causes do not 
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take care of the level of cholesterol in their food (p=0.021). They also have external locus 
of control, as they feel the world is changing too fast (p=0.014) and are worried about the 
future (p=0.013). Finally, young consumers willing to support the environment are mostly 
women (p=0.016) and they recycle garbage (p=0.006). 
 
3.2.6 Young Consumer Typologies for People Who Have Supported Culture and Sports 
Related Causes 
 
Young consumers who still want to continue their support for culture & sports 
related social causes expressed their willingness to engage in environment support 
activities (p=0.008), and also recycle their garbage (p=0.036). Those willing to support 
environment related causes have external locus of control, as they feel stress in their daily 
lives (p=0.010) and are worried about the future (p=0.024). They dislike violent TV 
programs (p=0.025) and are engaged in volunteer activities (p=0.030). The people willing 
to support children related social causes, as well, are engaged in volunteer activities 
(p=0.012) and make sure to take fibers in their diet (p=0.013).  
 Those willing to support welfare & health related causes have an external locus of 
control, public self-consciousness, and social responsibility, and are engaged in civic 
activities. In detail, they feel stress in their daily lives (p=0.021), they are worried about 
the future (o.000), they want to look different than others (p=0.032), they save resources 
(p=0.002) and recycle (p=0.016), and participate in volunteer activities (p=0.011). 
 The above results can be summarized in the following way. In case of locus of 
control, in general, young consumers showing support for children related causes have 
internal locus of control (p=0.020). Those who have never supported a social cause but 
are willing to support culture & sports related also have internal locus of control (p=o.047 
and p=0.013). But consumers who have actually supported welfare & health related social 
causes and are willing to support culture & sports related causes, have external locus of 
control (p=0.014 and p=0.013). Therefore, H3 is only partially supported, with externals 
showing only more behavioral consistency, as compared to internals. 
 For interpersonal trust, there was no significant correlation found for this 
variable, so H4 is not supported. People who are skeptical to advertising show correlations 
with intentions to support environmental related causes (p=0.011 and p=0.026), and with 
welfare & health related causes (p=0.045). Therefore, H5 is partially supported. People 
with high social responsibility show support for environment (p=0.016 and p=0.000), 
welfare & health (p=0.007), culture & sports (p=0.026) related social causes. Therefore, 
H6 is partially supported. Consumers with high public self-consciousness and 
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self-responsibility show support for children (p=0.042), and for environment (p=0.009) 
related causes. Therefore, H7 is also partially supported. Young consumers who have 
social networks show relationships with all four types of cause, thus, H8 is fully supported. 
Previous pro-social behavior shows relationships with welfare & health (p=0.020) and 
culture & sports (p=0.004) related activities. Therefore, H9 is partially supported. 
 
 
4. Conclusions and Discussion 
 
 
4.1  Implications 
 
 The present study started from the premise that psychographic factors are 
important variables which influence consumers’ preference for social causes. It has shown 
that young people supporting different types of social causes have different psychographic 
characteristics and different pro-social lifestyles. Four types of social causes have been 
considered, and the results were different for each of the social causes analyzed.  
For children related social causes the locus of control, social networks, the sense 
of self-confidence, and that of self-responsibility appear to be the most important 
psychographic factors in consumer intentions to support social causes. This may suggest 
that people who enjoy the company of others and who like to have fun, also like children. 
Also, it suggests that people who know what they want from life and how to achieve it tend 
to think more about children than other people. 
For environment related causes, gender appears to be a good demographic 
predictor, with women being more willing to support this type of social cause. Social 
networks, public self-consciousness, social responsibility and advertisement skepticism 
seem to be important psychographic predictors. Consumers who have a large circle of 
friends and who care about creating positive images about themselves are more likely to 
support socially approved causes, as it is the case of environmental products, largely 
discussed in media. For the same reason they might engage more than other groups in 
saving resources and recycling. Not only that environment related causes find a bigger 
support among women, but these people also dislike violence on TV and commercials 
advertising alcohol. 
For welfare & health related social causes, psychographic factors like social 
networks, public self-consciousness, social responsibility and advertising skepticism 
predict young consumers’ support. Together with them, previous pro-social behaviors as 
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well account for the support of this cause. The psychographic traits of this group are very 
similar to those who support environment related causes, with the difference that this 
group actually gets involved in volunteer activities. This may be because these consumers 
care more about what other people think about them and want to be liked by others. Or 
because for them, supporting social causes is another way of responsible behavior. 
For culture & sports related social causes, social networks, social responsibility 
and previous pro-social behaviors appear to be important predictors. This group is 
characterized by the fact that they like to have fun and socialize with friends and other 
people through circle activities. They also show a sense of social responsibility, because 
they recycle the garbage.  
Thus, in case of young people, social networks seem to play a key role in 
motivating consumers to support social causes, more than previous pro-social behaviors, 
or a sense of social responsibility, or a sense of public consciousness or self responsibility, 
although the latter are also important psychographic predictors. Therefore, when 
companies engage in CRM activities, they should carefully choose the type of message and 
media they use to transmit their CRM message to consumers. For example, when 
companies engage in supporting a cause related to children, they should link their 
message to the healthy food industry, or to a theme of fun and team-work. When they 
support an environment related cause or a welfare and health related cause, they should 
avoid their image being associated with violence, or alcohol. When companies support 
culture & sports related causes they should make sure their message is transmitted in a 
fun social environment, like concerts, festivals, and sports events. 
 
4.2 Limitations and Directions for Future Research 
 
 Although the results presented in this paper are practical, they were obtained on a 
small sample of students, thus considerably reducing the extent to which they can be 
generalized. Future research could be conducted on a larger sample. 
 Also, the present study only explores the intentions to support social causes, and 
not the attitudes, the intentions, or actual behavior to purchase products which support 
those causes. Future research could explore the relationship between psychographics and 
attitudes and purchase intentions, in order to give companies a better insight into what 
are the factors influencing the success of their CRM programs. 
 Therefore, Study 2 proposes to find a relationship between some consumer 
psychological traits and the attitudes toward the brand, towards the cause-brand alliance 
and intentions to purchase the product in the alliance. 
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IV. Study 2: The Influence of Temporal 
Orientation and Framing of 
Cause-Related Marketing 
Campaigns on Consumers’ 
Responses 
 
 
Relying on previous literature, the present study will examine the effect of 
consumers’ temporal orientation on attitudes and purchase intentions in four types of 
situations. These situations are: when the support action will take place in the immediate 
future and the cause is geographically close to consumers, when the support action will 
take place in the distant future and the cause is geographically close to consumers, when 
the support action will take place in the immediate future and the cause is geographically 
far to consumers, and when the support action will take place in the distant future and the 
cause is geographically distant to consumers. The manipulation of distance is meant to 
control the spatial construal and level of involvement with the program, and the 
manipulation of time is meant to control the temporal construal.  
 
 
1. The Hypothesized Model 
 
 
The model presented in Figure 15 shows the relationships tested in this study. 
The abbreviations CxC, CxF, FxC, FxF symbolize the framing of the advertisement in a 
close time combined with a close place, a close time combined with a far place, a far time 
combined with a close place, and respectively a far time combined with a far place. 
The abbreviations P1~5 represent the variables used to measure the present 
temporal orientation; F1~5 represent the variables used to measure the present temporal 
orientation; A1, A2, A3 represent the variables used to measure the attitude toward the 
alliance; B1, B2, B3 represent the variables used to measure the attitude toward the brand; 
and PI1, PI2, PI3 represent the variables used to measure the purchase intention.  
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Figure 15  
The Conceptual Model for Temporal Orientation and Construal Distance 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
 
The next sections provide the theoretical and empirical support for each of the 
relationships hypothesized. 
 
 
1.1 The Effect of the Cause-Brand Alliance on the Brand Attitude and 
Purchase Intentions 
 
Lafferty and Goldsmith (2005) define the attitude toward the alliance as the 
attitude that a consumer has toward the partnership between the cause and the brand. 
Lafferty and Edmondson (2009), show that the attitude toward the alliance influences the 
post-attitudes toward the brand, the cause, and the company. They also show that the 
attitude toward the cause-brand alliance, and the attitude toward the brand have a direct 
positive effect on purchase intentions. The same thing was previously shown by Hajjat, in 
2003, and by Heintz-Tangari et al. in 2010. Lafferty and Goldsmith (2005) also state that 
H1c+ 
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the attitude toward the brand is higher after exposure to an alliance with a cause, than 
before the exposure. Also, Grau et al. (2007) found that consumers enjoy participating in 
CRM campaigns and this produces more favorable brand attitudes. Therefore, hypothesis 
1 is formulated in the following way: 
 
H1a: The attitudes toward the cause-brand alliance influence the attitudes toward the 
brand, regardless of consumers’ temporal orientation and regardless of the temporal 
and spatial construal framing of the advertisement. 
H1b: The attitudes toward the cause-brand alliance influence the purchase intentions, 
regardless of consumers’ temporal orientation and regardless of the temporal and 
spatial construal framing of the advertisement. 
H1c: The attitudes toward the brand influence the purchase intentions, regardless of 
consumers’ temporal orientation and regardless of the temporal and spatial construal 
framing of the advertisement. 
 
 
1.2 The Effect of Temporal Orientation on Consumer Responses to the 
Advertisement Construal 
 
Heintz-Tangari et al. (2010), show that consumers’ temporal orientation 
moderates the effects of the temporal framing manipulations in the ads. Consumers with 
present temporal orientation have more favorable attitudes toward the campaign, brand 
attitudes and purchase intentions when the ads are framed with a temporally distal 
societal need and a temporally proximal corporate response. Consumers with a future 
temporal orientation have more favorable attitudes toward the campaign, brand attitudes 
and purchase intentions when the societal need and the corporate response are both 
framed in temporally distal terms. When the ad was framed using a proximal social need 
and a distal corporate response, there was no significant difference between future 
oriented consumers and present oriented consumers regarding brand-cause alliance and 
brand attitude, and purchase intentions.   
Also, Carrillat and Legoux (2008), state that the distance dimensions have a 
moderating effect on consumers’ attitudes toward the sponsorship, the sponsor and the 
purchase intentions toward the sponsor’s products. Furthermore, Liberman et al. (2007b), 
state that distance dimensions should be interrelated. Therefore, hypothesis 2 is 
formulated in the following way: 
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H2: Consumers’ temporal orientation has a different effect on the attitude toward the 
cause-brand alliance, depending on the temporal and geographical distances framed 
in the advertisement. 
 
 
1.3 The Combined Effect of Temporal Orientation, Temporal and 
Spatial Framing on Consumers’ Attitudes and Purchase Intentions 
 
According to the Construal Level Theory (CLT), people perceive events differently, 
depending on their psychological distance with the events (Liberman et al., 2007a).  
Liberman et al. (2007b), state that psychological distance and construal level influence 
one another. As psychological distance increases, construal level becomes more abstract, 
and as the level of abstraction increases, the perception of the psychological distance also 
increases. Behavior is based more and more on high-level construal aspects as 
psychological distance increases. In other words, people’s general attitudes are better 
predictors of behavioral intentions for distant future opportunities, more than for near 
future opportunities. Dimensions are interchangeable, and the impact of one dimension is 
reduced when combined with other dimensions. Also, when these dimensions are 
congruent in terms of psychological distance, then people perform tasks easier. 
According to Landreth-Grau and Garretson Folse (2007), consumers’ attitudes 
toward a CRM campaign are improved by local donations. Local, more than national 
donations give more favorable attitudes, especially for less involved consumers. 
Ledgerwood et al. (2010), state that the attitudes for near objects are influenced by local 
information from the current social context, but attitudes for distant objects are 
influenced by a global view which is less context-dependent. Even more, temporal distance 
decreases the extent to which a contextual, and not a central, factor predicts the evaluation 
of an attitude object. 
Brett et al. (2009), write that future oriented consumers are more favorable to 
distant-future ads with primary attribute information and present-oriented consumers 
respond better to near-future ads. Kees et al. (2010), show that temporal orientation can 
influence message framing effects, i.e., consumers with low consideration for future 
consequences have higher behavioral intentions when there is a fit between the goal 
pursuit strategies of the ad and their chronic regulatory focus. This result didn’t apply for 
consumers with high consideration for future consequences. Therefore, hypothesis 3 can 
be formulated in the following way: 
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H3: The framing of temporal and spatial distance in ads influences the attitude of 
consumers toward the cause-brand alliance. 
H3a: When the ad is framed in temporal proximal terms and the company supports a 
spatially proximal cause, present oriented consumers will have more positive 
attitudes toward the cause-brand alliance, compared to future oriented 
consumers. 
H3b: When the ad is framed in temporal proximal terms and the company supports a 
spatially distal cause, present oriented consumers will have more positive 
attitudes toward the cause-brand alliance, compared to future oriented 
consumers. 
H3c: When the ad is framed in temporal distal terms and the company supports a 
spatially proximal cause, future oriented consumers will have more positive 
attitudes toward the cause-brand alliance, compared to present oriented 
consumers. 
H3d: When the ad is framed in temporal distal terms and the company supports a 
spatially distal cause, future oriented consumers will have more positive attitudes 
toward the cause-brand alliance, compared to present oriented consumers. 
 
 
2. Method 
 
 
2.1 Sample 
 
Students in two big Japanese universities in Tokyo were asked to complete the 
questionnaires on a volunteer basis. The students were enrolled in undergraduate 
marketing and finance courses.  
A total of 442 questionnaires were collected, but only 434 were correctly 
completed. Among these, 85 students answered the questionnaire depicting a proximal 
time, proximal space framed advertisement, 135 students answered the questionnaire 
depicting a proximal time, distal space framed advertisement, 81 students answered the 
questionnaire depicting a distal time, proximal space framed advertisement, and 133 
students answered the questionnaire depicting a distal time, distal space framed 
advertisement. 134 students were women (30.9%) and the rest of 300 students were men 
(69.1%).  
The abbreviations used in this study are as follows. TT symbolizes the 
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questionnaire framed in proximal time and space terms, i.e. ―This year, in Tokyo‖. TE 
symbolizes the questionnaire framed in proximal time and distal space terms, i.e. ―This 
year, in Ecuador‖. NT symbolizes the questionnaire framed in distal time and proximal 
space terms, i.e. ―Next year, in Tokyo‖. NE symbolizes the questionnaire framed in distal 
time and space terms, i.e. ―Next year, in Ecuador‖. AA symbolizes the attitude toward the 
cause-brand alliance, BA is the attitude toward the brand, PI is the short-cut for purchase 
intentions, and BP is the short cut for brand attitude and purchase intentions relationship. 
PO symbolizes the number of people who are present oriented, and FO stands for the 
number of people who are future oriented. Because of the way the questionnaire was 
designed, some people have positive scores for both present orientation and for future 
orientation (PO+FO+), some have negative scores for both present and future orientation 
(PO-FO-), or a combination of scores (PO+FO-, or PO-FO+). 
The sample can be organized in the following ways: 
Figure 16           
 Sample Size by Gender and     Figure 17 
 Questionnaire Type     Sample Size by Temporal Orientation 
 
 
2.2 Design and Procedure 
 
The purpose of this study was to measure consumer attitudes and intentions 
toward an actual CRM advertisement that is used in a CRM campaign in Japan, and to 
compare it to attitudes and intentions for the same CRM campaign, when the spatial and 
distal frames are manipulated. 
Also, this study proposes to measure the influence of consumers’ temporal 
orientation on their attitudes and intentions, for the four types of manipulated CRM 
advertisement frames. 
 
Questionnaire 
type 
PO+ 
FO+ 
PO+ 
FO- 
PO- 
FO- 
PO- 
FO+ 
Total 
TT 23 15 23 24 85 
TE 27 47 33 28 135 
NT 16 23 21 21 81 
NE 26 33 40 34 133 
Total 92 118 117 107 434 
Questionnaire 
type  
Women  Men  
TT  32  53  
TE  37  98  
NT  22  59  
NE  43  90  
Total  134  300  
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2.2.1 The Choice of Morinaga ―1 Choco for 1 Smile‖ Campaign 
 
The company which was chosen is Morinaga Confectionary, and its CRM 
campaign, as shown on the company’s web-site, advertises that for each Morinaga 
chocolate bought, 1 yen would be donated to children in Ecuador during the period the 
campaign takes place (approximately two months). Thus, the original campaign is framed 
in proximal temporal terms and distal spatial terms. 
The CRM ad web-page looks like a hand-drawn and hand-written announcement 
which says the company will donate 1 yen to help the children in Ecuador, for each 
chocolate bought, and asks for consumers’ cooperation. The ad elements are a 
hand-drawn Morinaga brand logo, the flag of Ecuador and a drawn map which shows 
where this country is situated, a drawn Morinaga chocolate box and a drawn smiley face 
(see the Appendix).  
This campaign was chosen as the basis for this study for the following reasons. 
First, it involves a high fit cause-brand alliance. Morinaga, a confectionary maker, is 
donating money for each chocolate sold, to support children in a cocoa producing country. 
Pracejus and Olsen (2004) state that brands engaged in CRM are chosen more often than 
those that are not, and this difference is greater for high-fit associations. 
Second, children are the cause most willing to be supported by people in Japan 
(see Chapter 3 Study 1). According to Hajjat (2003), involvement with the cause is more 
important in creating positive consumer attitudes than involvement with the product. This 
is why CRM is effective for products regardless whether they are involving or not. In this 
case, chocolate is not an involving product. 
Third, Morinaga is one of the market leaders in the confectionary industry in 
Japan. Lafferty and Goldsmith (2005), show that regardless of cause familiarity, when the 
brand is familiar and is thought of positively, the cause-brand alliance is successful. 
Lafferty and Edmonson (2009) prove that if the brand is familiar, attitude toward the 
alliance influences positively the post-attitudes toward the brand and the cause.  
Fourth, this CRM ad is web based. Because of this, the costs related to the 
campaign are minimal, and consumers can access all the information about the campaign 
anytime they want to. Landreth -Grau et al. (2007) proved that companies can gain 
consumers trust in CRM campaigns by providing detailed information about the donated 
amounts, the duration of the campaign and about the maximum contribution it will make. 
However, too much marketing is also not desirable, as it may lead consumers to think that 
the company only tries to achieve gains for itself. 
Fifth, the donated amount is clearly stated and easily calculated in this CRM ad, 
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because it is 1 yen for each chocolate sold. Pracejus et al. (2004) suggest that in order to 
keep consumers’ confidence, CRM ads should be regulated to express donations as 
monetary value per unit, or as a percent of the sales price, whenever possible. Olsen et al. 
(2003) have found that consumers don’t make a distinction between price and profit in an 
advertising context, and they tend to use price when developing their donation estimates. 
Sixth, this CRM ad makes use of both pictures and words. According to Liberman 
et al. (2007b), words are abstract, while pictures are concrete. Therefore, pictures are 
better processed when they are psychologically near, and words are better processed when 
they are psychologically distant. Therefore, this makes the campaign suitable for all the 
four types of framing manipulation. 
 
 
2.2.2 The Research Design 
 
 In order to test the influence of the other three types of framing, the original 
advertisement was manipulated by replacing ―Ecuador‖ with ―Tokyo‖, ―the children in 
Ecuador‖ with ―child nursing facilities in Tokyo‖, and the flag of Ecuador with the flag of 
Japan. The time frame was also stressed by adding the messages ―this year for Christmas‖ 
and ―next year for Christmas‖, according to the desired frame. The advertising text and the 
general layout remained the same. 
 Booklets for the four types of advertisements were created. The instructions of 
how to complete the questionnaire were written on the first page. They explained that 
before starting to complete the answers, respondents were asked to look for 2-3 minutes at 
the advertisement, and then they were also asked to answer each question, and not to turn 
back to any prior page once they have finished completing it. 
 On the first page of the booklet, under the filling instructions was the 
advertisement. Depending on it, four types of questionnaires were created. Type one 
depicted the cause as being ―child nursing facilities in Tokyo‖, and the donation time as 
being ―this year for Christmas‖. Type two depicted the cause as being ―children in 
Ecuador‖, and the donation time as being ―this year for Christmas‖. Type three depicted 
the cause as being ―child nursing facilities in Tokyo‖, and the donation time as being ―next 
year for Christmas‖. Type four depicted the cause as being ―children in Ecuador‖, and the 
donation time as being ―next year for Christmas‖.  
 On the next page were the measures for the attitude toward the alliance (AA), 
attitude toward the brand (BA), and purchase intentions (PI).  
 On the following page were the measures for temporal orientation, the question 
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about respondents gender, and the question about the region they have graduated 
high-school. This question was asked with the purpose to establish whether respondents 
perceive the Tokyo cause to be distal or proximal. 
 
2.2.3 The Procedure 
 
The attitude variables were each measured with a three-item, five-point scale: 
good/bad, favorable/unfavorable, and positive/negative. The purchase intention variable 
was measured with a three-item, five-point scale: likely/unlikely, would consider it/would 
not consider it, probable/not probable. These measurement scales were adapted from 
Lafferty and Edmondson (2009), and translated into Japanese. 
The temporal orientation variables measured consumers’ present and future 
orientation on a ten-item, five-point Likert scale: I agree/I don’t agree. The measurement 
scale was adapted from Jones (u.m.), and translated into Japanese. It contained five 
measurement items for present temporal orientation, and five measurement items for 
future temporal orientation. 
The questionnaire was taken in the end of November 2010, approximately one 
month before Christmas. The respondents who answered they have graduated a 
high-school other than in Tokyo, Kanagawa or Chiba area, were considered to have been 
exposed to a spatially distal framed advertisement, and their questionnaire type changed 
to the corresponding frame. 
 
 
3. Results 
 
The data for all four models were tested first through factor analysis, to evaluate 
the reliability of the scales used in the study. This was done in SPSS. After the scales were 
made reliable based on which factor loadings were significant and strongly related to their 
respective constructs, then the complete structural equation models were estimated in 
AMOS, in order to establish the overall model fit and the hypothesized relationships. 
 
3.1 Measurement Models 
 
Because the scales used for measurement were translated from English to 
Japanese, it was necessary to test them and check their reliability. A factor analysis which 
was conducted in SPSS showed that the scales used in the measurement of alliance 
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attitude, brand attitude and purchase intentions were reliable (Cronbach’s α for all three 
constructs exceeded 0.80). After the Varimax rotation, the factors grouped as follows: 
Figure 18 
The Attitude and Intention Factors 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
In case of the temporal orientation scale, the results were slightly different than 
those hypothesized, because after the Varimax rotation, only three factors were reliably 
related with the present temporal orientation variable (Cronbach’s α was 0.68). All the 
other seven were reliably related to the future temporal orientation variable (Cronbach’s α 
was 0.72). Overall, it could be concluded that the scales had the right measurement 
properties (Lafferty and Edmondson, 2009). 
Figure 19   
Temporal Orientation Factors 
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3.2 Structural Model Estimations 
 
 
In order to test the hypotheses, a revised multi-group structural model was 
estimated, based on the results obtained from the factor analysis and on the optimization 
of the hypothesized model. 
Figure 20 
The Final Model for Temporal Orientation and Construal Distance 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001 
 
The first group was framed as donating to child nursing facilities in Tokyo for 
Christmas 2010. The second group was framed as donating to children in Ecuador for 
Christmas 2010. The third group was framed as donating to child nursing facilities in 
Tokyo for Christmas 2011. The fourth group was framed as donating to children in 
Ecuador for Christmas 2011. 
In the hypothesized model, there were 19 observed variables which predicted five 
latent variables, as follows: the observed variables P1, P2, P3 predicted the latent variable 
―Present Temporal Orientation‖; the observed variables F1~F7 predicted the latent 
variable ―Future Temporal Orientation‖; the observed variables A1, A2, A3 predicted the 
latent variables ―Attitude toward the Alliance‖; the observed variables B1, B2, B3 predicted 
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the latent variable ―Attitude toward the Brand‖; the observed variables PI1, PI2, PI3 
predicted the latent variable ―Purchase Intentions‖. 
Measurement invariance for the observed variables was hypothesized across the 
four samples because the type of data suggests that consumers’ temporal orientation 
variables, the alliance attitude variables, the brand attitude variables and purchase 
intention variables don’t differ across groups. Only the path coefficients between each 
latent variable were presumed to differ. In other words, measurement variance across the 
four groups was hypothesized only for the effect of present temporal orientation on 
alliance attitude (   ), for the effect of future temporal orientation on alliance attitude 
(   ), for the effect of alliance attitude on brand attitude (    , for the effect of alliance 
attitude on purchase intentions (    , and for the effect of brand attitude on purchase 
intentions (    . 
First, the invariance of the observed variables was estimated by running a 
multi-group analysis on all four groups when all loadings were freely estimated. The 
unconstrained model had the CMIN of 778.496 with 588 degrees of freedom. The GFI was 
0.850, falling a little short of the recommended 0.9 level. The CFI was 0.934, the TLI was 
0.923, exceeding the recommended 0.9 (Lafferty and Edmondson, 2009), but the NFI was 
0.782. The RMSEA was 0.027, falling below the 0.08 threshold (Lafferty and Edmondson, 
2009). Second, metric invariance was analyzed by comparing the model fit when the 
loadings for temporal orientation variables, alliance attitude variables, brand attitude 
variables, and purchase intention variables were constrained. This constrained model had 
the CMIN equal to 851.969 with 630 degrees of freedom. The GFI was 0.834, the CFI was 
0.923, the TLI was 0.917, and the NFI 0.762. The RMSEA was 0.029. Because the 
constrained model had a good fit, it was further used for the multi-group analysis which 
looks at the path coefficients between the latent variables of each group. Thus, the 
hypotheses were tested, and figure 20 summarizes the results. 
 
 
3.2.1 The Effect of the Cause-Brand Alliance on the Brand Attitude and Purchase 
Intentions 
 
 In all the models, the attitude toward the alliance related positively and 
significantly with the attitude toward the brand:     =0.59, p<0.001;     =0.73, 
p<0.001;     =0.63, p<0.001;     =0.60, p<0.001. Therefore, hypothesis H1a, which 
states that regardless of the level of construal and regardless of consumers’ temporal 
orientation the attitudes toward the cause-brand alliance mediate the influence of 
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temporal and spatial framing on the attitudes toward the brand, is supported.  
 Except for model 1, in all the models, the attitude toward the alliance related 
positively with the purchase intentions. But, except for model 3, the relationship is not 
statistically significant:     =-0.09, p>0.10;     =0.23, p>0.10;     =0.31, p<0.05; 
    =0.10, p>0.10. Still, in all the models the attitude toward the brand significantly 
mediates the attitude toward the alliance related to purchase intentions:     =0.62, 
p<0.001;     =0.33, p<0.05;     =0.43, p<0.001;     =0.50, p<0.001. Therefore, 
hypothesis H1c, which states that regardless of the temporal and spatial construal framing 
of the ad and regardless of consumers’ temporal orientation, the attitudes toward the 
brand influence the purchase intentions, is supported. Also, hypothesis H1b, which states 
that regardless of the temporal and spatial construal framing of the ad and regardless of 
consumers’ temporal orientation, the attitudes toward the cause-brand alliance influence 
purchase intentions, is supported, too. This hypothesis can be better formulated as: the 
attitudes toward the cause-brand alliance mediate the influence of temporal and spatial 
framing of the ad on the purchase intentions, through the attitude toward the brand, 
regardless of consumers’ temporal orientation. 
 
 
3.2.2 The Combined Effect of Temporal Orientation, Temporal and Spatial Framing on 
Consumers’ Attitudes and Purchase Intention 
 
In frame 1, both present temporal orientation and future temporal orientation are 
positively related to the attitude toward the alliance, but only the present temporal 
orientation is statistically significantly related to the attitude toward the alliance, as 
compared to future temporal orientation (    =0.32, p<0.05 vs.     =0.08, p>0.10). 
Therefore, when the ad is framed in temporal proximal terms and the company supports a 
spatially proximal cause, present oriented consumers have more positive attitudes toward 
the cause-brand alliance, as compared to future oriented consumers. This is why H3a is 
supported. 
 In frame 2, both present temporal orientation and future temporal orientation are 
positively related to attitude toward the alliance, but because both are not statistically 
significantly related to the attitude toward the alliance (    =0.11, p>0.10 vs.     =0.11, 
p>0.10), H3b is not supported. When the ad is framed in temporal proximal terms and the 
company supports a spatially distal cause, both present and future oriented consumers 
have equal positive attitudes toward the cause-brand alliance. 
In frame 3, present temporal orientation is negatively related to attitude toward 
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the alliance (    =-0.15, p>0.10), but future temporal orientation is positively related to 
attitude toward the alliance (    =0.07, p>0.10). Therefore, it seems that when the ad is 
framed in temporal distal terms and the company supports a spatially proximal cause, 
future oriented consumers tend to have slight positive attitudes toward the cause-brand 
alliance, and present oriented consumers tend to have negative attitudes toward the 
cause-brand alliance. H3c could be therefore supported, although with some reserves, 
because the relationships are not statistically significant. 
In frame 4, both present temporal orientation and future temporal orientation are 
positively related to attitude toward the alliance, but only the future temporal orientation 
is statistically significantly related to the attitude toward the alliance, as compared to 
present temporal orientation (    =0.07, p>0.10 vs.     =0.21, p<0.05). Therefore, H3d 
is supported. This suggests that when the ad is framed in temporal distal terms and the 
company supports a spatially distal cause, future oriented consumers have more positive 
attitudes toward the cause-brand alliance, compared to present oriented consumers.  
 Finally, it can be clearly seen that the attitude toward the alliance changes 
depending on consumers’ temporal orientation, and on the temporal and geographical 
distances framed in the advertisement, thus supporting hypothesis H2.  
 
 
4 Conclusions and Discussion 
 
 
4.1  Implications 
 
 
 The first implication of this paper is that no matter what the temporal orientation 
of consumers is, and no matter what kind of temporal or spatial framing is used in the 
CRM advertisement, consumers’ attitudes toward the cause-brand alliance strongly 
influence their attitudes toward the brand. This suggests that the attitude toward the 
alliance becomes a key element in the success of a CRM campaign. This is why, when a 
company gets involved in a CRM program, it is very important to first take into account all 
the factors which can influence consumers’ attitudes toward the alliance, like the 
perceived fit between the brand and the cause, how popular the cause is among the 
consumers, how involved are the consumers with that cause, how clear it is for consumers 
the way the donation is made, and the donated amount, the influence of temporal 
orientation in relation to all these factors, etc. 
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 The second implication is that the purchase intentions are mostly indirectly 
influenced by the attitude toward the alliance and directly influenced by the attitude 
toward the brand. This suggests that in order to make most use of the benefits CRM brings, 
companies should make sure consumers have a positive attitude toward the brand prior to 
engaging in a CRM campaign. Although previous studies have shown that CRM can be 
used as a safety net for brand extensions (Sera, 2004), it does not make it sufficient to 
ensure that consumers will buy the company’s products.  
The third implication is that depending on the way the CRM advertisement is 
framed, people having the same present and future orientation appear to have different 
attitudes toward the alliance, and consequently, different attitudes toward the brand, and 
different purchase intentions. In case of ads framed in proximal terms temporally and 
spatially, present oriented consumers have relatively strong positive attitudes toward the 
alliance and future oriented consumers tend to have only weak positive attitudes. Thus, 
this type of framing is suited for present oriented consumers.  
In case of ads framed in proximal temporal terms and distal spatial terms, 
present oriented consumers and future oriented consumers show equally weak attitudes 
toward the alliance. This may suggest that when managers are not sure what kind of 
temporal orientation their target market has, using this framing combination could be a 
safe and neutral solution for both types of consumers, but unfortunately not too effective.  
In case of ads framed in distal temporal terms and proximal spatial terms, 
although future oriented consumers show positive attitudes toward the alliance, present 
oriented consumers seem to have negative attitudes toward it. This suggests that this type 
of framing combination should be avoided by marketers, as it may increase the skepticism 
toward the real motives of why the company has engaged in a CRM program. This, in turn, 
affects the attitude toward the brand and purchase intentions. Type 3 of framing is the 
only time when the attitude toward the alliance directly influences purchase intentions, 
suggesting that when the need is proximal but the company’s response is distal, the way 
the alliance is perceived is essential for the success of the CRM campaign, and marketers 
should take even greater care when they choose which cause to support and how they 
present the company’s motives to engage in the CRM activity. 
The above results also suggest that although a temporally proximal need affects 
present and future oriented consumers in similar ways, a spatially proximal need often 
affects present and future oriented consumers in opposite ways. 
In case of ads framed in distal terms temporally and spatially, future oriented 
consumers show stronger positive attitudes toward the alliance, while present oriented 
consumers have only weak positive attitudes. Thus, this type of framing is better suited for 
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future oriented consumers. This suggests that framing in the right way for the right 
consumer is essential for the success of a CRM campaign. 
Therefore, it is important to know what the temporal orientation of the targeted 
market is. For example, because future oriented people tend to think more about their 
future, ads targeting them can be placed in magazines or places offering information about 
how to plan for retirement, how to manage the savings, etc. On the other hand, present 
oriented people tend to think how to enjoy the moment, so the CRM advertisement placed 
in entertainment TV programs or in leisure magazines should be framed in proximal 
terms. 
The real Morinaga chocolate CRM advertisement, which is the basis for this study, 
belongs to the second type of framing category. Because chocolate is usually associated 
with temporary, short pleasure, it can be implied that their campaign could have had a 
greater impact on consumers, and on the company’s sales, if it were framed in proximal 
terms spatially and temporally. 
The present paper contributes to the CRM literature by showing that not only 
temporal framing, but spatial framing, as well, has the capability of mediating the effect of 
temporal orientation on consumers’ attitudes and intentions. The findings in this paper 
extend recent temporal orientation research on how distance framing in CRM 
advertisements influences consumers attitudes toward the company (Heintz Tangari et al., 
2010), by adding the space dimension to the temporal one. At least at the time this paper 
was written, no other paper has researched the combined mediating effect of temporal and 
spatial framing on the influence of temporal orientation on consumers’ attitudes and 
purchase intentions, in a CRM advertisement. It also contributes to the literature by 
demonstrating the complex relation existing between distances of the construal level and 
the temporal orientation of consumers.  
Another contribution is that it indicates that these results are valid even for low 
involvement products, like chocolate, when a CRM advertisement is used. In case of Brett 
et al. (2009), they have proven that future oriented consumers are more favorable to 
distant future advertisements, while present oriented consumers are more favorable to 
near future advertisements for high and medium involvement products (mobile phone 
and MP3 player). Thus, the present paper helps to generalize the findings on low 
involvement products, as well. 
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4.2  Limitations 
 
 
 The first limitation of this paper is that it uses a student sample which is strongly 
biased toward male respondents (69.9% of the sample), fact that can reduce the level to 
which the present findings can be generalized to the entire population.  
 Another limitation is that the samples obtained for each type of questionnaire are 
relatively unbalanced, with type two and four being almost double the size of type one and 
three. 
 The third limitation is that the scales used to measure the variables were 
translated from English to Japanese, and therefore, the true meaning of the questions 
might have been altered, leading to other results than expected. This can account for the 
fact that the initial temporal orientation scale had to be modified, and also, for the 
sometimes less than optimal values of the models’ fit indexes. 
 
 
4.3  Directions for Future Research 
 
 
 Research which can have as a basis the present paper could look at the combined 
effects of the other two dimensions of the construal level distance, i.e. how does social 
distance and hypotheticality mediate the effect of consumers’ temporal orientation on 
their attitudes and purchase intentions, in CRM advertisements. Also, how the age of the 
respondents relates to the effects of temporal orientation on consumers’ attitudes and 
intentions can be another research direction in CRM. In the present study, the sample was 
comprised of undergraduate students, which form a homogenous sample, but it would be 
interesting to see if the results found here will change in case of a non-homogenous 
sample, i.e., respondents with different ages, different education levels, different incomes, 
etc. 
 Another direction for future research can be using a different cause-brand 
alliance. In the present paper, linking Morinaga brand with the cause of supporting 
children in Ecuador is generally favorably perceived, but the alliance with a cause 
supporting child nursing facilities in Tokyo has sometimes opposite results. Usually, 
Japanese consumers are not aware that this problem exists in their country, regarding it 
more like a problem belonging to other nations, and thus increasing the skepticism toward 
the company’s real motives of the CRM program. This is why using another cause as the 
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spatially proximal construal might give different results. 
 The study of whether the perceived severity of the social problem can influence 
attitudes and purchase intentions is another direction. Also, it would be interesting to see 
how these individual differences in perceiving the severity level of the social problem can 
interact with the temporal orientation of each individual. Developing on this, future 
research could also look at how the relevance of the cause for consumers and its awareness 
moderate the effects of temporal orientation on attitudes and intentions. 
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V. Final Conclusions 
 
3. Implications 
 
 
The present paper is comprised of two studies which show that psychographics 
and behavior characteristics affect consumers’ attitudes toward social causes and CRM 
programs, as well as their purchase intentions. 
Study 1 started from the premise that psychographic factors are important 
variables which influence consumers’ preference for certain social causes. It has shown 
that young people supporting different types of social causes have different psychographic 
characteristics and different pro-social lifestyles. Four types of social causes have been 
considered, and the results showed different consumer groups for each of the social causes 
analyzed.  
The results for children related social causes may suggest that people who enjoy 
the company of others and who like to have fun, also like children. Also, it may suggest 
that people who know what they want from life and how to achieve it tend to think more 
about children than other people. The findings are slightly different than previous studies 
which show that people who aren’t really in control of their lives prefer to make social 
contribution through CRM.  
For environment related causes women show a greater desire to get involved. 
Also, consumers who have a large circle of friends and who care about creating positive 
images about themselves appear to be more likely to support environment related 
products. For the same reason they might engage more than other groups in saving 
resources and recycling. This category of people also dislikes violence on TV and 
commercials advertising alcohol. 
For welfare & health related social causes, the results show psychographic traits 
very similar to those who support environment related causes, with the difference that this 
group actually gets involved in volunteer activities. 
The people in the group supporting social causes related to culture and sports, 
like to have fun and socialize with friends and other people through circle activities. They 
also show a sense of social responsibility, because they recycle the garbage.  
Thus, in case of young people, social networks seem to play a key role in 
motivating consumers to support social causes, more than previous pro-social behaviors, 
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or a sense of social responsibility, or a sense of public consciousness or self responsibility, 
although the latter are also important psychographic predictors. Therefore, when 
companies engage in CRM activities, they should carefully choose the type of message and 
media they use to transmit their CRM message to consumers. 
For example, when companies engage in supporting a cause related to children, 
they should link their message to the healthy food industry, or to a theme of fun and 
team-work. When they support an environment related cause or a welfare and health 
related cause, they should avoid their image being associated with violence, or alcohol. 
When companies support culture & sports related causes they should make sure their 
message is transmitted in a fun social environment, like concerts, festivals, and sports 
events. 
While study 1 only looks at the influence of psychographics on consumers’ 
intention to support social causes, study 2 further looks at the influence of certain 
consumer’s psychographic characteristics, i.e. temporal orientation, on their attitudes 
toward a CRM program and on their purchase intentions of the products in the program.  
The results show that no matter what the temporal orientation of consumers is, 
and no matter what kind of temporal or spatial framing is used in the CRM advertisement, 
consumers’ attitudes toward the cause-brand alliance strongly influence their attitudes 
toward the brand. This suggests that the attitude toward the alliance becomes a key 
element in the success of a CRM campaign. The second implication is that consumer 
attitudes toward the brand directly influence their purchase intentions, suggesting that a 
positive attitude toward the alliance alone is not enough to stimulate consumers to buy the 
company’s products. The third implication is that the framing of the CRM advertisement 
is also a key element for the success of a CRM campaign. This is because people having the 
same present and future orientation have different attitudes toward the alliance, and 
consequently, different attitudes toward the brand, and different purchase intentions. 
In case of ads framed in proximal terms temporally and spatially, present 
oriented consumers show relatively strong positive attitudes toward the alliance and 
future oriented consumers have only weak positive attitudes. Thus, this type of framing is 
suited for present oriented consumers. In case of ads framed in proximal temporal terms 
and distal spatial terms, present oriented consumers and future oriented consumers show 
equally weak attitudes toward the alliance. This may suggest that when managers are not 
sure what kind of temporal orientation their target market has, using this framing 
combination is a neutral solution, with equal impact on both types of consumers. In case 
of ads framed in distal temporal terms and proximal spatial terms, although future 
oriented consumers show positive attitudes toward the alliance, present oriented 
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consumers seem to have negative attitudes toward it. This suggests that this type of 
framing combination should be avoided by marketers, as it increases the skepticism 
toward the real motives of why the company has engaged in a CRM program. This, of 
course, affects the attitude toward the brand and purchase intentions. This is especially 
important for this type of framing, as it is the only one in which the attitude toward the 
alliance directly influences the purchase intentions. In case of ads framed in distal terms 
temporally and spatially, future oriented consumers have stronger positive attitudes 
toward the alliance, while present oriented consumers have only weak positive attitudes. 
Thus, this type of framing is suited for future oriented consumers. 
Therefore, it is important to know what the temporal orientation of the targeted 
market is. For example, because future oriented people tend to think more about their 
future, ads targeting them can be placed in magazines or places offering information about 
how to plan for retirement, how to manage the savings, etc. On the other hand, present 
oriented people tend to think how to enjoy the moment, so the CRM advertisement placed 
in entertainment TV programs, or in leisure magazines should be framed in proximal 
terms. 
The present paper contributes to the CRM literature by showing that not only 
temporal framing, but spatial framing, as well, has the capability of mediating the effect of 
temporal orientation on consumers’ attitudes and intentions. At least at the time this 
paper was written, no other paper has researched the combined mediating effect of 
temporal and spatial framing on the influence of temporal orientation on consumers’ 
attitudes and purchase intentions, in a CRM advertisement. Another contribution is that it 
supports the fact that these results are valid even for low involvement products, like 
chocolate, when a CRM advertisement is used.  
 
 
4. Limitations and Future Research 
 
 
Although the results presented in this paper are practical, they also present 
several big limitations. 
For study 1, the first limitation is that the results were obtained on a small sample 
of students, thus considerably reducing the extent to which they can be generalized. 
Future research could be conducted on a larger sample. Also, it only explores the 
intentions to support social causes, and not the attitudes, the intentions, or actual 
behavior to purchase products which support those causes. 
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 For study 2, the first limitation of this paper is that it uses a student sample which 
is strongly biased toward male respondents (69.9% of the sample), fact which can reduce 
the level to which the present findings can be generalized to the entire population. 
Another limitation is that the samples obtained for each type of questionnaire are 
relatively unbalanced, with type two and four being almost double the size of type one and 
three. The third limitation is that the scales used to measure the variables were translated 
from English to Japanese, and therefore, the true meaning of the questions might have 
been altered, leading to other results than expected.  
Future research could look at the combined effects of the other two dimensions of 
the construal level distance, i.e. how does social distance and hypotheticality mediate the 
effect of consumers’ temporal orientation on their attitudes and purchase intentions, in 
CRM advertisements. Also, it could add more psychographics, like those analyzed in study 
1, to look at their effect on attitudes and intentions in CRM programs framed like in study 
2. It would be also interesting to see if the results found in this paper will change in case of 
a non-homogenous sample, i.e., respondents with different ages, different education levels, 
different incomes, etc. 
 The research of whether the perceived severity of the social problem can influence 
attitudes and purchase intentions is another direction. Also, it would be interesting to see 
how these individual differences in perceiving the severity level of the social problem can 
interact with the psychographics of each individual. 
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Appendix 
 
1. Study 1: Measures (Yeoun and Kim, 2008) 
 
External locus of control  
I wish I knew how to relax. 
Everything is changing too fast today. 
I feel I am under a great deal of pressure most of the time. 
I dread the future. 
I feel like I am so busy trying to make everybody else happy that I don't have control of my own 
life. 
Self-confidence 
I have more self-confidence than most of my friends. 
I am the kind of person who knows what I want to accomplish in life and how to achieve. 
I like to be considered a leader. 
Public self-consciousness 
I work at trying to maintain a youthful appearance. 
The clothes I wear reflect who I am as a person. 
I want to look a little different from others. 
Dressing well is an important part of my life. 
I have more stylish clothes than most of my friends. 
Interpersonal trust 
Most people are honest. 
Advertising skepticism  
Advertising insults my intelligence. 
I avoid buying products advertised on shows with too much sex or violence. 
TV commercials place too much emphasis on sex. 
Advertising for beer and wine should be taken off TV. 
Advertising directed to children should be taken off TV. 
Personal responsibility (healthy eating) 
I try to avoid foods that are high in cholesterol. 
I try to avoid foods with a high salt content. 
I try to avoid foods that are high in fat. 
I make a special effort to get enough fiber (bran) in my diet. 
I am careful about what I eat in order to keep my weight under control. 
I am concerned about how much sugar I eat. 
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I use a lot of low calorie or calorie reduced products. 
Social responsibility (environmental) 
I would be willing to accept a lower standard of living to conserve energy. 
I make a strong effort to recycle everything I possibly can. 
I worry a lot about the effects of environmental pollution on my family's health. 
I am concerned about the quality of the air inside my home. 
I'm very concerned about global warming. 
Religiosity 
Religion is an important part of my life. 
It's important to me to find spiritual fulfillment. 
I believe in God. 
Social networks 
I would rather spend a quiet evening at home than go out to a party. (R) 
I am a homebody. (R) 
I wish I could spend more time with my friends. 
I spend a lot of time visiting friends. 
I enjoy parties, games, shows—anything for fun. 
Charitable contributions 
Contributed to an environmental or conservation organization 
Contributed to a disaster relief fun (e.g.. Red Cross) 
Contributed to an organization supporting overseas causes 
Civic engagement 
Wrote a letter to an editor of a magazine or newspaper 
Went to a club meeting 
Did volunteer work 
Worked on a community project 
R = Reverse-coded 
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2. Study 1 Questionnaire 
消費者行動に関するアンケート     2009 年 11 月 
早稲田大学大学院の商学研究科のマーケティング・サイエンスのゼミの中で、修士論文の準
備のためにアンケート調査を実施します。全ての質問に答えるために 5 分～10 分程度の時間が
かかりますが､ご協力を宜しくお願い致します。 
 
I. あなた御自身についてお伺いします。 
問１．あなたの性別を○ 印でお答えください：       女性       男性 
問２．あなたの出身高等学校の所在都道府県を答えください：            
問３．親と同居されているか否かを○ 印でお答えください： はい      いいえ 
 
II． 社会的課題への支援活動についてお伺いします。 
問４．下記のそれぞれの支援活動について，当てはまるところに○ 印をつけてください。なお
支援活動は日本国内のものを想定してください｡ 
 支
援
し
た
く
な
い 
あ
ま
り
支
援
し
た
く
な
い 
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 
や
や
支
援
し
た
い 
支
援
し
た
い 
子供の支援活動 1 2 3 4 5 
環境問題解決の支援活動 1 2 3 4 5 
社会福祉・医療活動（高齢者、病気予防、など） 1 2 3 4 5 
文化・スポーツ振興支援活動 1 2 3 4 5 
問５．問４．で述べた活動の中では、実際に行った活動はありますか。下記のうち実際に支援
した対象の全てに○ をつけてください（複数回答可）。 
a) 子供の支援 
b) 環境問題解決の支援活動 
c) 社会福祉・医療活動（高齢者、病気予防、など） 
d) 文化・スポーツ振興支援活動 
e) 貢献した活動はありません 
119 
III． あなたのライフスタイルやお考えについて質問します。 
問６．下記のそれぞれの項目について、当てはまるところに○ 印をつけてください。 
 当
て
は
ま
ら
な
い 
あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い 
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 
や
や
当
て
は
ま
る 
当
て
は
ま
る 
現在は全ての変化が早い 1 2 3 4 5 
よくストレスを感じる 1 2 3 4 5 
将来に不安がある 1 2 3 4 5 
外に出るより、家にいる方が好き* 1 2 3 4 5 
友達と沢山過ごしたい 1 2 3 4 5 
飲み会や、ゲーム、遊びなどはとても楽しい 1 2 3 4 5 
若く見えるために努力している 1 2 3 4 5 
着ている服は自分を表している 1 2 3 4 5 
他の人と違うように見られたい 1 2 3 4 5 
他の友達より、私は自分に自信がある 1 2 3 4 5 
自分の目標と、それを達成する手段が分かる 1 2 3 4 5 
他人は正直である 1 2 3 4 5 
資源を節約するために生活水準が低くなってもかまわない 1 2 3 4 5 
可能な限り、リサイクルする努力をしている 1 2 3 4 5 
暴力的な番組の中で広告された商品をできるだけ買わない 1 2 3 4 5 
お酒の広告は禁止すべきものである 1 2 3 4 5 
子供の向けの広告は禁止すべきものである 1 2 3 4 5 
体重をコントロールするために食事に気をつけている 1 2 3 4 5 
コレステロールの高い食べ物をできるだけ食べない 1 2 3 4 5 
食事に十分な食物繊維を取り入れることに努力する 1 2 3 4 5 
サークルの活動に参加したことがある 1 2 3 4 5 
ボランティアをしたことがある 1 2 3 4 5 
地域の祭りに参加したことがある 1 2 3 4 5 
*Reverse coded 
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3. Study 1: Correlation Results 
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4. Study 2: Measures 
 
Temporal orientation questions: (Jones et al., u.m.) 
 
Instructions:  ―Please read each statement, and as honestly as you can, answer the question, ―How 
true is the statement of me?‖  Indicate the number that corresponds with your answer in the space 
provided. There are no right or wrong answers.  This questionnaire is only interested in your attitudes 
about these several statements. Use the scale below to represent your answers.‖ 
 
Not True                    Somewhat True                    Very True 
1       2       3       4          5         6          7 
 
1. I think about the past a lot.                            
2. When I want to get something done, I make step by step plans and think about how to 
complete each step. 
3. Generally, I am more focused on what is going on now than on what will happen in the 
future. 
4. I think a lot about what life was like when I was younger.     
5. I often think of all the things I wish I had done differently in my past.  
6. I take care of what needs to be done before having fun.     
7. The joy in my life comes from what I am doing now, not from what I will be doing later. 
8. I often wish I could return to things as they used to be. 
9. I am able to resist temptation when there is work to be done.   
10. I try to live one day at a time. 
11. I keep working at a difficult, boring task if it will help me to get ahead.  
12. I like to enjoy what I am doing now rather than think about what I need to do to have fun 
tomorrow.   
13. Thinking about the past makes me very emotional    
14. I get things done by working at a steady pace. 
15. If I take care of the present, the future will take care of itself. 
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5. Study 2: Questionnaires 
 
１                                                            2010年 11月 
アンケート調査 
 
早稲田大学大学院商学研究科マーケティング・サイエンスのゼミの中で、修士論
文のためにアンケート調査を実施します。 
このアンケート調査は表紙を含めて、４ページです。全ての質問に答えるため、
5 分程度のお時間が必要です。 
質問は I から III まで順番にお答えいただき、一度に書いた回答には極力戻らな
いようお願い致します。 
 
ご協力の程、何卒宜しくお願い致します。 
 
 
I. 下記の広告を 2 分程度に良くご覧になってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
1/4 
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2                                                           2010年 11月 
アンケート調査 
 
早稲田大学大学院商学研究科マーケティング・サイエンスのゼミの中で、修士論
文のためにアンケート調査を実施します。 
このアンケート調査は表紙を含めて、４ページです。全ての質問に答えるため、
5 分程度のお時間が必要です。 
質問は I から III まで順番にお答えいただき、一度に書いた回答には極力戻らな
いようお願い致します。 
 
ご協力の程、何卒宜しくお願い致します。 
 
 
I. 下記の広告を 2 分程度に良くご覧になってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/4 
126 
3                                                             2010年 11月 
アンケート調査 
 
早稲田大学大学院商学研究科マーケティング・サイエンスのゼミの中で、修士論
文のためにアンケート調査を実施します。 
このアンケート調査は表紙を含めて、４ページです。全ての質問に答えるため、
5 分程度のお時間が必要です。 
質問は I から III まで順番にお答えいただき、一度に書いた回答には極力戻らな
いようお願い致します。 
 
ご協力の程、何卒宜しくお願い致します。 
 
 
 
 
I. 下記の広告を 2 分程度に良くご覧になってください。 
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4                                                          2010 年 11 月 
アンケート調査 
 
早稲田大学大学院商学研究科マーケティング・サイエンスのゼミの中で、修士論
文のためにアンケート調査を実施します。 
このアンケート調査は表紙を含めて、４ページです。全ての質問に答えるため、
5 分程度のお時間が必要です。 
質問は I から III まで順番にお答えいただき、一度に書いた回答には極力戻らな
いようお願い致します。 
 
ご協力の程、何卒宜しくお願い致します。 
 
 
I. 下記の広告を 2 分程度に良くご覧になってください。 
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前のページの広告を良くご覧になってから、問 1 から問 9 までにお答え下さい。当
てはまるところに○印をつけてください。 
 
問 1．前のページのような森永の社会貢献活動についてのあなたの評価を教えて下
さい。 
 
 
 
 
 
問 2．前のページのような森永の社会貢献活動についてのあなたの好意度を教えて
下さい。 
 
 
 
 
 
問 3．前のページのような森永の社会貢献活動についてのあなたのイメージを教え
て下さい。 
 
 
 
 
 
 
問 4．前のページの活動を読んだ後、森永ブランドに対する評価が変わりましたか。 
 
 
 
 
 
 
問 5．前のページの活動を読んだ後、森永ブランドに対する好意度が変わりました
か。 
 
 
5．悪くなった 4．やや 
悪くなった 
3．変わらなかった 2．やや 
良くなった 
1． 良くなった 
5．好意的 
ではない 
4．あまり好意的 
  ではない 
3．どちらともいえない 2．やや好意的 1． 好意的 
5．悪い 4．やや悪い 3．どちらともいえない 2．やや良い １．良い 
5．ネガティブな 
イメージ 
4．やや 
ネガティブな 
イメージ 
3．どちらとも 
  いえない 
2．やや 
ポジティブな 
イメージ 
1．ポジティブな 
イメージ 
5．好意的 
 ではなくなった 
4．やや 
 好意的 
  ではなくなった 
3．どちらとも 
 いえない 
2．やや 
好意的 
になった 
1． 好意的 
になった 
2/4 
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問 6．前のページの活動を読んだ後、森永ブランドに対するイメージが変わりまし
たか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 7．前のページの活動を読んだ後、森永チョコレートを、よりたくさん買いたい
と思われますか。  
 
 
 
 
 
 
問 8．チョコレートを購買する場合に、前のページに書いた森永ブランドの活動を
考慮しますか。 
 
 
 
 
 
 
問 9．前のページの活動を読んだ後、森永チョコレートを買う確率が高まりました
か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
5．そう 
 思わない 
4．あまり 
そう思わない 
3．どちらとも 
いえない 
2．やや 
 そう思う 
1． そう思う 
3/4 
5．ネガティブな 
イメージ 
になった 
4．やや 
ネガティブな 
イメージ 
になった 
3．どちらとも 
  いえない 
2．やや 
ポジティブな 
イメージ 
になった 
1． ポジティブな 
イメージ 
になった 
5．そう 
 思わない 
4．あまり 
そう思わない 
3．どちらとも 
いえない 
2．やや 
 そう思う 
1． そう思う 
5．そう 
 思わない 
4．あまり 
そう思わない 
3．どちらとも 
いえない 
2．やや 
 そう思う 
1． そう思う 
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II. 下記のそれぞれの項目について、ご自身がどの程度あてはまるか教えて下さ
い。なりたい自分ではなく、今の自分をどのように認識されているかをお答
え下さい。当てはまるところに○印をつけてください。 
 当
て
は
ま
る 
や
や
当
て
は
ま
る 
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い 
あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い 
当
て
は
ま
ら
な
い 
何かの目的を達成したい時には、まず計画を立てて、その通り
に行動をする 
1 2 3 4 5 
殆どの場合、未来に起こることより、今起こっていることに集
中する 
1 2 3 4 5 
遊ぶ前に、やるべきことを終わらせる 1 2 3 4 5 
これからやる予定のことではなく、今やっていることが自分の
人生を楽しくする 
1 2 3 4 5 
物事をきちんと終わらせるため、一定の速度で仕事をする 1 2 3 4 5 
現在やるべきことをちゃんとやれば、将来は何とかなる 1 2 3 4 5 
やらざるを得ない仕事があると、誘惑にも負けない 1 2 3 4 5 
今を精一杯生きている 1 2 3 4 5 
どんなにつまらなくて、難しい作業であっても、将来に役立つ
と思ったら、やり続ける 
1 2 3 4 5 
明日をどうすれば楽しめるかを考えることより、今やっている
ことを楽しむことが好き 
1 2 3 4 5 
 
III. あなた御自身について教えて下さい。 
 
問 1．あなたの性別を○印でお答えください：     男性       女性 
 
問 2．あなたの出身高等学校の所在都道府県を答えください：            
ご協力ありがとうございました。 
4/4 
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6. Study 2 SEM Results – Multigroup Analysis 
Model Fit 
CMIN 
ﾓﾃﾞﾙ NPAR CMIN 自由度 確率 CMIN/DF 
制約なし 172 778.496 588 .000 1.324 
制約あり 130 851.969 630 .000 1.352 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 760 .000 0   
独立ﾓﾃﾞﾙ 76 3576.292 684 .000 5.228 
RMR, GFI 
ﾓﾃﾞﾙ RMR GFI AGFI PGFI 
制約なし .099 .850 .806 .657 
制約あり .112 .834 .800 .692 
飽和ﾓﾃﾞﾙ .000 1.000   
独立ﾓﾃﾞﾙ .258 .454 .393 .409 
基準比較 
ﾓﾃﾞﾙ 
NFI 
Delta1 
RFI 
rho1 
IFI 
Delta2 
TLI 
rho2 
CFI 
制約なし .782 .747 .936 .923 .934 
制約あり .762 .741 .925 .917 .923 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 1.000  1.000  1.000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 .000 .000 
倹約性修正済み測度 
ﾓﾃﾞﾙ PRATIO PNFI PCFI 
制約なし .860 .673 .803 
制約あり .921 .702 .850 
飽和ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ 1.000 .000 .000 
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NCP 
ﾓﾃﾞﾙ NCP LO 90 HI 90 
制約なし 190.496 122.106 266.979 
制約あり 221.969 149.748 302.261 
飽和ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ 2892.292 2708.844 3083.152 
FMIN 
ﾓﾃﾞﾙ FMIN F0 LO 90 HI 90 
制約なし 1.810 .443 .284 .621 
制約あり 1.981 .516 .348 .703 
飽和ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ 8.317 6.726 6.300 7.170 
RMSEA 
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE 
制約なし .027 .022 .032 1.000 
制約あり .029 .024 .033 1.000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .099 .096 .102 .000 
AIC 
ﾓﾃﾞﾙ AIC BCC BIC CAIC 
制約なし 1122.496 1208.779   
制約あり 1111.969 1177.183   
飽和ﾓﾃﾞﾙ 1520.000 1901.251   
独立ﾓﾃﾞﾙ 3728.292 3766.417   
ECVI 
ﾓﾃﾞﾙ ECVI LO 90 HI 90 MECVI 
制約なし 2.610 2.451 2.788 2.811 
制約あり 2.586 2.418 2.773 2.738 
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ﾓﾃﾞﾙ ECVI LO 90 HI 90 MECVI 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 3.535 3.535 3.535 4.422 
独立ﾓﾃﾞﾙ 8.670 8.244 9.114 8.759 
HOELTER 
ﾓﾃﾞﾙ 
HOELTER 
.05 
HOELTER 
.01 
制約なし 360 374 
制約あり 352 365 
独立ﾓﾃﾞﾙ 93 96 
ﾈｽﾄしたﾓﾃﾞﾙの比較 
ﾓﾃﾞﾙ 制約なし は正しいという仮定の下で: 
ﾓﾃﾞﾙ 自由度 CMIN 確率 
NFI 
Delta-1 
IFI 
Delta-2 
RFI 
rho-1 
TLI 
rho2 
制約あり 42 73.474 .002 .021 .025 .005 .007 
実行時間の要約 
最小化: .110 
その他: .928 
ﾌﾞｰﾄｽﾄﾗｯﾌﾟ: .000 
合計: 1.038 
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係数： (TT - 制約あり) 
   
推定
値 
標準
誤差 
検定統
計量 
確
率 
ﾗﾍﾞﾙ 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .396 .160 2.469 .014 PO1 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .106 .166 .637 .524 FO1 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .354 .066 5.388 *** BA1 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude -.096 .154 -.621 .535 PI1 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude 1.099 .273 4.027 *** BP1 
po2now_focus <--- Present_Orientation 1.000     
po4now_life <--- Present_Orientation 1.223 .143 8.552 *** a1_1 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation 1.280 .152 8.450 *** a2_1 
fo1target_set <--- Future_Orientation 1.000     
fo3work_first <--- Future_Orientation 1.068 .140 7.649 *** a3_1 
fo5work_steady <--- Future_Orientation 1.131 .142 7.966 *** a4_1 
po6now_work <--- Future_Orientation .729 .120 6.068 *** a5_1 
fo7work_finish <--- Future_Orientation 1.306 .156 8.351 *** a6_1 
po8live_now <--- Future_Orientation .851 .124 6.833 *** a7_1 
fo9work_future <--- Future_Orientation .907 .126 7.199 *** a8_1 
al_ima <--- Alliance_Attitude 1.000     
al_feel <--- Alliance_Attitude 1.084 .053 20.344 *** a9_1 
al_imp <--- Alliance_Attitude .891 .050 17.940 *** a10_1 
brand_ima <--- Brand_Attitude 1.000     
brand_feel <--- Brand_Attitude 1.142 .059 19.378 *** a11_1 
brand_imp <--- Brand_Attitude .975 .054 18.221 *** a12_1 
pi_prob <--- Purchase_Intentions 1.000     
pi_cons <--- Purchase_Intentions 1.076 .061 17.563 *** a13_1 
pi_more <--- Purchase_Intentions .876 .052 16.754 *** a14_1 
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標準化係数： (TT - 制約あり) 
   推定値 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .317 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .080 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .592 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude -.090 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .619 
po2now_focus <--- Present_Orientation .576 
po4now_life <--- Present_Orientation .722 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation .819 
fo1target_set <--- Future_Orientation .577 
fo3work_first <--- Future_Orientation .534 
fo5work_steady <--- Future_Orientation .639 
po6now_work <--- Future_Orientation .383 
fo7work_finish <--- Future_Orientation .678 
po8live_now <--- Future_Orientation .465 
fo9work_future <--- Future_Orientation .519 
al_ima <--- Alliance_Attitude .891 
al_feel <--- Alliance_Attitude .894 
al_imp <--- Alliance_Attitude .823 
brand_ima <--- Brand_Attitude .804 
brand_feel <--- Brand_Attitude .803 
brand_imp <--- Brand_Attitude .800 
pi_prob <--- Purchase_Intentions .854 
pi_cons <--- Purchase_Intentions .792 
pi_more <--- Purchase_Intentions .806 
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.78
Alliance
importance
e12
.76
Brand
Attitude
Brand
image
e17
.76
Brand
preference
e16
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係数： (TE - 制約あり) 
   
推定
値 
標準
誤差 
検定統
計量 
確
率 
ﾗﾍﾞﾙ 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .114 .117 .968 .333 PO2 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .136 .141 .967 .334 FO2 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .676 .086 7.831 *** BA2 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .357 .249 1.436 .151 PI2 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .569 .259 2.195 .028 BP2 
po2now_focus <--- Present_Orientation 1.000     
po4now_life <--- Present_Orientation 1.223 .143 8.552 *** a1_1 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation 1.280 .152 8.450 *** a2_1 
fo1target_set <--- Future_Orientation 1.000     
fo3work_first <--- Future_Orientation 1.068 .140 7.649 *** a3_1 
fo5work_steady <--- Future_Orientation 1.131 .142 7.966 *** a4_1 
po6now_work <--- Future_Orientation .729 .120 6.068 *** a5_1 
fo7work_finish <--- Future_Orientation 1.306 .156 8.351 *** a6_1 
po8live_now <--- Future_Orientation .851 .124 6.833 *** a7_1 
fo9work_future <--- Future_Orientation .907 .126 7.199 *** a8_1 
al_ima <--- Alliance_Attitude 1.000     
al_feel <--- Alliance_Attitude 1.084 .053 20.344 *** a9_1 
al_imp <--- Alliance_Attitude .891 .050 17.940 *** a10_1 
brand_ima <--- Brand_Attitude 1.000     
brand_feel <--- Brand_Attitude 1.142 .059 19.378 *** a11_1 
brand_imp <--- Brand_Attitude .975 .054 18.221 *** a12_1 
pi_prob <--- Purchase_Intentions 1.000     
pi_cons <--- Purchase_Intentions 1.076 .061 17.563 *** a13_1 
pi_more <--- Purchase_Intentions .876 .052 16.754 *** a14_1 
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標準化係数： (TE - 制約あり) 
   推定値 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .110 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .114 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .727 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .226 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .335 
po2now_focus <--- Present_Orientation .548 
po4now_life <--- Present_Orientation .684 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation .704 
fo1target_set <--- Future_Orientation .455 
fo3work_first <--- Future_Orientation .468 
fo5work_steady <--- Future_Orientation .473 
po6now_work <--- Future_Orientation .353 
fo7work_finish <--- Future_Orientation .564 
po8live_now <--- Future_Orientation .382 
fo9work_future <--- Future_Orientation .419 
al_ima <--- Alliance_Attitude .734 
al_feel <--- Alliance_Attitude .777 
al_imp <--- Alliance_Attitude .764 
brand_ima <--- Brand_Attitude .764 
brand_feel <--- Brand_Attitude .890 
brand_imp <--- Brand_Attitude .826 
pi_prob <--- Purchase_Intentions .832 
pi_cons <--- Purchase_Intentions .817 
pi_more <--- Purchase_Intentions .800 
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Alliance
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係数： (NT - 制約あり) 
   
推定
値 
標準
誤差 
検定統
計量 
確
率 
ﾗﾍﾞﾙ 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation -.192 .172 -1.111 .267 PO3 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .097 .171 .566 .571 FO3 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .406 .068 5.999 *** BA3 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .351 .146 2.411 .016 PI3 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .752 .227 3.313 *** BP3 
po2now_focus <--- Present_Orientation 1.000     
po4now_life <--- Present_Orientation 1.223 .143 8.552 *** a1_1 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation 1.280 .152 8.450 *** a2_1 
fo1target_set <--- Future_Orientation 1.000     
fo3work_first <--- Future_Orientation 1.068 .140 7.649 *** a3_1 
fo5work_steady <--- Future_Orientation 1.131 .142 7.966 *** a4_1 
po6now_work <--- Future_Orientation .729 .120 6.068 *** a5_1 
fo7work_finish <--- Future_Orientation 1.306 .156 8.351 *** a6_1 
po8live_now <--- Future_Orientation .851 .124 6.833 *** a7_1 
fo9work_future <--- Future_Orientation .907 .126 7.199 *** a8_1 
al_ima <--- Alliance_Attitude 1.000     
al_feel <--- Alliance_Attitude 1.084 .053 20.344 *** a9_1 
al_imp <--- Alliance_Attitude .891 .050 17.940 *** a10_1 
brand_ima <--- Brand_Attitude 1.000     
brand_feel <--- Brand_Attitude 1.142 .059 19.378 *** a11_1 
brand_imp <--- Brand_Attitude .975 .054 18.221 *** a12_1 
pi_prob <--- Purchase_Intentions 1.000     
pi_cons <--- Purchase_Intentions 1.076 .061 17.563 *** a13_1 
pi_more <--- Purchase_Intentions .876 .052 16.754 *** a14_1 
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標準化係数： (NT - 制約あり) 
   推定値 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation -.145 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .074 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .625 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .312 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .434 
po2now_focus <--- Present_Orientation .682 
po4now_life <--- Present_Orientation .759 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation .753 
fo1target_set <--- Future_Orientation .608 
fo3work_first <--- Future_Orientation .619 
fo5work_steady <--- Future_Orientation .615 
po6now_work <--- Future_Orientation .425 
fo7work_finish <--- Future_Orientation .653 
po8live_now <--- Future_Orientation .500 
fo9work_future <--- Future_Orientation .470 
al_ima <--- Alliance_Attitude .878 
al_feel <--- Alliance_Attitude .938 
al_imp <--- Alliance_Attitude .801 
brand_ima <--- Brand_Attitude .833 
brand_feel <--- Brand_Attitude .924 
brand_imp <--- Brand_Attitude .872 
pi_prob <--- Purchase_Intentions .858 
pi_cons <--- Purchase_Intentions .906 
pi_more <--- Purchase_Intentions .814 
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係数： (NE - 制約あり) 
   
推定
値 
標準
誤差 
検定統
計量 
確
率 
ﾗﾍﾞﾙ 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .081 .143 .563 .573 PO4 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .212 .108 1.968 .049 FO4 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .531 .081 6.586 *** BA4 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .139 .173 .806 .420 PI4 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .781 .200 3.911 *** BP4 
po2now_focus <--- Present_Orientation 1.000     
po4now_life <--- Present_Orientation 1.223 .143 8.552 *** a1_1 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation 1.280 .152 8.450 *** a2_1 
fo1target_set <--- Future_Orientation 1.000     
fo3work_first <--- Future_Orientation 1.068 .140 7.649 *** a3_1 
fo5work_steady <--- Future_Orientation 1.131 .142 7.966 *** a4_1 
po6now_work <--- Future_Orientation .729 .120 6.068 *** a5_1 
fo7work_finish <--- Future_Orientation 1.306 .156 8.351 *** a6_1 
po8live_now <--- Future_Orientation .851 .124 6.833 *** a7_1 
fo9work_future <--- Future_Orientation .907 .126 7.199 *** a8_1 
al_ima <--- Alliance_Attitude 1.000     
al_feel <--- Alliance_Attitude 1.084 .053 20.344 *** a9_1 
al_imp <--- Alliance_Attitude .891 .050 17.940 *** a10_1 
brand_ima <--- Brand_Attitude 1.000     
brand_feel <--- Brand_Attitude 1.142 .059 19.378 *** a11_1 
brand_imp <--- Brand_Attitude .975 .054 18.221 *** a12_1 
pi_prob <--- Purchase_Intentions 1.000     
pi_cons <--- Purchase_Intentions 1.076 .061 17.563 *** a13_1 
pi_more <--- Purchase_Intentions .876 .052 16.754 *** a14_1 
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標準化係数： (NE - 制約あり) 
   推定値 
Alliance_Attitude <--- Present_Orientation .067 
Alliance_Attitude <--- Future_Orientation .212 
Brand_Attitude <--- Alliance_Attitude .601 
Purchase_Intentions <--- Alliance_Attitude .101 
Purchase_Intentions <--- Brand_Attitude .500 
po2now_focus <--- Present_Orientation .469 
po4now_life <--- Present_Orientation .601 
po10now_enjoy <--- Present_Orientation .627 
fo1target_set <--- Future_Orientation .523 
fo3work_first <--- Future_Orientation .549 
fo5work_steady <--- Future_Orientation .592 
po6now_work <--- Future_Orientation .402 
fo7work_finish <--- Future_Orientation .662 
po8live_now <--- Future_Orientation .479 
fo9work_future <--- Future_Orientation .547 
al_ima <--- Alliance_Attitude .777 
al_feel <--- Alliance_Attitude .891 
al_imp <--- Alliance_Attitude .776 
brand_ima <--- Brand_Attitude .806 
brand_feel <--- Brand_Attitude .869 
brand_imp <--- Brand_Attitude .782 
pi_prob <--- Purchase_Intentions .775 
pi_cons <--- Purchase_Intentions .724 
pi_more <--- Purchase_Intentions .703 
 
 
 
